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はじめに 

地方公共団体の業務システムの更改において、特定の事業者が継続して業務システムを提供する状況、

いわゆるベンダロックインが問題視されていた。これは、異なる事業者の業務システムに移行しようとした場合

に、システムのデータ構成が異なることからデータ移行に多額の費用を請求されることがあり、財政的に厳し

い地方公共団体では、事業者を変えたくても変えられない状況に陥ってしまうことである。このような状況から、

総務省では平成23年度に地方公共団体の業務システムにおける円滑なデータ移行の実現を目指し、全国

の地方公共団体がデータ移行時に共通的に利用できる「中間標準レイアウト仕様」を作成した（「自治体クラ

ウドにおける円滑なデータ移行を可能とする中間標準レイアウト仕様の作成に係る調査業務」）。すなわち、

業務システムの契約満了時に中間標準レイアウト仕様を利用したデータ提供を定着させれば、データ移行

時の経費の低減が図れると考えたからである。 

また、総務省は「電子自治体の取組みを加速するための10の指針」【指針６】 （平成26年３月公表）にお

いて、「システム間のデータ移行における多額の費用発生等、自治体クラウド導入の阻害・ベンダロックイン

の原因」を解消する方策として、中間標準レイアウト仕様の利活用を示している。 

一方、地方公共団体情報システム機構（旧 地方自治情報センター）は、平成25年度から中間標準レイア

ウト仕様の維持管理及び利活用を検討する「中間標準レイアウト仕様の維持管理に関する検討委員会」の事

務局を担当しており、法令改正等に対する定期的な更新や中間標準レイアウト仕様の普及に携わっている。 

本利活用ガイドは、中間標準レイアウト仕様の普及促進のために、地方公共団体職員の方の理解と利活

用の一助として作成したものである。 
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表 1 用語の定義 

用語 定義 

既存システム 現在使っている業務システムのこと。 

次期システム 新しく使う業務システムのこと。 

システム更改 既存システムから次期システムに変更すること。 

事業者 業務システムを提供するベンダのこと。 

データ移行 既存システムのデータベースから、次期システムのデータベースに業務データ

を移し替えること。 

データ抽出 既存システムのデータベースから、業務データを特定のデータ表現形式で取り

出すこと。 

データ取込 次期システムのデータベースに、特定のデータ表現形式の業務データを取り込

むこと。 

データ提供 既存システムのデータベースから、データ移行以外の目的で業務データを受け

渡すこと。 

データ抽出ツール データ抽出に使用するプログラムのこと。 

データ取込ツール データ取込に使用するプログラムのこと。 

データ移行ツール データ移行に使用するプログラムの総称であり、データ抽出ツールとデータ取

込ツールの両ツールのこと。 

移行データ 既存システムのデータベースから、次期システムのデータベースに移し替える

業務データのこと。 

移行ファイル 移行データをまとめたファイルのこと。 

中間標準レイアウト仕様 中間標準レイアウト仕様とは、地方公共団体の業務システムを対象として、デー

タ移行を円滑に行うため、移行データの項目名称及びデータ型、桁数、その他

の属性情報等を標準的な形式として定めたデータ移行用の仕様。 

 
図 1 本書における用語の定義 
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本書の構成 

 

【１章 中間標準レイアウト仕様について】 
本章では、主に中間標準レイアウト仕様の利活用推進を目的として、中間標準レイアウト仕様を作成する

意義、中間標準レイアウト仕様を利用するメリットや利用するに当たって準備すべき内容を説明する。 
 
【２章 中間標準レイアウト仕様の解説】 
本章では、地方公共団体の職員や、地方公共団体向けの業務システムを構築する事業者など、中間標

準レイアウト仕様の概要や必要性を理解して、実際に中間標準レイアウト仕様を利活用する方を対象として、

理解しておくべき基礎情報（中間標準レイアウト仕様における対象業務、中間標準レイアウト仕様の作成方

針及びドキュメント構成）について解説する。 
 
【３章 中間標準レイアウト仕様を利用したデータ移行】 
中間標準レイアウト仕様をデータ移行に利用する時の手順、予備領域の使用方法、データの移行事例を

示す。 
 

【４章 中間標準レイアウト仕様の活用案】 
中間標準レイアウト仕様をデータ移行以外の用途に活用する活用案、活用事例を示す。 
 

【５章 中間標準レイアウト仕様に関する質問回答集】 
中間標準レイアウト仕様の利用に当たって生じやすい疑問点について、回答を示す。 
 

【６章 中間標準レイアウト仕様の改定内容】 
中間標準レイアウト仕様の改定の経緯及び改定点を示す。 
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本書の利用方法 

本書の利用方法（誰が、どのような時に、本書のどの部分を参照すればよいか）は、下表のとおりである。 
 

表 2 本書の利用方法 

本書の利用者 本書の利用場面 

本書の参照部分 

（章・節） 

１

章 

２

章 

３

章 

４

章 

５

章 

６

章 

情報システム部署の 

担当者 

・ 中間標準レイアウト仕様の概要について 

知りたい時 
◎    ○  

・ システム更改（自治体クラウド導入を含む）を 

検討し、調達仕様書を作成する時 
◎ ◎ ◎  ○ ○ 

・ 中間標準レイアウト仕様を活用する時 

 
○ ◎  ◎ ○  

業務所管部署（原課）

の担当者 

・ 中間標準レイアウト仕様の概要について 

知りたい時 
◎    ○  

・ システム更改（自治体クラウドの導入を含む）の時

のデータ移行の方法について知りたい時 
○ ◎ ◎  ○ ○ 

・ 中間標準レイアウト仕様の活用方法について 

知りたい時 
○ ◎  ◎ ○  

自治体クラウド推進事

務局の実務担当者 

（都道府県や一部事務

組合等の担当者） 

・ 中間標準レイアウト仕様の概要について 

知りたい時 
◎    ○  

・ 管内市町村に対して、自治体クラウド推進に 

必要な情報を提供する時 
◎ ○   ○ ○ 

・ 管内市町村から、データ移行の経費について 

相談を受けた時 
◎    ○  

・ 管内市町村において、共同でオープンデータや

民間委託などの推進や拡大を検討する時 
○   ◎ ○  

地方公共団体向けの

業務システムを構築す

る事業者 

・ 中間標準レイアウト仕様の概要について 

知りたい時 
◎    ○  

・ データ移行のためのツール開発の企画を 

検討する時 
○ ◎ ◎  ○ ○ 

・ 中間標準レイアウト仕様を活用する時 

 
○ ◎  ◎ ○  

◎：主として参照する箇所 
○：必要に応じて参照する箇所 
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１章  中間標準レイアウト

仕様について 
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１．１  中間標準レイアウト仕様とは 

（1） 中間標準レイアウト仕様を作成した背景 

地方公共団体（以下「団体」という。）における情報システムを更改する場合、既存システムの事業者と次期

システムの事業者が異なる場合がある。この場合、既存システムと次期システムでデータ形式が異なるため、

移行ファイルを介して、データ移行を実施してきた。この移行ファイルは、既存システムと次期システムがいつ

も同じとはかぎらないために、団体ごとに異なるレイアウトであった。そして、既存システムの事業者と次期シ

ステムの事業者は、データ移行ごとに事業者間で移行ファイルのレイアウトを定めて、その時のデータ移行

専用のデータ抽出ツールとデータ取込ツールを作成してきた。事業者によっては、相手先となる事業者ごと

にデータ移行ツールを準備しておいて、それに毎回修正を加えて対応していることもあった。 
 

 
 

図 2 従来のデータ移行の作業イメージ 

 
このような移行条件にあっては、既存システム事業者から高額なデータ移行費用（データ抽出費）を請求さ

れるケースが有る。これを理由に事業者を変更できない団体もあり、ベンダロックインの一因となっている。ベ

ンダロックインに陥ると、情報システム調達において入札あるいはプロポーザルといった競争環境において事

業者選定が実施されないがゆえに、経費が高止まりしているケースも考えられる。 

また、既存システムと次期システムで事業者が異なる場合、データ移行を行う際に、それぞれのシステムに

おいて移行データの仕様の確認、調整などの多大な作業負荷が団体職員に掛かる。これらの作業に対応で

きない団体では、事業者やサービスの自由な選択が制限されてしまう状況であった。 

このような状況を解消するため、データ移行時に共通的に使用できる中間標準レイアウト仕様が考案され、

平成24年６月に総務省から公開された。 
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図 3 中間標準レイアウト仕様が考案された背景 

 
 

（2） 中間標準レイアウト仕様の概要 

中間標準レイアウト仕様は、団体向けの業務システムを対象として、データ移行を円滑に行うため、データ

の項目名称及びデータ型、桁数、その他の属性情報等を標準的な形式として定めたものである。 

事業者各社が中間標準レイアウト仕様に対応するようになれば、システム更改を行う際に、既存システムと

次期システムとの間でのデータ移行に関しての確認や調整などの作業を削減でき、円滑なデータ移行が実

現できる。 

特に次期システム事業者に対し、次々回のデータ移行に備えて、中間標準レイアウト仕様でデータを抽出

させることにしておけば、次々期システムの事業者が変わっても高額のデータ移行費（データ抽出費）を請求

されることはなくなり、ベンダロックインが解消されると考えた。 

なお、中間標準レイアウト仕様で定義されていないデータは、「予備領域」を使用して新たに移行データを

追加することが可能である。「予備領域」の詳細は、「3.2 予備領域の使用方法」で説明する。 

 

中間標準レイアウト仕様で定義している業務システムは、表 3に示す23業務である。 
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表 3 中間標準レイアウト仕様で定義している23業務システム 

業務

番号 
業務システム 業務内容 

1 住民基本台帳 住民に係る転入・転出・転居・出生・死亡等の異動処理、照会や証明書の発

行・通知書の出力等を行う。  

2 印鑑登録 印鑑の登録・廃止・印鑑証明の発行等を行う。  

3 住登外管理 住民登録以外の者・法人情報の管理を行う。また、業務共通で使用する口座

情報は住登外管理においても管理を行う。  

4 戸籍 本籍人の出生・死亡・婚姻・離婚・養子縁組・養子離縁等の異動、照会、証明

書発行及び通知書出力等を行う。また、除籍管理及び附票管理を行う。 

5 就学 就学学齢簿の出力、小学校・中学校の就学通知の発行等を行う。 

6 選挙人名簿管理 選挙人名簿の管理、入場券発行、不在者投票、住民投票の管理等を行う。

検察審査会、農業・海区・漁業委員会選挙人名簿作成を行う。 

7 固定資産税 固定資産税に係る課税台帳(土地・家屋・償却資産)の評価・賦課・証明書発

行・統計処理等を行う。 

8 個人住民税 個人住民税の課税対象者の管理・資料の管理・賦課・統計処理等を行う。 

9 法人住民税 法人住民税の課税対象の法人に係る台帳の管理・賦課台帳管理等を行う。 

10 軽自動車税 軽自動車を対象とする課税対象の車輌台帳の管理・賦課・証明書発行等の

処理を行う。 

11 収滞納管理 個人住民税、法人住民税、固定資産税、軽自動車税及び国民健康保険税

(料)の収納情報・滞納整理情報の管理、消込・滞納整理・過誤納の処理、統

計出力等を行う。 

12 国民健康保険 国民健康保険資格の管理・保険証の発行、所得・資産の管理・保険税(料)の

賦課、レセプトのチェック・管理、療養費等の給付、統計処理等を行う。 

13 国民年金 国民年金に係る資格の管理・付加・免除・給付の管理を行う。 

14 介護保険 介護保険に係る被保険者の資格管理・介護保険料の賦課・介護保険料の収

納管理・受給者の台帳管理を行う。 

15 後期高齢者医療 後期高齢者医療対象者の資格管理、保険料の賦課管理、収納管理、滞納

管理を行う。 

16 健康管理 成人検診・母子検診・予防接種情報の管理、保健指導、統計報告資料作

成、データ分析の処理を行う。 

17 児童手当 児童手当の新規の申請、変更届、資格消滅届の処理等を行う。 

18 生活保護 生活保護対象者の生活相談受付、保護申請審査、支給管理、統計処理等を

行う。 

19 障害者福祉 障害者福祉の対象者に対する資格管理、進達処理、通知書発行、支払管

理、統計処理等を行う。 

20 財務会計 財務会計に係る予算編成・予算管理・歳入管理・歳出管理・歳計外現金・出

納管理・決算管理等の処理を行う。 

21 人事給与 人事給与に係る申請受付・計算・年末調整・支払・人事・福利厚生・研修等の

処理を行う。 

22 文書管理 庁内の公文書の収受・起案・承認／決裁・施行・保管・検索／照会・ファイル

管理・情報公開等の処理を行う。 

23 子ども・子育て支援 

（V2.3から追加） 

子ども・子育ての支給認定管理、利用調整、契約の登録、給付費の.請求・支

払管理、事業所管理等の処理を行う。 

 
中間標準レイアウト仕様のドキュメントは総務省の「自治体クラウドポータルサイト」からダウンロードできる。 
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１．２  中間標準レイアウト仕様を利用するメリット 

（1） 中間標準レイアウト仕様を利用する団体のメリット 

ア） 将来におけるデータ移行作業費の削減 
将来、中間標準レイアウト仕様に対応したパッケージソフトウェア（以下「パッケージ」という。）間でのデータ

移行が実現すると、従来異なるパッケージ間のデータ移行時に掛かっていた多額の移行作業費が削減可能

になる。 

・ 移行データ仕様調整（設計）のための作業費（工数）の削減 

中間標準レイアウト仕様で定義しているデータ項目は、既存システム事業者と次期システム事業者

間で移行データに関する仕様調整(検討)が不要となる。そして中間標準レイアウト仕様で未定義の

データについてのみ、移行データの仕様(予備領域の設定)を既存システム事業者と次期システム事

業者間で調整(検討)すればよくなるため、作業費（工数）削減が可能である。 

当機構の自治体クラウド・モデル団体支援事業モデル団体の中には、データ取込において従来方

式のデータ取込より移行仕様データ調整（設計）工数が削減された事例もある。 

・ データ移行ツールの再利用による移行費用の削減 

事業者が作成した中間標準レイアウト仕様対応のデータ移行ツールは、他の団体のデータ移行時

にも再利用可能であり、データ移行の度に、データ移行ツールを作成する必要がなくなる。 

 

 

図 4 中間標準レイアウト仕様利用時の費用削減イメージ 
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イ） ベンダロックインの解消 
中間標準レイアウト仕様によるデータ移行は、将来的に直接的なデータ移行作業費の削減の他に、高額

のデータ移行作業費が原因であったベンダロックインも解消できるようになる。 

 
図 5 中間標準レイアウト仕様を利用したデータ移行のイメージ（次々回のシステム更改時） 

 
これにより、情報システム調達に当たって、複数の事業者が競争する環境（入札・プロポーザル）の中で事

業者選定を行う団体が増加していく。このような事業者の競争環境においては、適正価格による情報システ

ム調達が期待できるとともに、プロポーザル等を通し、機能・非機能面における事業者からの良質な提案も期

待できる。 
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図 6 中間標準レイアウト仕様を利用する団体のメリット 

（2） 中間標準レイアウト仕様を利用する事業者のメリット 

中間標準レイアウト仕様を利用することで、事業者にも下記のようなメリットがある。 
・ 計画的な活動が可能 
正確な作業工数や作業期間を算出できることで、計画的な活動が可能になる。 

・ データ移行ツールの再利用による設計及び開発工数の削減 
従来システム更改のたびに実施していたデータ移行ツールの設計のうち、再利用可能な部分の設

計工数が削減され、データ移行ツール全体の開発工数の削減が可能になる。 
 

（3） 中間標準レイアウト仕様を利用した事例 

平成26～29年度自治体クラウド・モデル団体支援事業におけるモデル団体の事例を紹介する。平成26

年度以降のモデル団体は中間標準レイアウト仕様を利用したデータ移行を必須としており、一定の成果が得

られた。紹介する事例は以下の団体の事業実施報告書を基に作成している。 

・弘前地区電算共同化推進協議会（弘前市、大鰐町、田舎館村、西目屋村） 

・富山県情報システム共同利用推進協議会（射水市、滑川市、上市町、入善町、朝日町、舟橋村） 

・滋賀県６町行政情報システムクラウド共同利用事業推進協議会（日野町・竜王町・愛荘町・豊郷町・甲良

町・多賀町）  

・和歌山県 橋本市、奈良県 大和郡山市 

・和歌山電子自治体推進協議会（有田市、御坊市、美浜町、由良町、印南町、上富田町） 

・吾妻広域市町村圏振興整備組合（中之条町、長野原町、嬬恋村、草津町、高山村、東吾妻町） 

・長野県市町村自治振興組合（飯綱町、下條村、平谷村、豊丘村、川上村、佐久穂町、立科町、長和町

根羽村、泰阜村、売木村、木島平村、生坂村、小川村） 

・山口県市町情報システム共同利用推進会議（周南市、下松市、光市、柳井市、阿武町） 
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・おうみ自治体クラウド協議会（草津市、守山市、栗東市、野洲市、湖南市） 

・大阪府豊能町、大阪府河南町、大阪府千早赤阪村 

・京都府自治体情報化推進協議会（京丹後市、南丹市、井手町、笠置町、和束町、京丹波町、伊根町、 

与謝野町） 

詳細は、「３．３ データ移行の事例」を参照されたい。 
 

（4） 中間標準レイアウト仕様の課題と対応 

ア） 中間標準レイアウト仕様の利用における現時点での課題 
現時点では中間標準レイアウト仕様を利用する際に下記の課題がある。 
 
○事業者の中間標準レイアウト仕様への対応状況 
中間標準レイアウト仕様V1.0が策定されたのは平成24年であり、これ以降に導入されるシステムの更

改時（５～７年先）に効果を発揮することを想定している。このため、「中間標準レイアウト仕様によるデー

タ提供の本格化はまだ先である」と考えている事業者が多く、平成29年７月時点における中間標準レイ

アウト仕様に対応したデータ移行ツールの開発状況は計画中との回答が多い。多くの事業者のパッ

ケージ製品において標準のデータ移行ツールとして提供される環境となるには時間を要する見込みで

ある。 

○効果の限定 
中間標準レイアウト仕様は、データ移行費用を削減することを目的のひとつとして考案された仕様であ

る。 

また、中間標準レイアウト仕様をデータ移行のツールであると限定して捉えると、その活用場面が限定

されるため、データ移行以外の活用についても考慮する必要がある。 

 

イ） 課題への対応 
上記の課題に対する今後の対応を示す。 
 
○データ移行ツールの早期提供に向けた働きかけ 
事業者に対する中間標準レイアウト仕様の対応状況や移行実績の定期的な調査とその結果の公表を

通じて、早期にパッケージ標準のデータ移行ツールとして提供するよう働きかけていく。 

この一環として、平成30年２月に「中間標準レイアウト仕様の事業者対応状況」について機構のホー

ムページで公表した。 

URL https://www.j-lis.go.jp/rdd/jititaicloud/standard_layout/Standard_layout.html 

また、本内容については、総務省より全都道府県及び全市区町村に対し、「中間標準レイアウト仕様

の活用及び事業者の対応状況の公表について」としても技術的助言を行ったところである（地方自治法

（昭和22年法律第67号）第245条の４第１項）。 

 
○中間標準レイアウト仕様の多目的活用の検討 
システムのデータ移行は、５年、10年に一回等、活用場面が限られ、効果の出現の機会も限られる。

https://www.j-lis.go.jp/rdd/jititaicloud/standard_layout/Standard_layout.html
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結果、普及のスピードも遅くなりやすいという実態がある。 

中間標準レイアウト仕様について、単にデータ移行のツールとしてだけ捉えるのではなく、データの流

通手段の標準化の取組みとして捉えるとオープンデータ対応の促進、アウトソーシングの活用による業

務の効率化等、さまざまな利活用方法があると考える。 

中間標準レイアウト仕様の多目的活用の推進として、データ移行以外の活用ケースを検討し「４章 中

間標準レイアウトの活用案」に追加しているので参考にされたい。 

今後も引き続き多目的活用の推進に向けて検討を実施する。 
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１．３  中間標準レイアウト仕様による調達 

（1） 次期システム調達における調達仕様書への記載事項 

団体において中間標準レイアウト仕様を利活用するためには、次期システムにおいて中間標準レイアウト

仕様に対応していることが必要である。このため、次期システム調達における調達仕様書（以下「調達仕様

書」という。）には、中間標準レイアウト仕様へ対応することを記載し、求めていくことが重要である。 
とりわけ、次々回のシステム更改に伴うデータ移行費削減のために、次回のシステムを調達する際に、次

回のシステムの契約満了時には中間標準レイアウト仕様によるデータ提供を調達仕様書に明記することが必

要である。 
昨今、自治体クラウドにおける契約は、業務システムをサービスとして利用する形態が増えてきていること

から、以下にサービス利用契約における記載例を示す。なお、従来のように、システム構築とシステム運用保

守を分けて契約する場合には、これらの仕様書等にも同様の記載をする必要がある。 
調達仕様書への記載例を以下に示す。 
●調達仕様書への記載例（次々回のデータ移行費削減に向けて） 
・当該業務システムの契約期間満了時には、契約していた業務システムのうち、その時点で総務省が公

開している中間標準レイアウト仕様（最新バージョン）が定義している全業務システムについて、中間標

準レイアウト仕様（最新バージョン）で定義されたレイアウトでデータを提供すること。 
・中間標準レイアウト仕様で定義していないデータ項目を業務システムが保有している場合には、中間標

準レイアウト仕様の予備領域を使用してデータを提供すること。 
 

（2） 業務データの著作権 

納入した成果物及びデータベース（格納されているデータを含む）の著作権について、現行の契約で取り

決めをしていない場合について、「自治体クラウド推進本部有識者懇談会とりまとめ」（平成23年６月） 

(http://www.soumu.go.jp/main_content/000121262.pdf )において、以下の見解が整理されている。 

 

『データベースの著作物として保護されるには、データベースであり、かつ、その情報の選択又は体

系的な構成によって創作性を有することが要件とされる（著作権法第１２条の２第１項）。しかしながら、

自治体業務に必要な情報を扱う場合には、これに必要十分な限度で必然的に情報が選択されるた

め、体系的構成も類似せざるを得ず、その情報の選択又は体系的な構成に創作性を認めることは一

般に困難と考えられる。さらに、個々のデータそれ自体は、一般的に創作性は認められないものと考

えられる。』 

 

これは、システムを提供している事業者によるデータベースの著作権の主張は難しく、また格納された業

務データの移譲に係る経費の請求は認められないということである。システム更改時に著作権等の扱いが問

題となるケースも発生しているので、団体及び事業者ともに十分に認識しておく必要がある。 

http://www.soumu.go.jp/main_content/000121262.pdf
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１．４  中間標準レイアウト仕様のデータ移行以外の活用 

中間標準レイアウト仕様は、システム更改時のデータ移行に利用されるだけでなく、業務システムからデー

タ提供するデータファイルのレイアウトとして、活用用途は多岐にわたると考えられる。なお、データ抽出ツー

ルはデータ移行で使用したものを再利用することが可能である。 

例えば以下の活用が考えられる。 

・ 次期システムの検証等における自団体データの利用 

導入の検証に本番の業務データを用いて、具体的な検証が可能になる。 

・ ＥＵＣツールの共用 

共通的に利用する帳票等を出力するアプリケーション（ＥＵＣツール）を、共同で利用すること

が可能になる。 

・ オープンデータ対応の促進 

業務データをオープンデータとして簡易に公開することが可能になる。 

・ 業務（大量印刷、データ入力等）の民間委託の拡大 

大量印刷やデータ入力の事業者への外部委託を共同で行うことが可能になる。 

・ 統合型ＧＩＳの活用促進 

統合型ＧＩＳツールとのデータ連携が可能になる。 

・ 軽微・一時的な業務に対するシステムの構築 

住民基本台帳等のデータを抽出することで、軽微な業務(給付金支援 等)のシステム構築を

行うことが可能になる。 

・ 各種台帳や計画の作成 

子ども子育て支援等のデータを抽出することで、複数の業務システムのデータを利用したIT

推進計画を作成することが可能になる。 

・ 国等へのデータ提供事務への対応 

国や都道府県へデータの提供を行う際に、定義が統一されたデータを提供することが可能に

なる。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 7 中間標準レイアウト仕様のデータ移行以外の活用 

詳細は、「4章 中間標準レイアウト仕様の活用案」を参照されたい。 
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１．５  中間標準レイアウト仕様のデータ移行以外の活用（コンビニ交付） 

前項で記載した以外に、コンビニエンスストア等における証明書等の自動交付サービス（以下「コンビニ交

付」という。）の証明発行サーバとのデータ連携に、中間標準レイアウト仕様を使用する仕組みを新たに確立

した（住民票の写し、印鑑登録証明書）。 
従来、既存住民基本台帳システムと証明発行サーバ間のデータ連携レイアウトに規定はなく、証明発行

サーバを構築するベンダが提示するレイアウトに基づいてデータ連携を行っているが、中間標準レイアウト仕

様を用いることで、このシステム間のデータ連携レイアウトの統一及び次期システム更改に係るコスト低減を

図るものである。 

 
図8 コンビニ交付概略 

 
コンビニ交付におけるデータ連携については、「１．１中間標準レイアウト仕様とは」に記載したデータ移行

と内容が異なり、システム更改におけるデータ移行では使用しないため、V2.4から移行用データから分離

した。連携用データは、業務名（コンビニ交付）、連携用ファイルは、ファイル名（コンビニ交付用）として命名

してある。以下に住民基本台帳（コンビニ交付）の例を掲載する。 
 

業務名 バージョン

住民基本台帳（コンビニ交付） V2.4

1 住民票の情報

2 証明書発行制限の情報

3 利用者証明電子証明書シリアル番号の情報

移行ファイル構成表

制限情報ファイル（コンビニ交付用）

シリアル番号ファイル（コンビニ交付用）

住民票ファイル（コンビニ交付用）

備考説明No. 移行ファイル名

 
図9 移行ファイル構成表 
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移行ファイル関連図
業務名 バージョン

住民基本台帳（コンビニ交付） V2.4

移行ファイル
移行ファイルの関連

【凡例】

住民票ファイル
（コンビニ交付用）

＜指定都市以外＞
・識別番号

＜指定都市＞
・指定都市の区コード
・識別番号

シリアル番号ファイル
（コンビニ交付用）

制限情報ファイル
（コンビニ交付用）

＜指定都市以外＞

・識別番号
・証明書種別=101

＜指定都市＞
・指定都市の区コード

・識別番号
・証明書種別=101

 
図10 移行ファイル関連図 

 

1 住民票の情報

2 証明書発行制限の情報

3 利用者証明電子証明書シリアル番号の情報

データ項目の改定
(○：改定有り)

説明

制限情報ファイル（コンビニ交付用）

シリアル番号ファイル（コンビニ交付用）

No. 移行ファイル名

住民票ファイル（コンビニ交付用）

 
図11 データ項目一覧表（移行ファイル(インデックス)） 
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２章  中間標準レイアウト

仕様の解説 



 
 

 

19

２．１  中間標準レイアウト仕様の定義 

（1） 中間標準レイアウト仕様の定義 

中間標準レイアウト仕様とは、団体の業務システムを対象として、データ移行を円滑に行うために、移行

データの項目名称及びデータ型、桁数、その他の属性情報等を標準的な形式として定めたデータ移行用の

仕様である。 
 

（2） 他の標準仕様との整合について 

ア） 地域情報プラットフォーム標準仕様との整合 
一般財団法人全国地域情報化推進協会（以下「APPLIC」という。）で策定されている地域情報プラットフ

ォーム標準仕様の自治体業務アプリケーションユニット標準仕様と整合性を確保しており、データ項目の

名称・データ型・桁数等を一致させることとしている。ただし、法令改正等に対する対応のタイミングや利用

目的の違いから、地域情報プラットフォーム標準仕様と異なる定義となっている場合がある。 

イ） 既存住基システム改造仕様書との整合 
中間標準レイアウト仕様V2.1から、住民基本台帳における「続柄コード」「年号コード」「住民基本台帳

異動事由コード」は、社会保障・税番号制度導入を考慮した最新の「既存住基システム改造仕様書」と整

合させている。ただし、「年号コード」は、中間標準レイアウト仕様V1.0から2桁としていたため、桁数が異

なっている（既存住基システム改造仕様書は1桁）。 

 

（3） 中間標準レイアウト仕様として定義しないもの 

下記のデータは、業務システムが保有していたとしても中間標準レイアウト仕様では定義していない。 

・業務システムの制御情報（操作者情報、権限情報）、運用関係の情報 

・業務処理の途中で生成されるデータで、かつ業務処理方法がパッケージごとに異なる業務処理方法によ

り生成されたデータ （税額計算における途中結果等） 

・他の業界や仕様等で定義されていて移行データ以外から入手可能なデータ 

 （自治体業務アプリケーションユニット標準仕様で規定されているコード、全国地方公共団体コード、全銀

協銀行コード等の日本工業規格や他業界で定められたコード等） 

・団体ごとに保有形式（全角/半角、桁数等）が異なるデータ項目（メモ情報等） 

・一部の地域のみで保有しているデータ項目（例：寒冷補正率や腐食潮解判別コード等の団体の存在する

地理的要素の情報等） 

・各種履歴情報（最新の情報があれば業務の遂行が可能と判断されるもの） 
 

（4） XML形式について 

・XML1.0、XML Schema1.0の規格に従っている。 

・XML形式のレイアウト仕様は、国内の標準化団体の基準を参考として作成している。特に、団体を対象と

した業務システム間でやり取りされるデータフォーマット仕様を規定している地域情報プラットフォーム標準

仕様のプラットフォーム通信標準仕様V3.1を参考としている。 
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２．２  中間標準レイアウト仕様の記載内容 

（1） 対象とする業務システム 

中間標準レイアウト仕様は、以下に示す23業務システムを対象としている。 

 
表 4 対象とする業務システム 

1.住民基本台帳 2.印鑑登録 3.住登外管理 4.戸籍 

5.就学 6.選挙人名簿管理 7.固定資産税 8.個人住民税 

9.法人住民税 10.軽自動車税 11.収滞納管理 12.国民健康保険 

13.国民年金 14.介護保険 15.後期高齢者医療 16.健康管理 

17.児童手当 18.生活保護 19.障害者福祉 20.財務会計 

21.人事給与 22.文書管理 23.子ども・子育て支援  

 
 

（2） 仕様で制定しているドキュメントの構成 

中間標準レイアウト仕様を構成するドキュメントを以下に示す。 
 

表 5 中間標準レイアウト仕様を構成するドキュメント 

業務共通／個別 分類 ドキュメント名 

全業務共通 参考資料 

 

業務共通事項 

業務個別 業務固有の留意事項 

対象業務範囲 

表形式 移行ファイル構成表 

移行ファイル関連図 

データ項目一覧表 

コード構成表 

コード一覧表 

XML形式 XML形式レイアウト仕様 

XMLサンプル 

 

（3） ドキュメントの概要 

個々のドキュメントに関する個別説明を以下に示す。なお、利用者が団体職員の場合は事業者とコミュニ

ケーションができる程度、利用者が事業者の場合はデータ抽出ツール又はデータ取込ツールの開発ができ

る程度に中間標準レイアウト仕様の各ドキュメントの内容を把握しておく必要がある。 
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ア） 業務共通事項 
中間標準レイアウト仕様の全般にわたる共通事項をまとめた資料である。中間標準レイアウト仕様の定義

や全業務共通の前提条件等について記載されている。中間標準レイアウト仕様を利活用するに当たり、始め

に把握しておく必要がある。中間標準レイアウト仕様の定義及び前提条件、中間標準レイアウト仕様のドキュ

メント類とその概要、予備領域、前バージョンからの変更点等が記載されている。利用者として、団体及び事

業者双方を想定している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
図 12 業務共通事項（サンプル） 

 

イ） 業務固有の留意事項 
業務システムごとに中間標準レイアウト仕様を利用する際に留意すべき項目をまとめたドキュメントである。

データ移行における諸条件（移行対象とするデータ範囲、データ移行の実施タイミング等）が記載されている。

利用者として、団体及び事業者双方を想定している。 

 

図 13 業務固有の留意事項（サンプル） 
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ウ） 対象業務範囲 
 各業務システムでデータ移行対象とする業務範囲をまとめたドキュメントである。中間標準レイアウト仕様で

定義されている業務機能範囲を確認するために使用する。中間標準レイアウト仕様では、「データ移行対象」

列に「○」と記載されている業務機能に関するデータ項目を定義している。利用者として、団体及び事業者双

方を想定している。 

 
図 14 対象業務範囲（サンプル） 

 

エ） 移行ファイル構成表 
各業務システムにおいてデータ移行対象となる移行ファイルを一覧にまとめたドキュメントである。一覧に

は、移行ファイル名称とその内容説明が記載されている。移行データを作成する際に、移行対象ファイルを

確認するために使用する。データ移行に当たっては、移行ファイル構成表に記載されている全てのファイル

を作成する。利用者として、団体及び事業者双方を想定している。 

 

図 15 移行ファイル構成表（サンプル） 
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オ） 移行ファイル関連図 
各業務システムでのデータ移行対象となる移行ファイル間の関連をまとめたドキュメントである。移行ファイ

ルがどのデータ項目で関連づけられるかを把握するために使用する。利用者として、事業者を想定してい

る。 

 

 図 16 移行ファイル関連図（サンプル） 

 

カ） データ項目一覧表 
各業務システムの移行ファイル内のデータ項目の一覧である。既存システムと次期システム間で、データ

項目の突合を行うために使用する。中間標準レイアウト仕様のドキュメントの中では、最も重要なドキュメント

である。利用者として、団体及び事業者双方を想定している。 
中間標準レイアウト仕様に対応したデータ移行ツールを作成する場合、中間標準レイアウト仕様で「必須」

としているデータ項目だけでなく、「任意」としているデータ項目についても、抽出及び取込ができるようにし

ておく必要がある。なお、値が存在しないデータ項目の場合は「２．３  データ項目の『必須／任意』に関す
る注意点」を参照されたい。 

 
図 17 データ項目一覧表（サンプル） 
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表 6 データ項目一覧表で示す内容及び留意事項 

項番 項目名 記載内容 備考 

1 データ項目

名称 

移行ファイル内のデータ項目の

名称を示す 

・ 使用するデータ項目名称は、業務ごとに一意になる

ように命名されている。 

2 データ型 データ項目のデータ型を示す ・ データ型の説明は以下のとおり。 

X:半角文字列 

N:全角文字列 

9:整数 

9V:小数点付き実数： 

S9:符号付き整数（負の場合は｢-｣を付ける） 

S9V:符号付き小数点付き実数 （負の場合は｢-｣を

付ける） 

B:バイナリデータ本体(バイナリデータをBase64で

テキスト化) 

BR:バイナリデータ参照(外部参照するファイル名

を指定) 

3 桁数 データ項目の桁数を示す ・データ型が 9Ｖ（小数点付き実数）、S9V（符号付き小

数点付き実数）の場合には、桁数を「n,m」の形式で

記載している。（整数部n桁以下、小数部m桁以下

の正の実数） 

4 外字使用 データ項目に外字を使用する可

能性があるかを示す 

・外字を使用する可能性がある場合には“○”印、使

用する可能性がない場合には空白としている 

5 コード データ項目にコードが設定される

場合に、コード名称を示す 

・コードでない場合には空白としている 

6 必須／任意 既存システム及び次期システム

において、必ずデータ移行する

データ項目（必須項目）か否か

（任意項目）を示す 

・ 必須項目の場合には“○”印、任意項目の場合には

空白としている 

※「必須」のデータ項目のうち、既存システムのデータ

に該当するデータがない場合の対応方法は、「2.3

（2） データ項目の必須/任意について」を参照 

7 繰り返し 

回数 

データ項目の出現回数を示す 

 

・２回以上出現する場合にはその繰り返し回数を記載

し、１回のみの出現の場合には空白としている 

8 項目説明 データ項目に関する説明を示す  

9 サンプル値 データ項目に設定される値のサ

ンプルを示す 

 

10 備考 必要に応じて関連する補足情報

を示す 

・ 引用元等を記載している。 

 
以下のデータ項目は、中間標準レイアウト仕様では定義していない。  
・業務システムのパッケージ固有の情報であるデータ項目 
【例】データの更新者や日付、システムログ情報に関するデータ項目 
・他のデータ項目から生成可能なデータ項目 
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【例】年齢（生年月日というデータ項目があれば生成可能） 

ただし、複数の業務システムのデータ項目から生成される場合は、移行時の作業負担を考慮し、

データ項目として定義しているデータ項目もある。 
・団体ごとに保有形式（全角/半角、桁数等）が異なるデータ項目 

【例】メモ欄 

 

キ） コード構成表 
各業務システムの移行ファイル内で使用されているコードの一覧である。既存システム及び次期システムと、

コード表の突合を行うために使用する。利用者として、団体及び事業者双方を想定している。 
  

 
図 18 コード構成表（サンプル） 

ク） コード一覧表 
各業務システムの移行ファイル内で使用されるコードにおけるコード値とその内容の一覧である。既存シス

テム及び次期システムと、コードの内容の突合を行うために使用する。利用者として、団体及び事業者双方

を想定している。 

 
図 19 コード一覧表（サンプル） 
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ケ） XML形式レイアウト仕様 
データ項目一覧表に基づき、XML（Extensible Markup Language：文書やデータの構造を記述する言語で

XMLスキーマという言語で記載されている。）形式のレイアウト仕様をまとめたドキュメントである。XML形式の

データ抽出ツール及びデータ取込ツールの開発に使用する。利用者として、事業者を想定している。 

 
<?xml version="1.0" encoding="UTF-8"?> 
<xsd:schema xmlns:xsd="http://www.w3.org/2001/XMLSchema"> 
 <xsd:element name="_08_個人住民税_1_納税義務者情報ファイル"> 
  <xsd:complexType> 
   <xsd:sequence> 
    <xsd:element name="相当年度"> 
     <xsd:simpleType> 
      <xsd:restriction base="xsd:string"> 
       <xsd:maxLength value="4"/> 
      </xsd:restriction> 
     </xsd:simpleType> 
    </xsd:element> 
    <xsd:element name="識別番号"> 
     <xsd:simpleType> 
      <xsd:restriction base="xsd:string"> 
       <xsd:maxLength value="15"/> 
      </xsd:restriction> 
     </xsd:simpleType> 
    </xsd:element> 
    <xsd:element name="個人履歴番号"> 
     <xsd:simpleType> 
      <xsd:restriction base="xsd:nonNegativeInteger"> 
       <xsd:totalDigits value="8"/> 
      </xsd:restriction> 
     </xsd:simpleType> 
    </xsd:element> 

図 20  XML形式レイアウト仕様の様式（記述サンプル） 

 
【留意事項】 
・ データ項目のタグの並び順は固定であり、変更できない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

http://www.w3.org/2001/XMLSchema
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コ） XML形式サンプル 
データ項目一覧表及びXMLレイアウト仕様に基づき、XML形式のサンプルをまとめたドキュメントである。

作成したXML形式のデータ抽出ツール及びデータ取込ツールのテストに利用する。文字の符号化には、

UTF-8（Unicodeの16ビット文字のセットを8ビットのバイト列に変換するための技術仕様）を使用している。  

利用者として、事業者を想定している。 

 
<?xml version="1.0" encoding="UTF-8"?> 
<_08_個人住民税_1_納税義務者情報ファイル> 

<相当年度>2011</相当年度> 
<識別番号>49551</識別番号> 
<個人履歴番号>1</個人履歴番号> 
<移行年度 1月 1日情報> 

<住民種別>1</住民種別> 
<世帯番号>3496</世帯番号> 
<本人氏名カナ>スズキ タロウ</本人氏名カナ> 
<本人氏名漢字>鈴木 太郎</本人氏名漢字> 
<生年月日>19770707</生年月日> 
<性別>1</性別> 
<郵便番号>1113333</郵便番号> 
<都道府県市町村コード>11222</都道府県市町村コード> 
<大字コード>1234</大字コード> 
<小字コード>1234</小字コード> 
<番地コード>00123002340000000099</番地コード> 
<現住所>東京都東西市南町中央１－１－１ 南マンション１０１</現住所> 

図 21  XML形式サンプルの様式（記述サンプル） 
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２．３  データ項目の「必須／任意」に関する注意点 

データ項目一覧表では、データ項目の必須/任意の記載がある。「必須」のデータ項目は、データ項目名
称が異なっていても、多数のパッケージが保有していると想定しているデータ項目である。必須と任意では

データ移行時の値の記載方法が異なるので、下記のとおり対応する。 
 

表 7 「必須／任意」の違いによるデータ項目の値の設定の仕方 

既存システムの

データの有無 

ファイル 

形式 

データ

型 

必須 

（必須/任意の項目が○） 

任意 

（必須/任意の項目が空白） 

データがある 全て 全て 既存システムの値を設定 

データがない 

ＸＭＬ 

Ｘ, 

Ｎ, 

Ｂ, 

ＢＲ 

空タグ表記とする 

 

 (例)必須項目である「状態区分(X

型)」に値が無い場合 

 <状態区分></状態区分> 

 又は 

 <状態区分 /> 

タグを省略する 

 

 (例)任意項目である「印鑑番号」に値

が無い場合 

  データ項目名称（必須/任意）：値 

   印影履歴番号（必須）  ：1 

   印鑑番号（任意）     ：値無し 

   状態区分（必須）     ：1 

 

上記例の場合は、下記となる。 

 <印影履歴番号>1</印影履歴番号> 

 <状態区分>1</状態区分> 

※印鑑番号のタグが省略されている 

９, 

９Ｖ, 

Ｓ９, 

Ｓ9Ｖ 

既存システム事業者・次期システム

事業者間で調整し、任意の値(0以

上の整数)を入れる 

 

 (例)必須項目である「印影履歴番号

(9型)」に値が無い場合 

 <印影履歴番号>0</印影履歴番号> 

ＣＳＶ 全て 値を設定しない 

固定長 全て 
データ項目で指定しているデータ型のスペースを、指定している桁数だ

け設定する 
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３章  中間標準レイアウト

仕様を利用した

データ移行 
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３．１  中間標準レイアウト仕様のデータ移行時における利用手順 

（1） データ移行の手順フロー

フェーズ インプット 団体 既存システム事業者 次期システム事業者 アウトプット

移行

設計

チュー
ニング

要件定
義・確認

構成ドキュメントの確認業務共通事項

業務固有の留意事項

対象業務範囲

移行ファイル構成表

データ項目一覧表

コード一覧表

データ項目の

突合

移行ファイル構成表

データ項目一覧表
データ項目

突合結果

データ項目

突合結果

コード表の

突合
コード

突合結果

コード一覧表

突合結果の確認・対応方針の決定

コード

突合結果

対応方針

移行データ項目

一覧表

移行コード

一覧表

移行データ項目

一覧表

移行コード

一覧表

データ抽出ツー

ルの整備(予備
領域の設定)

移行リハーサルの実施

本番稼働前移行作業

構成ドキュメントの確認
移行ファイル関連図

XML形式

データ抽出

ツール

データ取込

ツール

データ抽出

ツールXML形式

データ抽出

ツール

データ取込

ツール

既存システム

移行対象データ

現行システム

データ

データ取込ツー

ルの整備(予備
領域の設定)

データ利活用のた

めのデータ抽出
ツールの整備

移行データ項目一覧表の作成対応方針

事前協議

 
図 22 データ移行の手順フロー 
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（2） データ移行の手順解説 

データ移行に携わる事業者において、中間標準レイアウト仕様に対応したデータ抽出ツール及びデータ

取込ツールの再利用が可能であれば、作業効率の向上が見込まれる。 

ア） 要件定義・確認フェーズ 
移行に関する要件定義・確認フェーズにおいて想定される作業を以下に示す。 

 
a  事前協議 

データ移行作業における団体・既存システム事業者・次期システム事業者それぞれの役割分担を明確

にする。特に、後述する移行データ項目一覧表の作成は、既存システム事業者・次期システム事業者双

方が作業に参加する必要があるので、作成責任主体と作成手順等をあらかじめ協議しておく。また、デー

タ形式（CSV/XML）・文字コード・外字フォントの授受形式等についても協議しておく。 

 
データ形式 

・ 移行データのデータ形式について、XML形式又はCSV形式のいずれで対応するか、また、可変長

レコード又は固定長レコードのいずれで対応するかを、団体及びデータ移行に携わる事業者におい

て事前に調整する。 

・なお、V2.3からCSVを標準のデータ形式とし、XMLは任意としている。 

 

文字コード 

・ XML形式ファイルでデータ移行する場合、文字コードには「UTF-8」（Unicode）を使用することを前

提にしている。 

・ CSV形式ファイルでデータ移行する場合には、団体及びデータ移行に携わる事業者において、事

前に文字コードの設定等について調整する。調整が必要な項目には、住民基本台帳ネットワーク統

一文字、IPA文字情報基盤等がある。なお、対応可能な漢字コードに関しては、事業者に確認が必

要となる。 

 

外字フォント 

・外字フォントのイメージの移行では、フォント形式と外字変換のコードテーブルについて団体及びデ

ータ移行に携わる事業者間で調整をしておく。 
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b  構成ドキュメントの確認 

ドキュメント「業務共通事項」を参照し全体的な前提条件及び予備領域の使用方法を把握する。また、

業務個別ドキュメントを参照し、「前提条件」「対象業務範囲」「ファイルの内容」「コードの内容」について把

握する。 

 
表 8 構成ドキュメントの確認における作業者・インプット・アウトプット 

インプット 
作業者 

アウトプット 
団体 既存システム事業者 次期システム事業者 

業務共通事項 ○ △ △ － 

業務固有の留意事項 ○ △ △ － 

対象業務範囲 ○ △ △ － 

移行ファイル構成表 ○ △ △ － 

移行ファイル関連図 － △ △ － 

データ項目一覧表 ○ △ △ － 

コード構成表 ○ △ △ － 

コード一覧表 ○ △ △ － 

XML形式レイアウト仕様 － △ △ － 

XML形式サンプル － △ △ － 

【凡例】 ○：作業実施 

△：作業実施（中間標準レイアウト仕様の最新バージョンで移行実績がある場合は省略可能） 

イ） 設計フェーズ 
移行に関する設計フェーズにおいて想定される作業を以下に示す。 
 
a  データ項目の突合（中間標準レイアウト仕様との照合） 

主として既存システム事業者が、各業務の移行ファイルについて定義している「データ項目一覧表」に

ついて、データ項目の有無、属性（データ型、桁数、外字使用、コード、必須又は任意、繰り返し）を確認・

照合し、過不足や問題、懸念事項に関して、「データ項目突合結果」としてとりまとめ、団体を含めた関係

者に対して報告する。 

 
表 9 データ項目の突合における作業者・インプット・アウトプット 

インプット 
作業者 

アウトプット 
団体 既存システム事業者 次期システム事業者 

データ項目一覧表 － ○ － データ項目突合結果 

 
 
b  コード表の突合（中間標準レイアウト仕様との照合） 

主として既存システム事業者が、保有するコード表に関して、各業務のコードについて定義されている

「コード構成表」及び「コード一覧表」について、コードの有無、属性（データ型、桁数、コード値）を確認・照

合し、過不足や問題、懸念事項に関して、「コード突合結果」としてとりまとめ、団体を含めた関係者に対し

て報告する。 
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表 10 コード表の突合における作業者・インプット・アウトプット 

インプット 
作業者 

アウトプット 
団体 既存システム事業者 次期システム事業者 

コード構成表 

コード一覧表 
－ ○ － コード突合結果 

 
 
c  突合結果の確認・対応方針の決定（中間標準レイアウト仕様との照合） 

「データ項目突合結果」及び「コード突合結果」を基に、移行対象となるデータ項目について検討し、移

行対象データの取捨選択に関する考え方を示す「対応方針」を作成する。 

 
表 11 突合結果の確認・対応方針の決定における作業者・インプット・アウトプット 

インプット 
作業者 

アウトプット 
団体 既存システム事業者 次期システム事業者 

データ項目突合結果 

コード突合結果 

○ 

対応方針の決定 

移行データ項目の精査 

○ 

突合結果の報告 

○ 

カスタマイズ有無・規模の

報告と対応方針作成 

対応方針 

 

 
「対応方針」を決定するに当たり、データ移行における予備領域の設定内容を移行元の既存システムに

合わせるか、移行先の次期システムに合わせるかを選択する。例えば、既存システムが保有するデータ項

目をできるだけ取込みたいという要求であれば、既存システムに合わせる。一方で、複数の団体での共同

利用によって利用開始されている自治体クラウドに後から参加する場合には、データ項目が固まっている

ため、次期システムが設定する予備領域に合わせることも考えられる。 

次期システム側の必須項目で未設定の項目や、編集方法に問題がある項目は、既存システム事業者と

次期システム事業者と移行方法を協議する。 

予備領域を使用するデータ項目の増加は移行費用増加につながる。よって、団体は、予備領域を利用

して移行するデータ項目が次期システムにおいても必要なデータ項目か十分吟味する必要がある。特に、

既存システムにあるが次期システムにないデータ項目は、次期システムにおけるカスタマイズの要因となる

ため、十分吟味する必要がある。 

なお、以下に示すデータ項目は予備領域を使用しなければ移行できないため、注意が必要である。 

 

表 12 予備領域を使用する必要のあるデータ項目の例 

予備領域使用が必要なデータ項目の例 備考 

中間標準レイアウト仕様で該当するデータ項目を定

義していない 

 

該当するデータ項目は存在するがデータ型が一致せ

ず、かつデータ型変換によっても対応できない 

 

該当するデータ項目は存在するが桁数が不足してい

る 

XML形式では最大桁数を設定しているので、最大桁

数をオーバーすると、そのままではデータ移行できない 

該当するデータ項目は存在するが繰り返し数が不足

している 

XML形式では最大繰り返し数を設定しているので、最

大繰り返し数をオーバーすると、そのままではデータ移

行できない 

該当するデータ項目は存在するがコード一覧表に該

当するコード値が存在しない 
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（注釈）団体、既存システム事業者、次期システム事業者の三者の合意があれば、該当するコードにおいて、

中間標準レイアウト仕様で定義していないコード値を使用することも可能である。ただし、既存シス

テム事業者は、コード値とコード値の内容を次期システム事業者に正しく伝える必要がある。 
 
d  移行データ項目一覧表の作成 

「データ項目突合結果」「コード突合結果」「対応方針」を基に、移行対象となるデータ項目を一覧表化

した「移行データ項目一覧表」、移行対象となるコードをコード値まで含め一覧表化した「移行コード一覧

表」を作成する。団体・既存システム事業者・次期システム事業者が分担し作業を実施する。予備領域を

使用する場合は、「3.2予備領域の使用方法」を併せて参照すること。 

 

表 13 移行データ項目一覧表の作成における作業者・インプット・アウトプット 

インプット 
作業者 

アウトプット 
団体 既存システム事業者 次期システム事業者 

データ項目突合結果 

コード突合結果 

対応方針 

○ 

移行データ項目一覧表

移行コード一覧表確認 

○ 

移行データ項目一覧表 

移行コード一覧表作成 

○ 

移行データ項目一覧表 

移行コード一覧表作成 

移行データ項目一覧表 

移行コード一覧表 

 

ウ） チューニングフェーズ 
移行に関するチューニングフェーズにおいて想定される作業を以下に示す。データ抽出ツール・データ取

込ツールは新規に開発されるものではなく、予備領域の対応は外部パラメータ設定等により対応することを

想定している。 
 
a  データ抽出ツールの整備（予備領域の設定） 

要件定義・確認フェーズ・設計フェーズまでの成果によって確定した、データ移行用の予備領域を含め

たデータ項目、コード表の仕様により、予備領域分の対応を含めた、データ抽出ツールのチューニングを

行う。チューニングでは、予備領域を使用してデータ抽出を行うための外部パラメータの設定及び試験環

境におけるデータ抽出ツールの動作確認を行う。 

 
表 14 データ抽出ツールの整備における作業者・インプット・アウトプット 

インプット 
作業者 

アウトプット 
団体 既存システム事業者 次期システム事業者 

移行データ項目 

一覧表 

移行コード一覧表 

XML形式 

○ 

（データ抽出ツールの 

仕様・設計内容の確認） 

○ － 
データ抽出ツール 

（外部パラメータ） 

 
b  データ取込ツールの整備（予備領域の設定） 

予備領域分の対応を含めて、データ取込ツールのチューニングを行う。チューニングでは、予備領域を

使用してデータ取込を行うための外部パラメータの設定及び試験環境におけるデータ取込ツールの動作

確認を行う。 
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表 15 データ抽出ツールの整備における作業者・インプット・アウトプット 

インプット 
作業者 

アウトプット 
団体 既存システム事業者 次期システム事業者 

移行データ項目 

一覧表 

移行コード一覧表 

XML形式 

○ 

（データ取込ツールの仕

様・設計内容の確認） 

－ ○ 
データ取込ツール 

（外部パラメータ） 

 
c  データ利活用のためのデータ抽出ツールの整備 

データ取込ツールの整備における成果を踏まえ、予備領域分の対応を含めた、データ利活用を目的と

したデータ抽出ツールのチューニングを行う。チューニングでは、予備領域を使用してデータ抽出を行うた

めの外部パラメータの設定及び次期システム環境におけるデータ抽出ツールの動作確認を行う。 

 
表 16 データ利活用のためのデータ抽出ツールの整備における作業者・インプット・アウトプット 

インプット 
作業者 

アウトプット 
団体 既存システム事業者 次期システム事業者 

移行データ項目 

一覧表 

移行コード一覧表 

XML形式 

○ 

（データ取込ツールの仕

様・設計内容の確認） 

－ ○ 

データ活用のための

データ抽出ツール 

（外部パラメータ） 

 

エ） 移行フェーズ 
移行フェーズにおいて想定される作業を以下に示す。 
 
a  移行リハーサルの実施 

データ移行を含めたシステム更改のリハーサルを行う。リハーサルでは、既存システムから移行データを

抽出し、その移行データを次期システムに取込み、移行データ・データ抽出ツール・データ取込ツールに

問題が無いことを確認する。予備領域を使用している場合は、特に念入りに確認する必要がある。 

 
表 17 移行リハーサルの実施における作業者・インプット・アウトプット 

インプット 
作業者 

アウトプット 
団体 既存システム事業者 次期システム事業者 

データ抽出ツール 

データ取込ツール 

既存システムデータ 

○ ○ ○ － 

 
b  本番稼働前移行作業 

次期システムの本番稼働前のデータ移行作業を行う。既存システムから移行データを抽出し、その移行 

データを次期システムに取込む。 

 
表 18 本番稼働前移行作業における作業者・インプット・アウトプット 

インプット 
作業者 

アウトプット 
団体 既存システム事業者 次期システム事業者 

データ抽出ツール 

データ取込ツール 

既存システムデータ 

○ ○ ○ 次期システムデータ 
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（3） データ移行スケジュール 

中間標準レイアウト仕様を利用したデータ移行スケジュールの例について、以下に示す。 

 
 

図 23 中間標準レイアウト仕様を利用したデータ移行スケジュール 
 
データ移行に携わる既存システム事業者及び次期システム事業者で、「２.データ項目の突合」と「３.コード

表の突合」、「６. データ抽出ツールの整備」と「７. データ取込ツールの整備」は、同時に作業を進めていく。 

「９.移行リハーサルの実施」は、不備のあるデータが無くなるまで修正対応の調整を行い、その後、本番稼

働時の作業を意識したリハーサルとして実施する。 

データ抽出ツール及びデータ取込ツールを再利用できる場合には、ツールの整備などに要する作業が削

減でき、データ移行に掛かる期間が短縮できる。また、「８.データ利活用のためのデータ抽出ツールの整備」

は、日常の運用での中間標準レイアウト仕様に対応したデータ提供が可能な環境を整備しておくことで、活

用用途が広がることになるため、本番稼働時において整備しておくことが望ましい。 
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３．２  予備領域の使用方法 

（1） 予備領域の概要 

中間標準レイアウト仕様V2.0から予備領域を設けている。予備領域は、移行ファイルの末尾に、中間標準

レイアウト仕様で定義されていないデータ項目を追加する領域である。 

中間標準レイアウト仕様V1.0では、データ項目一覧表に記載されていないデータ項目を移行する場合に

は、中間標準レイアウト仕様の移行ファイルとは別の移行ファイルを作成してデータ移行する必要があった。 

現在は、予備領域を使用することにより、既存システムが保有している全てのデータ項目を同一の移行

ファイルを用いてデータ移行することが可能になっている。 

 図 24 予備領域を使用した移行イメージ 
 

（2） V2.3以降の変更点 

V2.2では、予備領域を活用する際には、テンプレートとしてデータ項目一覧表の「予備領域ファイル」を活

用して、半角文字列、全角文字列、整数等のデータ形式ごとに予備領域のデータ項目を設定していた。  

V2.3からは、移行ファイルのデータ形式をCSV形式を標準（XML形式を任意）としたことに伴い、この「予

備領域ファイル」を廃止し、各移行ファイルの末尾に、中間標準レイアウト仕様で定義されていないデータ項目

を自由に追加できるようにしている。 
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V2.3

V2.2

 
 

 

図 25 V2.2とV2.3の予備領域の使い方の違い 

 

（3） 予備領域の使用方法 

 まず、中間標準レイアウト仕様で定義されていないデータ項目を洗い出し、予備領域に追加するデータ項

目を明らかにする。 
 次に、予備領域に追加するデータ項目の内容について、既存システムの事業者と次期システムの事業者

間で取り決め、合意を取る。具体的には、以下の事項を取り決める。 
・データ項目名 
・データ型 
・桁数 
・外字使用の有無 
・繰り返し回数 
・サンプル値 
・その他必要な情報 

 予備領域に追加するデータ項目を、データ項目一覧表の末尾に追加する。その際、備考欄に「予備領域と

して追加」と記載する。 
 データ項目一覧表の具体的な記載例は以下のとおりである。 

①データ項目「備考欄」を追加した場合。 
②繰り返しのあるデータ項目「利用月」を追加した場合。 
③中間標準レイアウト仕様で定義されていないコード「曜日コード」を利用したデータ項目「曜日」を追

加した場合。 
 

テンプレートである「予備領域ファイル」を利用し、

データ形式ごとに規定。 

各移行ファイルの末尾に、必要なデー

タ項目を自由に追加する。 
データ項目「備考欄」を追加した場合 
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図 26 予備領域の使い方（記載方法）の例 

 
 なお、XML形式で、予備領域を使用する際には、以下に留意する。 

・XML形式のデータ移行においてデータ項目を追加する場合は、CSV形式のデータ移行と同様に既存シ

ステムの事業者、次期システムの事業者で追加のデータ項目の内容を決める。 

・データ項目を追加する場合は、XML形式レイアウト仕様も修正する必要がある。 

・予備領域のXML形式レイアウト仕様のサンプルを8種類(中間標準レイアウト仕様で定義しているデータ

型)を示す（表19）。 
 

表 19予備領域のXML形式レイアウト仕様のサンプル 

各種データ型例 ＸＭＬ形式レイアウト仕様 

データ項目名称：サンプル1 

データ型：X 

桁数：10 

<xsd:element minOccurs=“0” maxOccurs=“unbounded” name=“サンプル1"> 

    <xsd:simpleType> 

        <xsd:restriction base="xsd:string"> 

            <xsd:maxLength value=“10" /> 

        </xsd:restriction> 

    </xsd:simpleType> 

</xsd:element> 

データ項目名称：サンプル2 

データ型：N 

桁数：20 

 <xsd:element minOccurs=“0” maxOccurs=“unbounded” name=“サンプル2"> 

    <xsd:simpleType> 

        <xsd:restriction base="xsd:string"> 

            <xsd:maxLength value=“20" /> 

        </xsd:restriction> 

    </xsd:simpleType> 

</xsd:element> 

データ項目名称：サンプル3 

データ型：9 

桁数：30 

<xsd:element minOccurs=“0” maxOccurs=“unbounded” name=“サンプル3"> 

    <xsd:simpleType> 

        <xsd:restriction base="xsd:nonNegativeInteger"> 

            <xsd:totalDigits value=“30" /> 

        </xsd:restriction> 

    </xsd:simpleType> 

</xsd:element> 

① 

② 

③ 
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各種データ型例 ＸＭＬ形式レイアウト仕様 

データ項目名称：サンプル4 

データ型：9V 

桁数：15，5 

<xsd:element minOccurs=“0” maxOccurs=“unbounded” name=“サンプル4"> 

    <xsd:simpleType> 

        <xsd:restriction base="xsd:decimal"> 

            <xsd:totalDigits value="20" /> 

            <xsd:fractionDigits value="5" /> 

        </xsd:restriction> 

    </xsd:simpleType> 

</xsd:element> 

データ項目名称：サンプル5 

データ型：S9 

桁数：20 

<xsd:element minOccurs=“0” maxOccurs=“unbounded” name=“サンプル5"> 

    <xsd:simpleType> 

        <xsd:restriction base="xsd:integer"> 

            <xsd:totalDigits value="20" /> 

        </xsd:restriction> 

    </xsd:simpleType> 

</xsd:element> 

データ項目名称：サンプル6 

データ型：S 9V 

桁数：20，1 

 <xsd:element minOccurs=“0” maxOccurs=“unbounded” name=“サンプル6"> 

    <xsd:simpleType> 

        <xsd:restriction base="xsd:decimal"> 

            <xsd:totalDigits value="21" /> 

            <xsd:fractionDigits value=“1" /> 

        </xsd:restriction> 

    </xsd:simpleType> 

</xsd:element 

データ項目名称：サンプル7 

データ型：B 

桁数：1000 

<xsd:element minOccurs=“0” maxOccurs=“unbounded” name=“サンプル7"> 

    <xsd:simpleType> 

        <xsd:restriction base="xsd:string"> 

            <xsd:maxLength value=“1000" /> 

        </xsd:restriction> 

    </xsd:simpleType> 

</xsd:element> 

データ項目名称：サンプル8 

データ型：BR 

桁数：2000 

<xsd:element minOccurs=“0” maxOccurs=“unbounded” name=“サンプル8"> 

    <xsd:simpleType> 

        <xsd:restriction base="xsd:string"> 

            <xsd:maxLength value="2000" /> 

        </xsd:restriction> 

    </xsd:simpleType> 

</xsd:element> 
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３．３  データ移行の事例 

中間標準レイアウト仕様を利用してデータ移行を実施した団体の事例を以下に示す。事例の中にある効果

及び課題・実施団体の意見は、団体の意見を掲載している。 
各団体が中間標準レイアウト仕様を利用してデータ移行を実施した業務、移行時期は次のとおりである。 
 

表 20 団体ごとのデータ移行対象業務・移行時期 

団体名 データ移行対象業務 移行時期 

弘前地区電算共同化推進協議会 
就学（学齢簿）、健康管理、選挙人名簿管

理、軽自動車税 

平成26年度 

富山県情報システム共同利用推進協議会 固定資産税、児童手当 平成26年度 

滋賀県６町行政情報システムクラウド共同利用

事業推進協議会 

印鑑登録、就学（学齢簿）、選挙人名簿管

理 

平成26年度 

和歌山県 橋本市、奈良県 大和郡山市 軽自動車税、国民年金 平成26年度 

和歌山県電子自治体推進協議会 就学（学齢簿）、選挙人名簿管理 平成26年度 

吾妻郡町村情報システム共同化推進協議会 印鑑登録、国民年金 平成27年度 

長野県市町村自治振興組合 
住民基本台帳、国民年金、印鑑登録、住

登外管理、法人住民税、軽自動車税 

平成27年度 

山口県市町情報システム共同利用推進会議 

住民基本台帳、軽自動車税、住登外管

理、就学（学齢簿）、選挙人名簿管理、固

定資産税、個人住民税、法人住民税、軽

自動車税、収滞納管理、国民健康保険、

国民年金、介護保険、後期高齢者医療、

児童手当、障害者福祉 

平成29年度 

（検証及び移行

ツール作成は平成

28年度に実施） 

おうみ自治体クラウド協議会 住民基本台帳、国民年金 平成28年度 

大阪府豊能町、大阪府河南町、大阪府千早赤

阪村 

住民基本台帳、印鑑登録、住登外管理、

就学（学齢簿）、選挙人名簿管理、固定資

産税、個人住民税、軽自動車税、収滞納

管理、国民健康保険、国民年金、介護保

険、後期高齢者医療、児童手当、障害者

福祉 

平成30年度

平成31年度 

（検証及び移行

ツール作成は平

成29年度に実施） 

京都府自治体情報化推進協議会 個人住民税、軽自動車税 平成29年度 
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（1） 弘前地区電算共同化推進協議会 

ア） 背景 
弘前市・大鰐町・田舎館村・西目屋村の４市町村は、「弘前地区電算共同化推進協議会」を設立し、電算

システムの共同利用に関する協定を平成25年12月26日に締結した。これ以降も検討を進め、自治体クラ

ウドへの移行と社会保障・税番号制度への対応を同時に行うことにより、経費の削減、業務の軽減、さらには

災害時のデータ損失等のリスク軽減を図る災害対策の強化、セキュリティ対策の向上などを目指して、青森

県内で初となる自治体クラウドに取り組むこととした。 

平成26年４月に次期システム事業者を決定し、平成27年４月より順次稼働を開始している。 
 

イ） データ移行における中間標準レイアウト仕様の利用 
中間標準レイアウト仕様を利用してデータ移行した業務システムを以下に示す。 
 

表 21 中間標準レイアウト仕様を利用してデータ移行した業務システムと事業者の関係 

業務システム 弘前市 大鰐町 田舎館村 西目屋村 

就学（学齢簿） Ａ社＊→Ａ社    

健康管理 Ｂ社→Ｂ社    

選挙人名簿管理  Ａ社→Ａ社 Ａ社→Ａ社 Ａ社→Ａ社 

軽自動車税  Ａ社→Ａ社 Ａ社→Ａ社 Ａ社→Ａ社 

＊：メインフレームからの移行 
 
データ移行における中間標準レイアウト仕様の利用状況を以下に示す。 
 

表 22 データ移行における中間標準レイアウト仕様の利用状況 

項目 内容 

仕様バージョン V2.0 

業務の選定理由 項目のヒット率が高く移行しやすいと考えたため。 

予備領域の利用 弘前市の学齢簿において利用。（他では利用せず。） 

備考 － 

 

ウ） 中間標準レイアウト仕様の利用時の工数 
移行ツール作成に要した工数について実績値（大鰐町・田舎館村・西目屋村の取込ツールは見込み）を

以下に示す。 
表 23 中間標準レイアウト仕様の利用時の工数 

（単位：人月） 

業務システム 

弘前市 大鰐町 田舎館村 西目屋村 

抽出 

ツール 

取込 

ツール 

抽出 

ツール 

取込 

ツール 

抽出 

ツール 

取込 

ツール 

抽出 

ツール 

取込 

ツール 

就学（学齢簿） ３ － － － － － － － 

健康管理 ３ － － － － － － － 

選挙人名簿管理 － １ ３ １ ３ １ ３ １ 

軽自動車税 － １ ３ １ ３ １ ３ １ 
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エ） 効果及び課題 
○メリット 
既存システム事業者と次期システム事業者が異なる場合は、中間標準レイアウト仕様があることで、事業

者が共通の認識のもとで円滑なデータの受け渡しを行うことができる。 

 
○デメリット 
毎回データ移行ツールを開発する場合、既存システム事業者と次期システム事業者が同一の場合は、

中間標準レイアウト仕様を用いたデータ移行を行うことで、逆に作業工程が増え、工数の増加につながる

ケースがある。 

 
○問題点 
弘前市の「就学（学齢簿）」移行に当たり、必須データ項目が未定義であり、予備領域を用いてデータ移

行を行った。予備領域を使用した例を、以下に示す。 

・小学校・中学校における９年間の就学期間を過ぎたデータ。 

・保護者履歴、就学状況等が次期システムでは必須であるが、未定義であった。 

・保護者続柄マスタの考え方、備考欄の違い等があった。 

     

オ） 実施団体の意見 
中間標準レイアウト仕様を用いたデータ移行はまだ事例も少なく、当協議会にとって７年後になる次々期

システムへのデータ移行に向けた良い経験となった。 
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（2） 富山県情報システム共同利用推進協議会 

ア） 背景 
富山県情報システム共同利用推進協議会は富山県共同利用型自治体クラウド会議の下に富山県情報政

策課、市町村支援課を事務局とし、参加６市町村（射水市、滑川市、入善町、上市町、朝日町、舟橋村）の情

報担当課長により平成25年10月に設置された。  

市町村の規模やマイナンバーにおける住民基本台帳ネットワークシステムの連携テストの開始時期を考慮

した結果、平成27年７月までに既存システムの更新が可能な団体であることが条件であった。この条件を満

たす6市町村が参加を希望し、基幹系業務システムの共同利用型自治体クラウドを導入することとした。 

共同化事業の目的として、「業務の標準化・効率化」「耐災害性の強化」「新たな住民サービスの提供」「情

報担当職員の業務負担軽減」が挙げられる。 
 

イ） データ移行における中間標準レイアウト仕様の利用 
中間標準レイアウト仕様を利用してデータ移行した業務システムを以下に示す。 

 
表 24 中間標準レイアウト仕様を利用してデータ移行した業務システムと事業者の関係 

業務システム 射水市 滑川市 入善町 

固定資産税 Ｃ社→Ｃ社＊ Ｃ社→Ｃ社＊ Ｃ社→Ｃ社＊ 

児童手当 Ｃ社→Ｃ社＊ Ｃ社→Ｃ社＊ Ｃ社→Ｃ社＊ 

業務システム 上市町 朝日町 舟橋村 

固定資産税 Ｃ社→Ｃ社＊ Ｃ社→Ｃ社＊ Ｃ社→Ｃ社＊ 

児童手当 Ｃ社→Ｃ社＊ Ｃ社→Ｃ社＊ Ｃ社→Ｃ社＊ 

＊：他社からのＯＥＭ 
 

データ移行における中間標準レイアウト仕様の利用状況を以下に示す。 
表 25 データ移行における中間標準レイアウト仕様の利用状況 

項目 内容 

仕様のバージョン V2.0 

業務の選定理由 困難が予想される業務にチャレンジ。 

予備領域の利用 固定資産税、児童手当ともに利用。 

備  考 既に実績のある移行ツールが装備されているため、試験的な実施。 

 

ウ） 中間標準レイアウト仕様の利用時の工数 
データ移行に要した工数について実績値を以下に示す。 

表 26 中間標準レイアウト仕様の利用時の工数 

  （単位：人月） 

業務システム データ抽出ツール作成 データ取込ツール作成 データ移行作業 

固定資産税 １４．７ ４．０ ８．０ 

児童手当 ２．６ ０．７ １．４ 
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エ） 効果及び課題 
○メリット 

データ抽出とデータ取込を別事業者が実施する場合、標準化された仕様でデータの受け渡しが可能に

なる。 
作成したデータ取込ツールを再利用できるため、移行時の準備期間が短縮できる。 

 
○発生した課題と対応策 
データ移行において発生した課題と対応策を順に示す。 
まずは、データ抽出ツール作成時における問題点を以下に示す。 

 
表 27 発生した課題と対応策（データ抽出ツール作成時） 

課題 対応策 

固定資産税 

① 固定資産税全体のファイル構成について、中間標準レイアウト仕様と移

行先システムで主要な情報（特に土地関連情報）の管理方法に違いが

ある。複数ファイルから複数ファイルへの項目移送が必要となり、既存シ

ステムのデータベースとの対応付けも複雑になるため、単純な項目移

送ができない。 

中間標準レイアウト仕様の複数

ファイルを一つにしたワークファイ

ルを作成し、各項目の編集後に中

間標準レイアウト仕様に合わせた

ファイルに分割することで対応し

た。 

② 中間標準レイアウト仕様は、次期システムでの計算に必要な項目が不

足しているため、計算ができない。また、既存システムの評価計算、課

税標準額計算結果を保証できない。 

予備領域を利用し、次期システム

に合わせた仕様で編集した。 

③ 中間標準レイアウト仕様で定義されている項目が、どのような計算仕様

を想定したものか不明である。 

予備領域を利用し、次期システム

に合わせた仕様で編集した。 

④ メモ情報を移行するための中間標準レイアウト仕様がない。 個別にツールを作成し、対応し

た。 

⑤ 小数点以下７桁保有しているデータ項目があり、予備領域で定義され

ているデータ型や桁数の変更ができないため、特殊な編集を行う必要

がある。 

予備領域の整数型を利用し、

1,000,000,000を乗算し編集した。 

⑥ 次期システムの必須項目について、既存システムには存在するが、中

間標準レイアウト仕様では定義していないものがある。 

予備領域を利用した。 

⑦ 共有情報の管理方法が異なる。（既存、次期システムともに年度ごとに

管理している。） 

予備領域を利用し、次期システム

に合わせた仕様で編集した。 

児童手当 

① 中間標準レイアウト仕様と次期システムにおける主要な情報（特に支払

情報）の管理方法に違いがある。複数ファイルから複数ファイルへの項

目移送が必要となり、既存システムのデータベースとの対応付けも複雑

になるため、単純な項目移送ができない。 

中間標準レイアウト仕様に複数

ファイルから項目を編集し、予備領

域に移行先システムで必要となる

項目を編集することで対応した。 

② 移行先システムの必須項目（現況情報ファイルの所得判定結果）が、中

間標準レイアウト仕様で必須ではない。 

中間標準レイアウト仕様に編集す

る際、必ず値を設定した。 
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次に、予備領域使用時における問題点を以下に示す。 
 

表 28 発生した課題と対応策（予備領域利用時） 

課題 対応策 

固定資産税 

① 所在地番の管理方法が異なる。 

中間標準レイアウト仕様では一項目だが、既存・次期システムともに複

数項目で管理している。 

次期システムの仕様に合わせて編

集した。 

※所在地番は、キー情報のため、

項目の結合や分割を行わないよう

に対応した。 

② 画地情報（各地積の合計など）の管理方法が異なる。 次期システムの仕様に合わせて編

集した。 

③ 共有持分情報の管理方法が異なる。 

（持分は、中間標準レイアウト仕様では物件ごと管理しているが、既存・

次期システムともに共有構成員ごとに管理している。） 

次期システムの仕様に合わせて編

集した。 

④ 中間標準レイアウト仕様に定義されていない項目が多い。 

・各割合、補正情報の分母、分子 

・積雪寒冷地補正、砂防地情報 

・名寄帳に出力する項目（土地、家屋の件数など） 

・償却資産ごとの合計 

など 

次期システムの仕様に合わせて編

集した。 

⑤ 桁数が不足している項目がある。 

・償却資産の取得価額、評価額 

・償却の資産番号等 

次期システムの仕様に合わせて編

集した。 

児童手当 

① 支払情報では処理番号ごとにレコードの編集内容（支払予定情報、支

払確定情報）が異なるため、予備領域の編集方法を処理番号ごとに設

定する必要がある。 

次期システムの仕様に合わせて編

集した。 

 

オ） 実施団体の意見 
・中間標準レイアウト仕様を利用するに当たり、仕様や作成ルールを確認したが、各項目の編集内容

の妥当性が確認できなかった。全国標準として使用する場合、中間標準レイアウト仕様に規定した

項目について、データの整合性、計算結果をチェックできる仕組みが提供されることが望ましい。 

・固定資産税のように地域性が強い業務は、中間標準レイアウト仕様をシンプルにした方が利用しや

すいと考える。 

・固定資産税について、土地や画地情報のデータ量が多いため、リソースの確保に苦労した。 

・児童手当について、データ項目（世帯情報、外国人情報）が不足しているため、中間標準レイアウ

ト仕様への項目追加を望む。 
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（3） 滋賀県６町行政情報システムクラウド共同利用事業推進協議会 

ア） 背景 
滋賀県内６町（日野町、竜王町、愛荘町、豊郷町、甲良町、多賀町）は滋賀県６町行政情報システムクラウ

ド共同利用事業運営会議を構成し、基幹系及び内部情報系システムの共同調達の検討を実施してきた。平

成27年３月時点において、豊郷町を除く５町が、平成27年度下期のクラウドサービス利用開始に向けて、平

成26年度はシステム要件定義・テストデータ移行検証を中心に準備を進めてきた（豊郷町は平成30年度か

らサービス利用開始予定）。 

 

イ） データ移行における中間標準レイアウト仕様の利用 
中間標準レイアウ仕様トを利用してデータ移行した業務システムを以下に示す。 

 
表 29 中間標準レイアウト仕様を利用してデータ移行した業務システムと事業者の関係 

業務システム 日野町 竜王町 愛荘町 

印鑑登録 D社→Ｈ社 Ｅ社→Ｈ社 Ｈ社→Ｈ社 

就学（学齢簿） D社→Ｈ社 Ｅ社→Ｈ社 Ｈ社→Ｈ社 

選挙人名簿管理 D社→Ｈ社 Ｅ社→Ｈ社 Ｈ社→Ｈ社 

業務システム 豊郷町 甲良町 多賀町 

印鑑登録 Ｆ社→Ｈ社＊ Ｈ社→Ｈ社 Ｇ社→Ｈ社 

就学（学齢簿） Ｆ社→Ｈ社＊ Ｈ社→Ｈ社 Ｇ社→Ｈ社 

選挙人名簿管理 Ｆ社→Ｈ社＊ Ｈ社→Ｈ社 Ｇ社→Ｈ社 

＊：豊郷町は予定 
 

データ移行における中間標準レイアウト仕様の利用状況を以下に示す。 
 

表 30 データ移行における中間標準レイアウト仕様の利用状況 

項目 内容 

仕様のバージョン V1.0 

（調達仕様書を完成させたのが平成26年３月であったため、平成26年４月に

公表された「中間標準レイアウト仕様V2.0」を採用することができなかった。） 

業務の選定理由 ・中間標準レイアウト仕様上のデータ項目数が比較的少ない。（印鑑登録＝27

項目、就学＝78項目、選挙人名簿管理＝47項目） 

・データ項目で使用されているコードの意味の認識違いの可能性が低い。 

・中間標準レイアウト仕様との適合率が比較的高い。（印鑑登録＝100％、就

学＝67％、選挙人名簿管理＝96％） 

予備領域の利用 V1.0では、予備領域は規定されていないため、利用してない。 

（未定義項目は独自の移行ファイルを利用して移行した。） 

備  考 － 
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ウ） 中間標準レイアウト仕様の利用時の工数（想定値） 
データ移行に要した工数について、従来型で移行した場合の試算値と中間標準レイアウト仕様の利用時

の想定値を比較した結果を順に示す。 
 

○印鑑登録 
印鑑登録における従来型で移行した場合の試算値と中間標準レイアウト仕様の利用時の想定値比較

を以下に示す。 

 
図 27 従来型で移行した場合の試算値と中間標準レイアウト仕様の利用時の想定値比較・印鑑登録 

 
○就学 
就学における従来型で移行した場合の試算値と中間標準レイアウト仕様の利用時の想定値比較を以

下に示す。 
 

 
図 28 従来型で移行した場合の試算値と中間標準レイアウト仕様の利用時の想定値比較・就学 
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○選挙人名簿管理 
選挙人名簿管理における従来型で移行した場合の試算値と中間標準レイアウト仕様の利用時の想定

値比較を以下に示す。 
 

 
図 29 従来型で移行した場合の試算値と中間標準レイアウト仕様の利用時の想定値比較・選挙人名簿管理 

 

エ） 効果及び課題 
○メリット 
・今後、共同利用システムに参加する自治体及び中間標準レイアウト仕様を採用する他自治体において

データ移行ツールを流用することができる。 
・既存システム事業者と次期システム事業者が異なる場合、次期システム事業者の移行設計作業及び

データ取込ツール作成に係る作業が軽減される。 
・ツールを次々期調達や情報連携時に流用することで、ツールの品質を持続的に向上することができる。 
 

○デメリット 
・毎回移行ツールを開発していると、既存システム事業者の作業量が増えるため、移行費用が割高になる

可能性がある。 
・毎回移行ツールを開発していると、既存システムのレイアウトそのままの形式で移行しないため、データ

の過不足について、毎回検証作業が必要となる。 
 

○効果について 
・中間標準レイアウト仕様を利用せずデータ移行する場合、次期システム事業者の作業として既存システ

ムの解析が必要になるため、作業負荷が増大するだけでなく、システム構造の違いによる認識誤りのリス

クが高くなる。また、既存システム事業者は、既存システムが無くなることから、協力的で友好な関係を築

くことが難しい。 
・中間標準レイアウト仕様を使用してデータ移行する場合、次期システム事業者側の作業が軽減され、か

つ、受け取ったデータの検証に集中できるため、データ移行の品質を高められる効果がある。既存シス

テム事業者と次期システム事業者が、双方でレビューすることも品質を高める要因となる。また、既存シス

テム事業者は、単純にデータを抽出するだけでなく、データ変換という作業が伴うことから、責任感が高ま

る効果もある。 
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オ） 実施団体の意見 
次々期システム調達時においては、次期システムのデータ抽出を中間標準レイアウト仕様で実施すること

としており、データ抽出ツールの設計・作成に係る作業が不要となり、短期間での対応が可能になる。 
今後は、ツールやドキュメント類が充実することで、移行作業全体の工数削減だけでなく品質向上にも効

果を期待することができる。 
また、中間標準レイアウト仕様の活用方法として、他システムとの情報連携にも有効と思われる。 
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（4） 和歌山県 橋本市、奈良県 大和郡山市 

ア） 背景 
橋本市では、情報システム共同利用に向けて、県内団体と調査及び協議を実施したが、更新時期やカス

タマイズ方針の違いから断念した。そのため、市町村広域災害ネットワーク災害相互応援協定を締結してお

り、財政規模や人口規模が類似した大和郡山市と、平成25年９月より情報部門担当者が自治体クラウドの導

入に向けた協議を開始した。そして、平成26年６月26日に自治体クラウド導入に関する協定書を締結した。 

共同利用システム導入に当たっては、「システムの導入・運用コストの削減、事務効率化により、市民サー

ビスを向上させること」等を目的として設定する。 

橋本市では、平成26年10月に住民基本台帳業務の次期システムが稼働開始しており、大和郡山市は平

成27年６月に住民基本台帳業務の次期システムの稼働を開始した。 

 

イ） データ移行における中間標準レイアウト仕様の利用 
中間標準レイアウト仕様を利用してデータ移行した業務システムを以下に示す。 

 
表 31 中間標準レイアウト仕様を利用してデータ移行した業務システムと事業者の関係 

業務システム 橋本市 大和郡山市 

軽自動車税 I社＊→I社 L社＊→I社 

国民年金 I社＊→I社 L社＊→I社 

住民基本台帳 - L社＊→I社 

印鑑登録 - L社＊→I社 

住登外管理 - L社＊→I社 

固定資産税 - L社＊→I社 

個人住民税 - L社＊→I社 

法人住民税 - L社＊→I社 

収滞納管理 - L社＊→I社 

国民健康保険 - L社＊→I社 

介護保険 - L社＊→I社 

後期高齢者医療 - L社＊→I社 

健康管理 - L社＊→I社 

児童手当 - L社＊→I社 

＊：メインフレームからの移行 

 

データ移行における中間標準レイアウト仕様の利用状況を以下に示す。 

 

表 32 データ移行における中間標準レイアウト仕様の利用状況 

項目 内容 

仕様のバージョン V2.0 

業務の選定理由 橋本市 ： データ項目数が比較的少なく、データ内容も標準的な業務 

予備領域の利用 ・利用した 

備  考 － 
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ウ） 効果及び課題 
○効果 
今回の移行は中間標準レイアウト仕様に対応したデータ移行ツールの開発が必要であるため、従来方

式と同様の作業工数が発生したが、次々期システムへの移行時はデータ移行ツールの再利用により約

50％の作業工数の削減が見込める。 

 
○課題 
既存システム、中間標準レイアウト仕様、次期システムのデータ項目名称が違っているため、項目を紐

付けするのに苦労した。また、コード体系についても、各システムの独自性がありマッチングをすることが困

難であった。 
既存システム事業者と次期システム事業者が異なる場合は、データ項目の定義を文書化し、意識を統

一することが重要である。 
 

エ） 実施団体の意見 
今後改善を期待する点としては、事業者によりデータ保持の形態は様々なので、既存システム事業者・次

期システム事業者の組合せによって、何パターンかのレイアウトが用意されるようになることが望ましい。これ

により、抽出ツールの開発においても工数削減効果を発揮することが期待できる。 
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（5） 和歌山県電子自治体推進協議会 

ア） 背景 
和歌山県では、県及び市町村における電子自治体構築の円滑な推進を図ることを目的に、県と県内３０

市町村で構成する和歌山県電子自治体推進協議会が、自治体クラウドを推進している。 

平成26年度に、和歌山県電子自治体推進協議会が事務局となり、６市町（有田市、御坊市、美浜町、由

良町、印南町、上富田町）による共同化をまとめ、クラウド技術を活用したサービス利用型を採用し、共同で

調達や開発、運用を行い、共通のパッケージをノンカスタマイズで利用する計画を策定した。次期システムは、

４市町が平成27年１月、残り２市町も平成27年３月に稼働開始している。 
 

イ） データ移行における中間標準レイアウト仕様の利用 
中間標準レイアウト仕様を利用してデータ移行した業務システムを以下に示す。 

 
表 33 中間標準レイアウト仕様を利用してデータ移行した業務システムと事業者の関係 

業務システム 有田市 御坊市 美浜町 

就学（学齢簿） Ｋ社→Ｎ社 Ｌ社→Ｎ社 Ｍ社→Ｎ社 

選挙人名簿管理 Ｋ社→Ｎ社 Ｌ社→Ｎ社 Ｍ社→Ｎ社 

業務システム 由良町 印南町 上富田町 

就学（学齢簿） Ｌ社→Ｎ社 Ｌ社→Ｎ社 Ｎ社→Ｎ社 

選挙人名簿管理 Ｌ社→Ｎ社 Ｌ社→Ｎ社 Ｎ社→Ｎ社 

 
データ移行における中間標準レイアウト仕様の利用状況を以下に示す。 
 

表 34 データ移行における中間標準レイアウト仕様の利用状況 

項目 内容 

仕様のバージョン V2.0 

業務の選定理由 半年という短期間でシステム構築を行い、移行データを確認する必要があった

ため、移行項目数が比較的少なく、中間標準レイアウト仕様との適合率がほ

ぼ100％である２業務を選定した。 

予備領域の利用 利用する必要がなかった 

備  考 － 
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ウ） 中間標準レイアウト仕様の利用時の工数比較 
データ移行に要した工数について、従来型で移行した場合の試算値と中間標準レイアウト仕様の利用時

の実績値を比較した結果を順に示す。 
 

○就学 
就学における従来型で移行した場合の試算値と中間標準レイアウト仕様の利用時の実績値比較を以下に

示す。 

 
図 30 従来型で移行した場合の試算値と中間標準レイアウト仕様の利用時の実績値比較・就学 

 
○選挙人名簿管理 
選挙人名簿管理における従来型で移行した場合の試算値と中間標準レイアウト仕様の利用時の実績値

比較を以下に示す。 
 

 
図 31 従来型で移行した場合の試算値と中間標準レイアウト仕様の利用時の実績値比較・選挙人名簿管理 



 
 

 

55

エ） 効果及び課題 
○データ抽出について 
既存システム事業者と次期システム事業者が異なる市町では、従来型でデータ移行した場合の試算値と

比べて工数が増える結果となった。これは、中間標準レイアウト仕様に対応する２業務について、さらに別の

事業者に委託したことも一因としてあった。 
 
○データ取込について 
６市町でツールを共通化できるため、従来型でデータ移行した場合の試算値と比べ、工数削減の効果が

あった。特に、既存システム事業者と次期システム事業者が異なる場合、大きく工数削減の効果が見られた。 
既存システムで次期システム事業者が提供する最新型のパッケージを導入している場合は、パッケージに

対応するデータ移行ツールが既に事業者において作成済みであった。しかし、中間標準レイアウト仕様に対

応するデータ移行ツールを新たに作成することとなったため、従来型より工数が増える結果となった。 
 

オ） 実施団体の意見 
ベンダロックイン解消のため、中間標準レイアウト仕様を用いたデータ移行は有効な手段と考える。今回は、

個々に移行ツールを作成したが、パッケージ自体に中間標準レイアウト仕様で抽出と取込ができるツールを

標準装備する取組をパッケージ提供事業者に強く望みたい。今回の調達仕様書において、契約満了時のシ

ステム更新時期には、中間標準レイアウト仕様に準拠した形式でデータ抽出をすることを記載しているため、

５年後の更新時期には大きく効果を発揮するものと考える。 
また、多くのパッケージ提供事業者がこの取組に積極的に参加することで効果があると考える。 
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（6） 吾妻郡町村情報システム共同化推進協議会 

ア） 背景 
群馬県吾妻郡の６町村（中之条町、長野原町、嬬恋村、草津町、高山村、東吾妻町）は、現行システムの

契約期間が異なる町村で段階的に共同化を実現するため、既存の一部事務組合（吾妻広域町村圏振興整

備組合（以下、「吾妻広域」という。）ではなく、新たに「吾妻郡町村情報システム共同化推進協議会」（以下、

「協議会」という。）を設立した。平成27年２月３日に、協議会の全構成団体と吾妻広域との間に「吾妻郡町村

情報システム共同アウトソーシングの実施に関する協定書」を締結し、構成団体によるシステムの共同利用を

決定し、吾妻広域がその調整を行うこととなった。 

構成団体６町村が個々に使用している情報システムを自治体クラウドに移行することで、行政コストの効率

化・低減化を実現し、町村職員間でノウハウを共有することで行政サービスのレベルアップを実現することを

目的として設定する。 

基幹系システムにおいては、中之条町では、平成28年３月に稼働開始となっており、高山村の平成29年

11月の稼働開始をもって全ての団体が稼働となる。 

イ） データ移行における中間標準レイアウト仕様の利用 
中間標準レイアウト仕様を利用してデータ移行した業務システムを以下に示す。 
 

表 35 中間標準レイアウト仕様を利用してデータ移行した業務システムと事業者の関係 

業務システム 中之条町 草津町 長野原町 

印鑑登録  Ａ社→Ｂ社 Ａ社→Ｂ社 Ａ社→Ｂ社 

国民年金 Ａ社→Ｂ社 Ａ社→Ｂ社 Ａ社→Ｂ社 

業務システム 東吾妻町 嬬恋村 高山村 

住民基本台帳   Ａ社→Ｂ社 

印鑑登録  Ａ社→Ｂ社※ Ａ社→Ｂ社※ 

住登外管理   Ａ社→Ｂ社 

固定資産税   Ａ社→Ｂ社 

個人住民税   Ａ社→Ｂ社 

法人住民税   Ａ社→Ｂ社 

軽自動車税   Ａ社→Ｂ社 

収滞納管理   Ａ社→Ｂ社 

国民健康保険   Ａ社→Ｂ社 

国民年金  Ａ社→Ｂ社 Ａ社→Ｂ社 

介護保険   Ａ社→Ｂ社 

後期高齢者医療   Ａ社→Ｂ社 

児童手当   Ａ社→Ｂ社 

障害者福祉   Ａ社→Ｂ社 

※：ＸＭＬによるデータ移行 



 
 

 

57

データ移行における中間標準レイアウト仕様の利用状況を以下に示す。 
表 36 データ移行における中間標準レイアウト仕様の利用状況 

項目 内容 

仕様バージョン V2.1 

業務の選定理由 中間標準レイアウト仕様で定義されている業務で調達対象となっている業務全て 

予備領域の利用 印鑑登録、国民年金において利用、他の業務は今後実施予定。 

備考 － 

ウ） 中間標準レイアウト仕様の利用時の工数 
移行ツール作成に要した時間及びデータ移行時間（中之条町の例）について実績値を以下に示す。 
 

表 37 移行ツール作成時間及びデータ移行時間 

（単位：時間） 

業務システム 
データ移行ツール作成時間 

データ移行時間 

（中之条町） 備考 

抽出ツール 取込ツール 抽出時間 取込時間 

印鑑登録 １０８ １４６ ０．１ ０．９ レコード数：４５,９４９ 

国民年金 ４８０ １８８ ２．４ ０．４ レコード数：７３,８４５ 

エ） 効果及び課題 
○効果 
共同利用化に際して、契約期末に全てのデータを中間標準レイアウト仕様化する内容としたことで、次回

更新時には本来の競争環境が確立される。  
 

○課題 
各業務別の課題は以下のとおりである。 
ア 印鑑登録 

印鑑登録証明書発行履歴について、印鑑登録情報ファイルに、発行履歴情報を含めるかどうか

で、両者間の見解が異なり、調整が必要であった。 

発行履歴情報は、別途、中間標準レイアウト仕様に定義することを検討する必要があると思われ

る。 

イ 国民年金 

納付記録について、現在、納付記録の管理は業務システムとして必須項目ではないが、新規シ

ステムになっても継続して過去データを移行対象とするケースがある。 

納付記録については、中間標準レイアウト仕様に定められていないため、予備領域に格納されて

いる。その際、多くの予備領域項目（12か月×55年度）が必要になることから、独立したファイルを

定義し、作成について検討が必要と思われる。 

予備領域の利用について、上記の納付記録以外にも移行作業時は、多数の項目を利用した。 

今回の作業では問題は発生しなかったが、今後のケースとしてデータ長超過によるデータ取込

エラーとなるリスクがあると思われる。 

 
オ） 実施団体の意見 

データの提供をマイナスと捉える移行元事業者が事前に前向きに準備し、開発に取り組むメリットを実感で

きる仕組みが必要であると考える。 
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（7） 長野県市町村自治振興組合 

ア） 背景 
長野県では、平成25年７月の第６回電子自治体推進委員会において、「基幹系業務システムの共同化基

本方針」が決定されて以降、長野県内市町村の電算システム共同化実現に向けた検討を行った。 

また、平成25年12月には、県内64団体が参画する「長野県市町村電算システム共同化検討会」を正式

に発足させ、各団体の共同化推進責任者による検討会議を県内各所において計６回にわたり開催し、具体

的な方向性について検討を重ねた。 

検討の結果、平成26年７月に14の町村が共同化に参加の意向を表明し、同８月に参加団体の町村長に

よる協定が締結された。 

長野県内市町村の基幹系業務システムを共同化（自治体クラウドの導入）することにより、経費の削減と、

業務の効率化により職員の負担軽減を図るとともに、住民サービスの向上に寄与することを目的として設定

する。 

 

イ） データ移行における中間標準レイアウト仕様の利用 
中間標準レイアウト仕様を利用してデータ移行した業務システムを以下に示す。 
 

表 38 中間標準レイアウト仕様を利用してデータ移行した業務システムと事業者の関係 

業務システム 飯綱町 下條村 平谷村 

住民基本台帳   Ａ社→Ｂ社 

国民年金   Ａ社→Ｂ社 

印鑑登録 Ａ社→Ｂ社 Ａ社→Ｂ社 Ａ社→Ｂ社 

住登外管理   Ａ社→Ｂ社 

法人住民税 Ａ社→Ｂ社   

軽自動車税   Ａ社→Ｂ社 

業務システム 豊丘村 川上村 佐久穂町 

住民基本台帳 Ａ社→Ｂ社※ Ａ社→Ｂ社※ Ａ社→Ｂ社※ 

国民年金 Ａ社→Ｂ社 Ａ社→Ｂ社 Ａ社→Ｂ社 

印鑑登録 Ａ社→Ｂ社 Ａ社→Ｂ社 Ａ社→Ｂ社 

住登外管理 Ａ社→Ｂ社 Ａ社→Ｂ社 Ａ社→Ｂ社 

法人住民税 Ａ社→Ｂ社 Ａ社→Ｂ社 Ａ社→Ｂ社 

軽自動車税 Ａ社→Ｂ社 Ａ社→Ｂ社 Ａ社→Ｂ社 

※：ＸＭＬによるデータ移行 
 
データ移行における中間標準レイアウト仕様の利用状況を以下に示す。 
 

表 39 データ移行における中間標準レイアウト仕様の利用状況 

項目 内容 

仕様バージョン V2.1 

業務の選定理由 今回の調達事業者のシステムのレイアウト・項目の考え方と似ているため 

予備領域の利用 全ての町村で利用 

備考 － 
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ウ） 中間標準レイアウト仕様の利用時の工数 
移行ツールの作成（取込のみ）に要した中間標準レイアウト仕様による工数、従来型の工数及びその差異

を以下に示す。なお、設計、製造に要する工数の内訳を示す。 
 

表 40 移行ツール作成工数（取込のみ） 

（単位：人日） 

業務システム 

飯綱町 下條村 平谷村 豊丘村 

中間 

標準 

従来

型 
差異 

中間 

標準 

従来

型 
差異 

中間 

標準 

従来

型 
差異 

中間 

標準 

従来

型 
差異 

住民基本台帳 ― 54.0 ― ― 7.0 ― 58.0 7.0 51.0 5.0 5.0 0.0 

国民年金 ― 26.0 ― ― 6.0 ― 30.0 3.0 27.0 3.0 3.0 0.0 

印鑑登録 23.0 16.0 7.0 1.0 5.0 -4.0 1.0 5.0 -4.0 1.0 1.5 -0.5 

住登外管理 ― 26.0 ― ― 12.0 ― 26.0 11.0 15.0 10.0 9.0 1.0 

法人住民税 36.0 20.0 16.0 ― 10.0 ― ― 10.0 ― 13.0 10.0 3.0 

軽自動車税 ― 16.0 ― ― 8.0 ― 42.5 8.0 34.5 10.0 8.0 2.0 

 

表 41 移行ツール作成工数内訳（設計）（取込のみ） 

（単位：人日） 

業務システム 

飯綱町 下條村 平谷村 豊丘村 

中間 

標準 

従来

型 
差異 

中間 

標準 

従来

型 
差異 

中間 

標準 

従来

型 
差異 

中間 

標準 

従来

型 
差異 

住民基本台帳 ― 20.0 ― ― 3.0 ― 28.0 3.0 25.0 2.0 2.0 0.0 

国民年金 ― 8.0 ― ― 2.0 ― 15.0 1.0 14.0 1.0 1.0 0.0 

印鑑登録 11.0 6.0 5.0 0.5 2.0 -1.5 0.5 2.0 -1.5 0.5 0.5 0.0 

住登外管理 ― 8.0 ― ― 4.0 ― 13.0 3.0 10.0 5.0 3.0 2.0 

法人住民税 13.5 10.0 3.5 ― 5.0 ― ― 5.0 ― 5.0 5.0 0.0 

軽自動車税 ― 8.0 ― ― 4.0 ― 14.5 4.0 10.5 5.0 4.0 1.0 

 

表 42 移行ツール作成工数内訳（製造）（取込のみ） 

（単位：人日） 

業務システム 

飯綱町 下條村 平谷村 豊丘村 

中間 

標準 

従来

型 
差異 

中間 

標準 

従来

型 
差異 

中間 

標準 

従来

型 
差異 

中間 

標準 

従来

型 
差異 

住民基本台帳 ― 34.0 ― ― 4.0 ― 30.0 4.0 26.0 3.0 3.0 0.0 

国民年金 ― 18.0 ― ― 4.0 ― 15.0 2.0 13.0 2.0 2.0 0.0 

印鑑登録 12.0 10.0 2.0 0.5 3.0 -2.5 0.5 3.0 -2.5 0.5 1.0 -0.5 

住登外管理 ― 18.0 ― ― 8.0 ― 13.0 8.0 5.0 5.0 6.0 -1.0 

法人住民税 22.5 10.0 12.5 ― 5.0 ― ― 5.0 ― 8.0 5.0 3.0 

軽自動車税 ― 8.0 ― ― 4.0 ― 28.0 4.0 24.0 5.0 4.0 1.0 
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データ移行（取込のみ）に要した中間標準レイアウト仕様による工数、従来型の工数及びその差異を以下

に示す。 
 

表 43 データ移行工数（取込のみ） 

（単位：人日） 

業務システム 

飯綱町 下條村 平谷村 豊丘村 

中間 

標準 

従来

型 
差異 

中間 

標準 

従来

型 
差異 

中間 

標準 

従来

型 
差異 

中間 

標準 

従来

型 
差異 

住民基本台帳 ― 14.0 ― ― 2.0 ― 2.0 2.0 0.0 2.0 2.0 0.0 

国民年金 ― 1.5 ― ― 1.5 ― 1.5 1.5 0.0 1.5 1.5 0.0 

印鑑登録 3.5 3.5 0.0 1.5 1.5 0.0 1.5 1.5 0.0 1.5 1.5 0.0 

住登外管理 ― 5.0 ― ― 4.0 ― 4.0 4.0 0.0 4.0 4.0 0.0 

法人住民税 5.0 5.0 0.0 ― 3.0 ― ― 3.0 ― 5.0 3.0 2.0 

軽自動車税 ― 5.0 ― ― 3.0 ― 5.0 3.0 2.0 5.0 3.0 2.0 

 

エ） 効果及び課題 
○効果 
今回受注したベンダからの提案書には、「契約満了の業務引継時は、中間標準レイアウト仕様の形式

によるデータを提供いたします。」との記載がなされており、契約満了時のシステム更新時期には、中間標

準レイアウト仕様に準拠した形式でデータ抽出がなされるため、５年後の更新時期には大きく効果を発揮

するものと考える。 
○課題 

（データ抽出） 

中間標準レイアウト仕様のデータ抽出については、移行元データを中間標準レイアウト仕様に変

換するツール作成の工数を記載している。従来型のデータ抽出については、移行元データをテー

ブルに展開するのみのため、移行設計、ツール作成の工数が無く、従来型と比べて工数が大幅に

増える結果となった。 

（データ取込） 

過去に移行実績のあったベンダからの移行だったため、パッケージに対応する取込の基本ツー

ルは、すでに作成済みであった。そのため、中間標準での取込みの方が中間標準レイアウト仕様

に対応するツールを新たに作成する部分で従来型のデータ取込と比べて工数が増える結果となっ

た。 

 

オ） 実施団体の意見 
県内市町村のベンダロックが続いている状態を打破する手段として、中間標準レイアウト仕様を用いた

データ移行は有効であると思う。パッケージ自体に中間標準レイアウト仕様で抽出と取込ができるツールが

標準装備されることを望んでいる。 
また、多くのパッケージ開発ベンダがこの取組に積極的に参加することで効果が増大するものと考える。 
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（8） 山口県市町情報システム共同利用推進会議 

ア） 背景 

構成市町では、個別カスタマイズに伴う法改正対応経費や運用保守経費等の負担、業務やシステムの高

度なスキルをもった人材確保等が課題になっていた。 

このような状況から、周南市・下松市・光市・柳井市・周防大島町・和木町・上関町・田布施町・平生町・阿武

町は、基幹業務系システム（住民情報・税・福祉等）について、ノンカスタマイズを基本とするクラウド型情報シ

ステムを活用した共同利用・共同調達の取り組みを検討することとし、「山口県４市６町情報システム共同利用

検討会議」を平成27年５月に設置した。この検討会議において、システム共同利用による費用削減効果の検

証を中心に、共同利用・共同調達の具体化に向けた検討や計画策定を実施した。 

このような検討を経て、平成28年３月に周南市、下松市、光市、柳井市、阿武町により、クラウド型情報シス

テムの活用による基幹業務系システムの共同利用を行うことを目的とする「山口県市町情報システム共同利用

推進会議」を構成し、システムの導入を図ることとなった。 

 

イ） データ移行における中間標準レイアウト仕様の利用 
中間標準レイアウト仕様を利用してデータ移行した業務システムを以下に示す。 
周南市・下松市・光市・阿武町については、既存システムと共同利用クラウドのパッケージ・システムが同一

であるため、データ移行が実質不要だが、中間標準レイアウト仕様の改善点の確認等を目的に、パッケージ・

レイアウトと中間標準レイアウト仕様の突合を実施した（一部業務は平成29年度に実施）。 
 

表 44 中間標準レイアウト仕様を利用してデータ移行・突合確認した業務システムと事業者の関係 

業務 周南市 下松市 光市 柳井市 阿武町 

住民基本台帳 A社→A社 A社→A社 A社→A社 B社→A社 C社→A社 

印鑑登録    B社→A社  

住登外管理    B社→A社  

就学（学齢簿）    B社→A社  

選挙人名簿管理    B社→A社  

固定資産税    B社→A社  

個人住民税    B社→A社  

法人住民税    B社→A社  

軽自動車税 A社→A社 A社→A社 A社→A社 B社→A社 C社→A社 

収滞納管理 A社→A社 A社→A社 A社→A社 B社→A社 C社→A社 

国民健康保険 A社→A社 A社→A社 A社→A社 B社→A社 C社→A社 

国民年金    B社→A社  

介護保険 A社→A社 A社→A社 A社→A社 B社→A社 C社→A社 

後期高齢者医療 A社→A社 A社→A社 A社→A社 B社→A社 C社→A社 

児童手当    B社→A社  

障害者福祉    B社→A社  

※A社、C社が運用するソフトウェアは、同一のパッケージである。 
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データ移行における中間標準レイアウト仕様の利用状況を以下に示す。 
 

表 45 データ移行における中間標準レイアウト仕様の利用状況 

 項目  内容 

仕様バージョン V2.2 

業務の選定理由 柳井市の既存ベンダから、自社製品のノウハウとなるデータ・レイアウトによらない形

式で提示したいとの申し出があり、可能なものはすべて対応することとした。 

予備領域の利用 なし 

備考 － 

 

ウ） 中間標準レイアウト仕様の利用時の工数 
データ抽出ツールの設計工数は、以下のとおりである。 
その他業務については、段階的に実施しているため、平成29年度に整理する予定。 

 

表 46 データ抽出ツール設計工数 

項目 設計工数（時間） 

住民基本台帳 40 

個人住民税 56 

軽自動車税 40 

 

 併せて、データ抽出、データ取込におけるギャップ分析結果を示す。 

 

表47 データ抽出ツールにおける中間標準レイアウト仕様とのギャップ分析結果 

業務 
必須項目 任意項目 未使用 追加 

項目数 適合数 適合率 適合数 適合率 項目数 率 

住民基本台帳 42／63 67% 108／223 48% 131 46% 334 

個人住民税 284／459 62% 22/83 27% 196 36% 53 

軽自動車税 58／63 92% 30／50 60% 25 22% 35 

 

表48 データ取込ツールにおける中間標準レイアウト仕様とのギャップ分析結果 

業務 
必須項目 任意項目 未使用 追加 

項目数 適合数 適合率 適合数 適合率 項目数 率 

住民基本台帳 63／63 100% 111／223 50% 112 39% 57 

軽自動車税 53／63 84% 35／50 70% 25 22% 11 

収滞納管理 337／364 93% 255／291 90% 62 9% 973 

介護保険 340／352 97% 1,033/1,062 97% 35 2% 148 

後期高齢者医療 318／360 88% 54／66 82% 51 12% 174 

※国民健康保険は、国保連合会からの全国統一レイアウトによる移行を実施するため上記に記載してい

ない。 
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未記載の一部業務については、ギャップ分析が未実施であるが、抽出側のギャップ分析結果や設計内容

を平成29年度に受け取り、これを上記ギャップ分析結果と突合することで取込ツールのレイアウトを決定す

る。 

 

エ） 効果及び課題 
○効果 
本グループにおいては、データ抽出側もデータ取込側も中間標準レイアウト仕様に対応するための

ツールを個別開発するため、中間標準レイアウト仕様を用いたデータ移行を行うことによるメリットやデメリッ

トは、特に生じないものと想定する。 
○課題 
現時点では、移行ツール作成に関して、以下の課題が生じている。 
・ 後期高齢者医療の「保険料情報ファイル」において、履歴が考慮されていないため、保険料情報の

履歴が移行できない 

・ 介護保険の「賦課基本情報ファイル」に、履歴が考慮されていないため、賦課基本情報の履歴が移

行できない。 

上記は、いずれも中間標準レイアウト仕様とパッケージ・システムのデータ保有形式の相違によるもので

あり、今後中間標準レイアウト仕様ベースで整理した抽出と取込側双方の仕様を調整する中で解決するこ

とを予定している。 
 

オ） 実施団体の意見 

本グループにおいては、既存システムからのデータ抽出費用を抑制することを目的に、既存システム側で

任意のレイアウトでデータ抽出可能という条件で既存ベンダと調整を実施した（共同利用システム側でデータ

変換を行うことが前提）。 

これは、既存システム側の任意のレイアウトとすることで、特殊な変換ツールを準備せずにデータベースソ

フトの出力機能等を中心とした対応が可能となり費用が抑制されることを期待したものある。しかしながら、

データベースをそのまま出力することは、パッケージ仕様秘匿の観点から困難という回答がベンダよりあり、

中間標準レイアウト仕様に対応するツールを個別開発することで対応することとなった。 

各パッケージ・ベンダにおいては、利用者の観点からすると、現時点で中間標準レイアウト仕様への取組

が十分行われているとは言いがたいが、各種取組を実施していることは部分的に見受けられることから、将来

的に、パッケージ・システムの標準機能として、中間標準レイアウト仕様での出力機能や取込機能が実装され

ることを期待したい。 
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（9） おうみ自治体クラウド協議会 

ア） 背景 
平成24年度８月当時、草津市、守山市、栗東市、野洲市、湖南市の６市が個別にグループウェアシステム

の更新を検討していたが、野洲市の提案により共同化を検討することとなった。 平成24年12月、「湖南地

域グループウエア共同化連絡協議会」を設立し、平成25年３月、覚書を調印。同年10月に、草津市、栗東

市および野洲市が利用を始め、平成26年10月までに覚書を調印した全団体の共同利用が始まった。 

基幹系システムについては、草津市が平成28年10月に次期基幹システムへ移行することから、５市でそ

の次期基幹システムの選定を行い、各市が現契約の満了を機に、順次その次期基幹システムに乗り換える

ことで共同化を実現する。平成26年に新システムに移行した、栗東市、野洲市および湖南市がその共同化

した次期基幹システムを５年間利用するとして、平成36年９月までの計画期間とした。 

 

イ） データ移行における中間標準レイアウト仕様の利用 
中間標準レイアウト仕様を利用してデータ移行した業務システムを以下に示す。 

 

表 49 中間標準レイアウト仕様を利用してデータ移行した業務システムと事業者の関係 

業務システム 草津市 守山市 栗東市 野洲市 湖南市 

住民基本台帳 Ｂ社→Ａ社 Ｃ社→Ａ社 Ｄ社→Ａ社 Ａ社→Ａ社 Ｂ社→Ａ社 

国民年金 Ｂ社→Ａ社 Ｃ社→Ａ社 Ｄ社→Ａ社 Ａ社→Ａ社 Ｂ社→Ａ社 

 

データ移行における中間標準レイアウト仕様の利用状況を以下に示す。 
 

表 50 データ移行における中間標準レイアウト仕様の利用状況 

項目 内容 

仕様バージョン V2.1 

業務の選定理由 移行経費の削減に寄与すると考え選定した。 

予備領域の利用 使用していない。 

備考 － 

 

ウ） 中間標準レイアウト仕様の利用時の工数 
中間標準レイアウト仕様による抽出ツール作成の工数、取込ツール作成工数及びその内訳を示す。併せ

て項目適合数（率）を示す。 

 

表 51 中間標準レイアウト仕様の利用時の工数及び項目適合数（率） 

業務システム 

データ抽出 データ取込 

抽出ツール

作成工数

（時間） 

想定 

適合率 

取込ツール作成工数（時間） 項目適合数（適合率） 

データ 

分析 
設計 開発 テスト 合計 

項目 

一致数 

別ファイル 

移行項目数 

住民基本台帳 187.5 88% 75 112 228 60 475 158(71%) ※64(29%) 

国民年金 157.5 92% 38 90 120 40 288 149(86%) 24(14%) 

※個別事項ファイル（101項目）は、移行対象でないため除外した。 
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エ） データ移行スケジュール 
データ移行のスケジュールは以下のとおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 32 データ移行スケジュール 

 

オ） 効果及び課題 
○効果 
各ベンダの適用事例が増えれば、ベンダ間の協議事項が少なくなり、短期・低コストのデータ移行が可

能と思われる。 
データチェックツールの標準化ができるため、他事例のノウハウを活かすことができる。 

○課題 
各業務別の課題は以下のとおりである。 

ア 住民記録 

DV支援申請者情報について、どのファイルおよび項目として格納すればよいのか、両者間で見

解が異なり協議が必要であった。協議の結果、移行元ベンダ指定レイアウトのファイルを受領する

ことで解決した。 

これは、中間標準レイアウト仕様の仕様上では、ＤＶ支援申請情報は、住基ファイルの「注意情

報」（データ型Ｘの200桁）を使用することを想定しており、その項目説明欄には、「自治体で注意す

べき情報を独自に定義して使用する領域」と記載されているのみである。項目定義が曖昧なため、

ベンダ間で取り扱いについて齟齬がでてしまった。 

近年、ＤＶ支援情報は極めて重要な情報であり、移行漏れや移行誤りによる損害が大きいことか

ら、中間標準レイアウト仕様に定義することを検討する必要があると思われる。 

 

 イ 国民年金 

２号資格の情報が、中間標準レイアウト仕様に定義されていないため、移行元ベンダ指定レイア

ウトファイルによる移行を行わざるを得なかった。２号資格の情報は、業務上必須の情報ではない

が、窓口サービスにおいて年金受給額の試算に使用している。また、納付記録情報についても、

中間標準レイアウト仕様に定義されていないため、別ファイルによる移行が必要となった。 

以上のように、国民年金においては、中間標準レイアウト仕様に定義されていない情報が多く存
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在し、別ファイルでの移行が多かったため、中間標準レイアウト仕様の項目の検討が必要と思われ

る。 

カ） 実施団体の意見 
先述のように、各ベンダの適用事例が増えれば、短期・低コストのデータ移行が可能と考える。またデータ

チェックツールも標準化されるため、他事例のノウハウも活かすことができる。 

現時点では、移行元・先とも適用事例が少なく、適用業務も限定的であるため、従来と比べ非効率になっ

てしまった。移行元システムからデータ加工されているため、データ分析工程において疑義が発生した場合

は、移行元ベンダに問い合せしないと判断できないことが多くなった。従来は、職員でも画面や帳票で確認

することができた。 
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（10） 大阪府豊能町、大阪府河南町、大阪府千早赤阪村 

ア） 背景 
豊能町、河南町、千早赤阪村の３町村は、大阪府が主催する自治体クラウド検討会に参加し、自治体クラ

ウドの導入を検討してきた。平成27年12月に開催された自治体クラウド検討会において、河南町が早期に

自治体クラウドを導入したいとの要望を提出し、大阪府が仲介する形で豊能町、千早赤阪村とともに平成28

年６月より本格的に自治体クラウド導入に向けた取り組みを開始した。 

本取り組みでは、共同利用の立ち上げそのものを実施する事と、各団体の稼働時期や既存ベンダからの

移行方法が異なるため、共通仕様の策定・構築と各団体の導入を切り分け、平成31年２月の千早赤阪村の

稼働に合わせてスケジュールを策定した。先行して平成30年に稼働する河南町は、先ず現行システムのク

ラウド移行を行い、千早赤阪村稼働に合わせ共通仕様への切り替えを行うこととした。豊能町は千早赤阪村

の稼働後に本格的なデータ移行作業を実施することとした。 

 

イ） データ移行における中間標準レイアウト仕様の利用 
中間標準レイアウト仕様を利用してデータ移行を実施、または実施を予定している業務システムを以下に

示す。 

河南町については移行元システムが同一パッケージで事業者のコンバート機能をそのまま利用する等の

理由により中間標準レアイウト仕様によるデータ移行を実施しなかった。 

 

表 52 中間標準レイアウト仕様を利用してデータ移行した業務システムと事業者の関係 

業務システム 豊能町 千早赤阪村 

住民基本台帳 

B社→A社 
B社→A社 

印鑑登録 

住登外管理 

選挙人名簿管理 

固定資産税 

個人住民税 

軽自動車税 

収滞納管理 

国民健康保険 

国民年金 

介護保険 

後期高齢者医療 

児童手当 

障害者福祉 対象外 
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データ移行における中間標準レイアウト仕様の利用状況を以下に示す。 
 

表 53 データ移行における中間標準レイアウト仕様の利用状況 

項目 内容 

仕様バージョン V2.3 

業務の選定理由 調達時点のバージョンで定義されている業務について、可能な業務を対象と

した 

予備領域の利用 すべての業務で利用 

備考 － 

 

ウ） 中間標準レイアウト仕様利用時の工数 

抽出ツール及び取込ツールの作成工数は、一部の業務において、作成・検証中のため、平成30年度に

整理する。 

また、中間標準レイアウト仕様と移行データ項目のFit&Gap結果は以下のとおりである。 

 

表54 適合率一覧 

業務 
中間標準項目

数 
移行対象 移行対象外 追加項目数 適合率 

住民基本台帳 413 118 259 116 57.0% 

印鑑登録 63 15 48 21 41.7% 

住登外管理 173 81 92 91 47.1% 

選挙人名簿管理 60 65 15 2 97.0% 

固定資産税 809 370 429 118 76.3% 

個人住民税 743 443 300 48 90.2% 

法人住民税 141 67 74 22 75.3% 

軽自動車税 70 38 30 13 75.5% 

収納 466 341 116 44 88.8% 

滞納 423 262 155 80 77.0% 

国民健康保険 804 203 126 136 83.3% 

国民年金 141 134 7 61 68.7% 

介護保険 1,451 450 1,001 368 55.0% 

後期高齢者医療 428 378 50 135 73.7% 

児童手当 147 145 2 16 90.1% 

障害者福祉 1,565 318 1,247 124 71.9% 

 

エ） 効果及び課題 

○効果 
本事業においては、河南町を除く２団体で、異なるベンダパッケージからのデータ移行を行う必要が

あったが、中間標準レイアウト仕様を用いたデータ移行に一本化することで、抽出側、取込側ともにツール

作成に要するコストの低減と、移行データの検証項目は検証ツールを一本化できることによる移行品質の

向上に効果があったと考えられる。 
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○課題 
平成30年１月時点では設計検証を実施している段階であるため、実データの移行テスト作業に

おける課題や工数は今後検証を行う予定である。 

 

オ） 実施団体の意見 

中間標準レイアウト仕様を用いたデータ移行の普及は、システム再構築のコスト低減に繋がるだけでなく、

再構築に要する期間短縮や、データ移行品質の向上にも大きな効果があると考えられる。またシステム再構

築におけるベンダパッケージ間のデータ移行だけでなく、市区町村と都道府県や公的機関とのデータ授受

や、更には今後の官民データ活用推進においても、データ授受を行う業界標準インタフェースとして活用で

きる可能性を秘めている。 

但し、前述した適合率等のとおり、現状（V2.3）の仕様は、データ項目の意味づけが十分でない部分もあり、

ベンダ間の解釈やベンダパッケージの作りによる隔たりが発生し、事実上、相手パッケージごとに取込ツール

を構築する必要が生じている。これらを解消するため、データ項目ごとに例えば、法的根拠や公的な入力原

票の中の項目名明示や、システム管理上の項目であればデータ管理構造の明確な定義など、客観的・普遍

的な取り決めを更に進めていくことを提案する。 
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（11） 京都府自治体情報化推進協議会 

ア） 背景 
京都府自治体情報化推進協議会は、京都府町村会において平成９年９月から実施してきた情報化推進

事業を引き継ぐため平成17年４月に設立され、各種情報システムの共同利用を実施し、ノンカスタマイズで

運用することによる業務の効率化や共同利用、法制度改正に伴うシステム改修費用の導入団体での按分負

担等などにより約20年間にわたり各導入団体のシステム関係経費の大幅なコスト削減を実現してきた。 

共同利用は、京都府8団体（京丹後市、南丹市、井手町、笠置町、和束町、京丹波町、伊根町、与謝野

町）、鹿児島県26団体、熊本県２団体、長崎県１団体の合計37団体で実現しているが、共同利用システム

のより効率的な運用及び業務継続性を確保する災害対策等を目的に、京都府内８市町により自治体クラウド

を導入することとした。 

同協議会の記載で既に共同利用を実現していることから、共同利用システムを自庁方式から外部のデー

タセンターにて管理・運用する方式への変更が、自治体クラウド導入の取り組みとなる。クラウド導入に向けた

具体的な協議・検討は、平成27年度のクラウド検討会の設置から開始し、平成29年度に第一移行団体であ

る京丹後市にてクラウド本番切替を行い、平成30年度以降順次、クラウド本番切替を行う予定である。 

 

イ） データ移行における中間標準レイアウト仕様の利用 
クラウド参加団体が既に情報システムを共同利用していることから、自治体クラウド導入後も現行の情報シ

ステムを継続利用することとしている。しかし、新規参加団体があった場合は、既存の基幹系システムから

データ移行が必要となることや、eLTAXや京都地方税機構とのデータ連携を行うこと等のため、税系２業務

において中間標準レイアウト仕様によるデータ移行を実施することとした。 

中間標準レイアウト仕様によるデータ移行を実施する業務システムを以下に示す。 

 

表 55 中間標準レイアウト仕様を利用してデータ移行した業務システムと事業者の関係 

業務システム 旧システム 新システム 

個人住民税 自庁設置システム（C/S型） 

A社 

自治体クラウド 

A社 軽自動車税 

 

データ移行における中間標準レイアウト仕様の利用状況を以下に示す。 

 
表 56 データ移行における中間標準レイアウト仕様の利用状況 

項目 内容 

仕様バージョン V2.3 

業務の選定理由 常に最新の制度に適応した中間標準レイアウト仕様によるデータ移行が求められ

る業務、他機関とのデータ連携を実施しており、今後中間標準レイアウト仕様によ

るデータ連携を検討する業務を選定 

予備領域の利用 個人住民税、軽自動車税ともに利用 

備考 同一のシステム間での抽出及び取込を実施 
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ウ） 中間標準レイアウト仕様の利用時の工数 
ツール作成工数（要求分析含む。）は、以下のとおりである。 

 

表 57 データ抽出、取込ツール作成工数 

項目 レイアウト数 抽出（工数） 取込（工数） 

個人住民税 26 2.8人月 4.2人月 

軽自動車税 8 1.4人月 1.9人月 

 

併せて、中間標準レイアウト仕様と基幹系システムのFit&Gap結果は以下のとおりである。 

 

表58 適合率一覧 

業務 

中間標準レ

イアウト仕

様全項目 

未使用項

目 

移行データ

全項目 

一部項目+

一部一致

項目 

追加項目 
移行データ

全項目 
適合率 

個人住民税 553 156 457 397 60 457 86.9% 

軽自動車税 113 19 131 94 37 131 71.8% 

 

エ） 効果及び課題 

○効果（メリット、デメリット） 
同一システム間での移行の場合、データ移行作業に関しては、既に移行方法が確立されている従来方

式と、仕様認識の共有が定着した中間標準レイアウト仕様の方式を比較しても特筆すべき差異は発生しな

い。そこで、以下を前提条件として、従来方式と中間標準レイアウト仕様の方式によるデータ移行の差異を

考察し、中間標準レイアウト仕様によるデータ移行のメリット・デメリットを下表のとおり整理した。 
【考察にあたっての前提条件】 
・異なるシステム間におけるデータ移行を想定 

・今後の移行実績の増加に伴い、中間標準レイアウト仕様を用いた移行が標準化されていることを想

定 
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表 59 中間標準レイアウト仕様によるデータ移行のメリット・デメリット 

工程 メリット デメリット 

要求分析 ・中間標準レイアウト仕様をベースにする

ことにより、項目の認識共有が容易とな

る。また、中間標準レイアウト仕様の認識

共有の定着に伴い、協議が不要となる部

分が増加し、費用の削減が可能である 

 

・曖昧な設定要領の表現がシステム間の

齟齬に直結し、標準化されているとの思

い込みにより、データ分析時に吸収でき

ない可能性がある  

移行計画 ・中間標準レイアウト仕様主導で各々シス

テムの対応状況を一致させることができれ

ば、要求分析、ツール作成・修正工程の

効率化が可能である 

 

・各々システムの対応版の違いと、中間標

準レイアウト仕様の法改正対応状況、改

版時期、改版による変更度合を複合的に

分析する必要があり、移行タイミングに制

約が発生する可能性がある。また、中間

標準レイアウト仕様の対応の基準が曖昧

であることで、大きく差が発生する可能性

がある 

 

ツール作成・ 

ツール修正 

・特に移行元において、移行先レイアウト

に合わせた複数のツール作成が不要とな

ること、また流用性が高いことから費用発

生の抑制が可能である 

 

中間標準レイアウト仕様の改版に対応す

る必要があり、大幅にレイアウトが変更さ

れた場合において、ツールの見直し工数

が増加する 

データ移行テスト 中間標準レイアウト仕様の認識共有の定

着に伴い、データ提出後のシステム間の

やり取りが削減可能である 

 

中間標準レイアウト仕様をチェックする

ツールが存在しない。システムごとに作成

すれば、作成元のシステム色が出るため

効果が得られない可能性がある 

 

 

 

○課題 
ア 住所の管理方法について 

市町村名、字名、番地、方書、宛名方書について、まとめて管理されている項目を一律に分割す

ることは難しく、移行元の住所の管理方法や、イレギュラーデータの有無により、移行方法につい

て移行元、移行先で取り決めする必要がある。今回は、移行元と移行先で同じデータを保持する

目的があるため、追加項目にて対応することとした。 

 

イ 合併前の市町村情報について 

納付情報を除いた個人住民税、軽自動車税の全てのファイルに追加項目としてあげた旧市町村

コードや、軽自動車税で追加項目としてあげた定置場管轄や減免管轄等は、合併前の市町村情

報を管理する項目であり、取り決めによっては移行不要とすることができる項目である。今回は、移

行元と移行先で同じデータを保持する目的があるため、追加項目にて対応することとした。 
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ウ コード変換について 

中間標準レイアウト仕様のコード体系への返還により不可逆となるものの、団体固有のコードが含

まれるものについては、コード変換を行わないことで移行した。特に異なるシステム間の移行の場

合には、中間標準レイアウト仕様のコード体系に変換したことにより、不可逆や不必要な再変換が

多く発生することが想定されるため、提供しないコードを選定して、中間標準レイアウト仕様の対象

外とすることで、移行作業の効率化につながると考えられる。 

 

オ） 実施団体の意見 

・同一システム間での移行について 
システム間での齟齬が発生せず、かつ従来方式の移行方法が確立されていることから中間標準レイア

ウト仕様を用いたデータ移行の効果は得られないが、一度作成したツールの流用性は高く、他システムと

の標準化を進めるに当たり、検証しやすい同一システム間でツールの基礎を作成するといった点では有

効である。 
 
・要求分析、データ移行テスト工程の課題について 
中間標準レイアウト仕様をベースにすることによりシステム間で項目認識の共有が容易となる点、また相

手システムに関わらず事例が増えることにより再利用度が高くなる点で中間標準レイアウト仕様を用いた移

行は特に有効である。 
ただし、相手システムとのデータ保持の考え方の違いを中間標準レイアウト仕様だけでは判断できない

ため、各々が独自に中間標準レイアウト仕様との適合を解釈する必要があり、移行ツールには作成元のシ

ステム色が強く反映される。その影響が標準化されているとの思い込みを生み、適合の解釈の差が後工程

まで持ち込まれることによる問題点の発覚の遅れにつながることで、手戻り作業が発生することが懸念され

る。相手システムが同一の移行事例を利用すれば解消する内容であるが、これは従来方式でも同様であ

り、特に相手システムごとの初回の移行においては、項目認識を共有するツールの扱いに留まるため、十

分なコスト削減が期待できない。 
解釈の違いを抑制するためには、パターン別のデータイメージの共有や、整合性チェックツールの利用

が有効であると考える。中間標準レイアウト仕様として提供されれば、初回の移行においても期待する効

果が得やすくなる。ただし、これについても独自のシステム色が強く反映されないよう作成する際において

注意が必要である。 
 
・移行計画時の課題について 
従来方式では、法改正等による仕様変更について各々システムへの反映タイミングを図って移行計画

を行っているが、中間標準レイアウト仕様の方式では、加えて各々システムの対応版数と、中間標準レイア

ウト仕様の法改正対応状況、改版時期、改版による変更度合を複合的に分析した移行計画が必要となる。

また、中間標準レイアウト仕様の対応の有無の定義にベンダごとに認識の差異があるため、システムの対

応度合に差が発生することが想定される。差の発生は費用につながり、移行タイミングに制約が発生する

こととなる。 
コスト削減の効果を最大限に得るためには、改版に合わせて今後の改版計画や、標準の移行時期、ま

た、中間標準レイアウト仕様の対応の定義を通知することが有効であると考える。中間標準レイアウト仕様
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として提供されれば移行計画の指針となり、移行タイミングや工数の妥当性についてユーザ理解にもつな

がるはずである。 
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４章  中間標準レイアウト仕様の

活用案 
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４．１  中間標準レイアウト仕様の活用案 

中間標準レイアウト仕様は、データ移行での利用以外にも、活用用途は多岐にわたると考えられる。 
また、中間標準レイアウト仕様を活用するために開発したツールは、他団体あるいは他用途に転用するこ

とが可能になる。こうして中間標準レイアウト仕様の活用により、転用可能なツールが増えていけば、「団体に

おける業務の効率化」「事業者の活用促進」等の実現に向け、今までにない簡易な仕組みで飛躍的に向上

していくことが期待される。以下に、活用案を示す。 
・ 次期システムの検証等における自団体データの利用 
・ ＥＵＣツールの共用 
・ オープンデータ対応の促進 
・ 業務（大量印刷、データ入力等）の民間委託の拡大 
・ 統合型ＧＩＳの活用促進 
・ 軽微・一時的な業務に対するシステムの構築 
・ 各種台帳や計画の作成 
・ 国等へのデータ提供事務への対応 

 

（1） 次期システムの検証等における自団体データの利用 

ア） 活用方法の概要 
既存システムからのシステム更改を検討する際に、既存システムのデータを中間標準レイアウト仕様で抽

出し、検討している次期システムの検証（デモンストレーション用）環境に取込み、自団体のデータを使って

次期システムの候補となるパッケージの機能検証を行う。 
 

 

 
図 33 中間標準レイアウト仕様の活用案（次期システムの検証） 
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イ） 活用による効果 
現状では、新しいパッケージの導入検討においては、候補となるシステム事業者によるデモンストレーショ

ンの見学やデモンストレーション用の架空データでの操作を行うことで、自団体に最適なパッケージの選定

の一つの要因としている。 
中間標準レイアウト仕様を介して既存の業務システムの本番データを検証中のパッケージに導入できるこ

とで、より本番運用に近い検証が可能になり、自団体の特徴的な運用ケースに基づく処理を確認できるよう

になる等、自団体の業務運用にとって最も効果的な機能を持つパッケージの選定が期待できる。自団体に

適したパッケージを選定できる条件が整うことにより、選定した次期システムと自団体業務の運用とのミスマッ

チを極力解消し、運用の効率性を維持するとともに、カスタマイズ抑制にも繋がる。さらに、新しいパッケージ

の業務処理についても簡易にシミュレーションできることから、年に一度しか実施しない業務についても事前

確認が可能となる。 
 

ウ） 活用に当たっての留意点 
中間標準レイアウト仕様の活用に伴う「次期システムの検証時における自団体データの利用」に当たって

は、次の点に留意する必要がある。 
・ セキュリティの確保 

未契約であるデモンストレーション環境に本番データを取込みするため、個人情報を匿名化

する仕組みや秘密保持契約の締結など、個人情報保護に留意する必要がある。 

（2） ＥＵＣツールの共用 

ア） 活用方法の概要 
既存の業務システムには無い機能を補完し、業務を効率的に進めることを支援するEUC（End User 

Computing）ツールを、中間標準レイアウト仕様に対応したデータレイアウトで事業者又は団体の職員が整備

し、クラウド環境等に設置することで、パッケージに依存せず、複数団体がEUCツールを共用することが可能

になる。 

EUCツールの利用場面は、業務を行うに当たって便利な帳票・統計資料の作成や、期間及び対象者限

定の台帳管理等が考えられるが、EUCツールを作成した事業者及び団体の職員が中間標準レイアウト仕様

を採用している団体向けに公開することで、複数の団体がEUCツールを共用できるようになる。 

 

 

図 34 中間標準レイアウト仕様の活用案（EUCツールの共用） 
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イ） 活用による効果 
現状において、パッケージに不足している機能を補完する方法は、カスタマイズ又はEUCツールの開発

であり、これは各団体で個別に対応している。 

中間標準レイアウト仕様に基づくEUCツールの作成及び団体間でのEUCツールの共用が進むことで、

各団体が利用するパッケージに依存することなく、大幅な業務の効率化が期待できる。 

 

ウ） 活用に当たっての留意点 
中間標準レイアウト仕様を活用した「EUCツールの共用」に当たっては、次の点に留意する必要がある。 

・ EUCツールの提供方法や維持管理、品質管理の仕組みの検討 

中間標準レイアウト仕様に対応したデータを基にしたEUCツールの提供、利用、維持管理及

び品質管理の仕組みについて検討する必要がある。EUCツールの利用環境（クラウドサービ

ス又はダウンロード形式でのスタンドアロン型）、提供者（民間企業及び団体を想定）へのイン

センティブ、利用に当たっての支援体制、ツール改修の実施者、公開ルールやその品質管理

の仕組みなどが検討項目として挙げられる。 
・ 個人情報に対するセキュリティの確保 

EUCツールから必要なデータを切り出した場合、新たな個人情報ファイルを作成することにな

るため、利用や保管において、各団体の個人情報保護方針に則したセキュリティの確保が必

要である。 

エ） 活用ケース 
中間標準レイアウト仕様を用いた人口移動分析のEUCツールを整備し、他団体と共有することで、新たに

EUCテンプレートを作成することなく分析が可能となる。 
・ 人口移動を分析するためのEUCツールの共有 

既存の住民基本台帳システムより、EUCテンプレートを用いて、転出先・転入元のデータを抽

出し、人口移動の分析を行うことができる。他団体も同様に人口移動の分析を行う場合は、

EUCテンプレートを共有することで同様の人口移動分析ができる。 

B自治体
既存業務システム

住民基本台帳

企画課

転出先や転入元の
データをもとに、人口
移動について分析

EUCツール
（転出先・転入先
データの抽出）

転出先・転入元
データ

EUC抽出
テンプレート
（住基系）

EUCツールによるデータ抽出

A自治体

既存業務システム

住民基本台帳

企画課

転出先や転入元の
データをもとに、人口
移動について分析

EUCツール
（転出先・転入先
データの抽出）

転出先・転入元
データ

EUC抽出
テンプレート
（住基系）

中間標準レイアウト仕様
を用い、情報抽出の
データレイアウトを設計

EUCツールによるデータ抽出

中間標準レイアウト仕様に対応した業務シ
ステを利用していることで、A自治体で作成

したEUCテンプレートを利用可能

テンプレート
の共有

 
図 35 人口移動分析におけるEUCツールの共有 
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（3） オープンデータ対応の促進 

ア） 活用方法の概要 
団体内部のデータを公開するオープンデータの施策が進められており、中間標準レイアウト仕様を活用す

ることで、業務システムが保有するデータを対象とした取組が可能になる。 
既存システムを提供している事業者が、既存の業務システムから中間標準レイアウト仕様に対応したデー

タを、データ抽出ツールを用いて抽出し、そのデータの個人情報を匿名化する等の処理が可能な公開データ

への変換用ツールで変換し、団体の職員において公開データを作成する。公開データへの変換用ツールは、

複数団体で流用共用することができるため、利用団体の公開データ形式が一元化され、事業者や住民にとっ

てもデータを分析したり、加工したりする上での利便性が向上する。 
  

 
図 36 中間標準レイアウト仕様の活用案（オープンデータ） 

イ） 活用による効果 
現状において、オープンデータの促進による公共データの民間活用や住民の行政参加は、団体の情報

化施策として取り組むべき施策の一つとなっている。中間標準レイアウト仕様を活用することで、以下に示す

ようなオープンデータを促進する効果を生み出すことになる。 
複数の団体が中間標準レイアウト仕様に基づく同じデータレイアウトで公共データを公開することで、事業

者は多角的なデータ分析が可能になり、マーケティング等での活用や新規ビジネスの創出に役立てることが

できる。住民においては、公共データを利用する機会が増えることで、地域行政に関する課題等が共有でき、

関心を持って行政への意見や要望を上げられるようになる等、行政への参加機会の拡大が期待できる。 
また、現状では、情報保有の関係上、団体の職員のみが担っていた業務データに基づく資料作成につい

ても、オープンデータの促進により、加工可能な公共データが公開されるようになることで、住民自らが統計

資料を作成できるようになる。 

ウ） 活用に当たっての留意点 
中間標準レイアウト仕様を活用した「オープンデータ対応の促進」に当たっては、次の点に留意する必要

がある。 
・ 個人情報の匿名化等の公開データへの変換用ツールの開発 

中間標準レイアウト仕様に対応したデータを基にして、個人情報の匿名化等の処理を含めた

複数の団体で共用が可能な公開データへの変換用ツールを開発する必要がある。 
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エ） 活用ケース 
複数自治体で中間標準レイアウト仕様に基づいたオープンデータを公開することで、民間事業者が人口

流出・流入のデータを基にそれぞれの地域特性に合った事業を提案できる。 
 

・ オープンデータ（複数自治体の人口推移）の活用による民間事業者の地域特性を踏まえた事業

提案 
既存の住民基本台帳システムより、人口流出・流入地区の世帯構成等のデータを取得する。

個人情報の匿名化を行い、オープンデータを作成する 
複数自治体のオープンデータを用いて分析を行い、人口推移（地域や地区単での増減・集

中や拡散傾向等）を明確化し、保育園や学童サービス事業の提案ができる。 

A自治体

既存システム

住民基本
台帳

オープンデータへの変換

住民基本
情報

中間標準レイアウト仕様
を用い、情報抽出の
データレイアウトを設計

集計
・行政区、学校区、年齢別等の人口構成
・流出・流入者の家族構成・性別・年齢区分等

可視化
・人口流出／流入の集計、表／グラフ／地図表示
（県内／県外、市内／市外、地区別）

予測
・将来人口の推移（グラフ・表）

B自治体

C自治体

・
・
・

民間事業者

オープンデータの分析
各種
オープン
データ

各種
オープン
データ

各種
オープン
データ

複数自治体の人
口推移に関する情
報を活用し、地域
特性を踏まえた事
業提案を実施

【事業例】
・保育園、学童サービス
・医療・福祉サービス

 
図 37 オープンデータの活用による民間事業者の地域特性を踏まえた事業提案 

（4） 業務（大量印刷、データ入力等）の民間委託の拡大 

ア） 活用方法の概要 
大量印刷やデータ入力作業を容易に外部の事業者に委託できるようにするため、既存の業務システムか

ら中間標準レイアウト仕様に対応したデータを抽出し、事業者への委託用データへの変換ツールを通して、

大量印刷を委託した事業者等への作業のインプットデータとする。 

 
図 38 中間標準レイアウト仕様の活用案（事業者への外部委託） 



 
 

 

81

イ） 活用による効果 
現状では、大量印刷は、各団体の庁舎内での実施、既存システムを提供する事業者のデータセンター等

での実施、既存システムを提供する事業者以外の各団体の近隣の印刷事業者での実施の３パターンに分け

られる。各団体の庁舎内での実施には、大型高速プリンタを維持管理する経費の問題があり、また、自治体

クラウドの利用拡大が進む中、既存システムを提供する事業者のデータセンター等での実施は、各団体との

距離の関係から印刷物の配送に時間が掛かる問題があり、各団体の近隣の印刷事業者で円滑に大量印刷

をできる仕組みが求められている。 
大量印刷やデータ入力（データパンチ）といった業務について、新しい事業者に委託する際には、入出力

のデータレイアウトを各団体で定める必要がある。さらに、各団体が定めたデータレイアウトと事業者の機器

を連携させるためのデータ変換ツール作成費等が発生し、一定のボリュームがないと経費削減の効果が得ら

れなかった。 
これに対し、中間標準レイアウト仕様を入出力のデータレイアウトに定めることで、事業者の機器と連携させ

るためのデータ変換ツールの再利用が可能となり、大量印刷やデータ入力等の定型作業をはじめとする業務

の民間委託が拡大し、効率的な作業ノウハウを有する事業者を活用することで、団体における経費削減が期

待できる。さらに、事業者側にとっても、小規模の団体や少量からの発注も受け付けられるようになり、様々な

サービスメニューが提案できることで、新規ビジネスの拡大に繋がる。 
また、近年、自治体クラウド等の遠隔地のデータセンターの利用が増えているが、その場合においても、ネッ

トワーク経由でデータを提供することにより地元又は近隣の印刷事業者に発注することが可能であり、配送時

間及び納期の短縮ができる。また、地場産業の維持及び育成にも貢献することができる。 
 

ウ） 活用に当たっての留意点 
中間標準レイアウト仕様を活用した「業務（大量印刷、データ入力等）の民間委託の拡大」に当たっては、

次の点に留意する必要がある。 
・ 民間委託のための標準仕様及び事業者への委託用データ変換ツール作成 

中間標準レイアウト仕様に対応したデータを基にして、民間委託のための標準仕様（大量印

刷、データ入力等）を作成する必要がある。また、事業者へ渡す委託用データに変換する 
ツールを開発する必要がある。 
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（5） 統合型ＧＩＳの活用促進 

ア） 活用方法の概要 
既存の業務システムのデータについて、中間標準レイアウト仕様を経由して統合型ＧＩＳ（地理情報システ

ム）に取込み、情報の可視化を行う。データ連携時のレイアウトは、複数団体での共通化を図り、共有する。 

 

業務システム
データベース

統合型ＧＩＳ
向けデータ

中間標準
レイアウト

データ抽出

＜既存業務システム＞

連携

 統合型ＧＩＳの活用が容易となり、
利用促進が期待できる

 情報の可視化につながり、住民への
説明責任を果たすことができる

＜統合型ＧＩＳ＞

デ
ー
タ
抽
出
ツ
ー
ル

例：

・大規模被災時用要介護認定者マップ

・地区別収納率とコンビニ分布の関係

 

図 39 中間標準レイアウト仕様の活用案（統合型ＧＩＳ） 

 

イ） 活用による効果 
現状において、統合型GIS（地理情報システム）の導入は進んでいるものの、利用範囲は限定されており、

基幹業務データの活用は進んでいない。 
中間標準レイアウト仕様に対応して、統合型ＧＩＳ上にデータ表示を可能とすることで、地図上に表現でき、

住民に対する分かりやすい説明や地域振興策等の政策立案が期待できる。 
 

ウ） 活用に当たっての留意点 
中間標準レイアウト仕様を活用した「統合型GISの活用促進」に当たっては、次の点に留意する必要があ

る。 
・ 統合型ＧＩＳ活用事例の共有化 

統合型GIS上にどのようなデータプロットが可能か、また、どのように役立つか、について活用

事例を共有化していく必要がある。 
 

・ 個人情報の取扱い 
基幹業務データは、個人情報を多く取り扱っているため、各団体の個人情報保護方針に則し

て、データの参照権限のシステム設計、外部に公開する場合の公開範囲等を取り決める必要

がある。 
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（6） 軽微・一時的な業務に対するシステムの構築 

ア） 活用方法の概要 
既存システムのデータを抽出し、法令改正や条例等に応じて、一時的な業務システムを構築する際、抽出

データのデータレイアウトを中間標準レイアウト仕様で抽出することで、パッケージに依存せずに構築が可能

となる。 

＜既存システム＞

デ
ー
タ
抽
出

移行ファイル

中間標準
レイアウト

＜一時的なシステム＞

法改正、条例等に応じて、既存システムから抽出した移行
ファイルをもとに、一時的な業務システムを構築

デ
ー
タ
取
込

 一次的なシステムの構築を複数
事業者が参画でき、競争によるIT
コスト削減が可能

 安価にシステム構築でき、業務の
システム化が促進

 
図 40 中間標準レイアウト仕様の活用案（軽微・一時的な業務に対するシステムの構築） 

イ） 活用による効果 
抽出データのデータレイアウトを中間標準レイアウト仕様をベースに調整することで、既存システム事業者

以外の新規事業者が参入しやすくなるため、価格競争等によるＩＴコストの削減が見込める。 
軽微・一時的なシステムを安価で構築できるようになることで、今までシステム化が進んでいなかった業務

もシステム化が進み、業務の効率化が期待できる。 
 

ウ） 活用に当たっての留意点 
中間標準レイアウト仕様を活用した「軽微・一時的な業務に対するシステムの構築」に当たっては、次の点

に留意する必要がある。 
・ 業務システムの仕様検討 

中間標準レイアウト仕様はデータファイル間の関連等を定義しているもので、機能の設計は

行っていない。そのため、システムの機能設計や非機能要件（セキュリティ等）は新規で検討

する必要がある。 

エ） 活用ケース 
中間標準レイアウト仕様に基づき、住民基本台帳等のデータを抽出することで、軽微な業務（給付金支援

等）のシステム構築を行うことが可能となる。 
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・ 給付金支援の業務システム構築 
給付措置（臨時福祉給付金）の対応として、既存システムの住民基本台帳・個人住民税・生活

保護の業務と情報連携し、申請受付や審査、各種リストの出力等を行うための「給付金支援の

業務システム」の構築ができる。その他、各種補助金交付や、タクシー利用助成等といった市

町村の独自施策(条例)業務のシステム構築ができる。 

自治体住民

給付金支援の業務システム

申請受付

審査

支払いリストの出力

通知情報管理

金融機関

申請

給付金
支払い

通知

既存システム

住民基本台帳
(世帯情報)

個人住民税
(非課税者情報)

生活保護
(受給者情報)

データ取込 データ抽出

中間標準レイアウト仕様を
用いて、業務システムの
データレイアウトを設計

中間標準レイアウト仕様を
用いて、データ抽出を実施

 

図 41 給付金支援の業務システム構築 

（7） 各種台帳や計画の作成 

ア） 活用方法の概要 
既存システムのデータを抽出し、各種台帳や計画等の作成に使用する際、抽出データのデータレイアウト

を中間標準レイアウト仕様で抽出することで、パッケージに依存せずにデータの抽出が可能となる。 
 

＜既存システム＞

デ
ー
タ
抽
出

移行ファイル

中間標準
レイアウト

＜各種台帳、計画等＞

各種台帳作成、計画策定を行う際に、中間標準レイアウト
仕様の移行ファイルをもとに抽出したデータを利用

デ
ー
タ
加
工

 各種台帳作成、計画策定におい
て、パッケージに依存せずデータ
抽出が可能

ーーーー
ーーーー
ーーーー

 
図 42 中間標準レイアウト仕様の活用案（各種台帳や計画の作成） 
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イ） 活用による効果 
中間標準レイアウト仕様をベースにデータレイアウトを調整することで、既存システム事業者以外

の新規事業者が参入しやすくなるため、価格競争が起こり、結果的にITコストの削減が見込める。 

各種台帳から、定義が統一されたデータの分析ができるため、より効果的な分析を行えることが見

込める。分析結果を用いて、自治体のIT推進計画を作成するに当たり、具体的なシミュレーションを行

うことができる。 

ウ） 活用に当たっての留意点 
中間標準レイアウト仕様を活用した「各種台帳や計画の作成」に当たっては次の点に留意する必要があ

る。 
・ 個人情報に対するセキュリティの確保 

各種台帳や計画の作成で抽出したデータは、個人情報を含むため、利用や保管において、

各団体の個人情報保護方針に則したセキュリティの確保が必要である。 
・ 分析の設計 

既存システムからデータ抽出はできるが、そのデータを利用した分析方法を検討する必要が

ある。 

エ） 活用ケース 
中間標準レイアウト仕様に基づき、子ども子育て支援等のデータを抽出することで、複数の業務シ

ステムのデータを利用したIT推進計画を作成することが可能になる。 

 
・ 保育料の料金改定の効果のシミュレーション 

所得階層・園児数等を分析し、保育料(利用者負担額)の料金改定における効果をシミュレー
ションする。 
基準額の改定時(基準額変更による自治体独自の軽減措置を検討する場合等)に、改定後の
徴収見込額や自治体負担額を算出し、料金改定の実施判断に利用する。 

自治体

既存システム

住民基本台帳

障害者福祉

個人住民税

生活保護

データ分析・シミュレーション（システム）

世帯状況（一般世帯、生活保護受給世帯、障害者世帯、ひと
り親世帯）、所得ランク（所得情報に応じてランク分け）、保育
園児年齢別（３歳未満、３歳以上）に、保育園児人数を集計

各区分別の保育園児人数×基準額で保育料を算出。

保育園児の入所施設情報より、施設運営費を算出。

変更前後の保育料比較、変更後保育料と施設運営費の比較
より、徴収見込額、自治体負担額をグラフや表で表す。

徴収見込額、自治体負担額の結果から、改定後の保育料の
効果を確認し、保育料改定の実施可否を判断する。

子ども子育て支援 データ抽出

・保育料徴収基準額情報
・保育園児情報
・保護者の所得情報
（所得割、均等割）

・福祉サービス受給情報
（生活保護受給世帯、
障害者世帯、ひとり親世帯）

中間標準レイアウト仕様を用い、
抽出のデータレイアウトを設計

 
図 43 保育料の料金改定の効果のシミュレーション 
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（8） 国等へのデータ提供事務への対応 

ア） 活用方法の概要 
「官民データ活用推進基本計画」に記載されている『情報システム改革・業務の見直し』の各施策への対

応に当たり、既存システムからのデータ抽出のデータレイアウトを中間標準レイアウト仕様をベースに調整す

る。 
抽出されたデータを用いて、国や都道府県でデータの活用を行う。 
 

 

＜既存システム＞

デ
ー
タ
抽
出

移行ファイル

中間標準
レイアウト

デ
ー
タ
提
供

 国、都道府県で集約し分析するこ
とで、各自治体の事務、システム
経費の削減が可能

 国、都道府県等への情報提供の
内容の調整の効率化

国、都道府県等

各種提供
情報

中間標準レイアウト仕様を基に調整されたデータを複数
自治体から提供を受け、集計、分析を実施

 
図 44 中間標準レイアウト仕様の活用案（国等へのデータ提供事務への対応） 

 

イ） 活用による効果 
各自治体で行う必要がある分析を、国や都道府県の一箇所に集約し分析することで、不必要な集計書作

成などの事務やシステム経費を省くことができ、コストの削減が見込める。 
中間標準レイアウト仕様をベースにデータを抽出することで、定義が統一されたデータの分析ができ、分

析の精度が上がることが見込める。 
今後、国等が実施する施策に対し自治体から情報提供を行う際に、中間標準レイアウト仕様をベースとす

ることで、既存システムからのデータを抽出ツールで取り出すことができる。 
 

ウ） 活用に当たっての留意点 
中間標準レイアウト仕様を活用した「国等へのデータ提供事務への対応」に当たっては、次の点に留意す

る必要がある。 
・ 個人情報の匿名化等の変換用ツールの開発 

データを分析するために、中間標準レイアウト仕様に対応したデータを基にして、個人情報の

匿名化等の処理を含めたデータへの変換用ツールを開発する必要がある。 



 
 

 

87

エ） 活用ケース 
国や都道府県へデータの提供を行う際に、定義が統一されたデータを提供することが可能になる。 

 
・ 住民情報、福祉情報、税情報における国や都道府県へのデータ提供 

各自治体にて、住民情報、福祉情報、税情報、国や都道府県への報告を中間標準レイアウト

仕様(個人情報抜き)でデータ抽出を行い、データ提供のみを実施する。国や都道府県では、
定義が統一された各自治体からのデータを収集し、それぞれ必要な集計を行う。 

 

国・都道府県

データ集計
※従来は自治体で実施していた処理

A自治体

B自治体

既存システム

住民基本台帳

個人住民税 報告データ収集

集計

集計書の生成

・
・
・

既存システム

住民基本台帳

個人住民税

・
・
・

データ抽出

データ抽出

報告に必要なデータ
(個人情報は含まない)

報告に必要なデータ
(個人情報は含まない)

中間標準レイアウト仕様を
用い、抽出のデータレイア

ウトを設計

中間標準レイアウト仕様を用い、
抽出のデータレイアウトを設計

 
図 45 住民情報、福祉情報、税情報における国や都道府県へのデータ提供 

 
・ 指定難病患者、小児慢性特定疾病児童等の診療情報の提供 

「官民データ活用推進基本計画(※)」に記載されている施策『Ⅱ－１－(6) 情報システ

ム改革・業務の見直し【基本法第15 条第１項関係】 ＜健康・医療・介護分野＞ 指定

難病患者、小児慢性特定疾病児童等の診療情報を登録するためのデータベースの構築、

活用促進』に当たり、自治体からの情報提供が必須となった場合、既存業務システムか

らのデータ提供を行う。 

※世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画（平成29年５月30日 閣議決定） 
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４．２  中間標準レイアウト仕様の利活用事例 

中間標準レイアウト仕様の利活用事例を以下に示す。 

（1） 被災者支援システムへのデータ登録【いばらき自治体クラウド基幹業務運営協議会】 

ア） 背景 
茨城県常陸大宮市、那珂市、かすみがうら市、五霞町で構成されるいばらき自治体クラウド基幹業務運営

協議会は、基幹業務システム（住民基本台帳、住民税、国民健康保険、介護保険等）を４団体共同の自治体

クラウド形態で平成25年度より順次導入している。 

茨城県は、東日本大震災で被災した地域もあり、防災対策意識が強い。また、この４団体は、それぞれの

団体間が20km～80kmと比較的離れた場所にあり、大規模災害時においても全ての団体が同時被災するお

それは少ないと想定される。このため、システム共同利用と大規模災害時の相互支援という観点から、4団体

それぞれが中間標準レイアウト仕様経由での被災者支援システムへのデータ登録を試行した。 

イ） システム構成 
システム構成としては、基幹業務システム、被災者支援システムともに、クラウド型で提供されているサービ

スを利用している。また、回線は、主系と副系が用意されており、通常時は、常時、両方のネットワークが利用

可能である。 
 

ＣＳＶデータ
（住基、所得情報）

中間標準
レイアウト

フレッツ回線

副系

IBBN（いばらきブロードバンドネットワーク）

主系

常陸大宮市 那珂市 かすみがうら市 五霞町

相互支援

クラウド型基幹業務システム クラウド型被災者支援システム

 
出典：自治体クラウド・モデル団体事業実施報告書 

(いばらき自治体クラウド基幹業務運営協議会、平成25年度) 

図 46 クラウド型被災者支援システムの共同利用イメージ 
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ウ） 利活用内容 
クラウド型の基幹業務システムより、中間標準レイアウト仕様のデータとして、被災者支援システム利用の

データ登録に必要となる以下のファイルのうち、必須となる「住民基本台帳－住基ファイル」を抽出した。 
・ 住民基本台帳－住基ファイル（必須） 
・ 個人住民税－所得情報ファイル（任意） 

その後、クラウド型被災者支援システムで用意されている初期データ変換画面において、「住民基本台帳

－住基ファイル」の取込みを行い、被災者支援システム用の初期データである「世帯情報」と「個人情報」に

変換して、ファイル出力した。さらに、「世帯情報」と「個人情報」を被災者支援システムに登録するとともに、

その他の必須初期登録情報である町名情報、郵便番号情報も被災者支援システムに対して登録した。 

初期データ取込画面

中間標準レイアウト

☑ 全選択 変換用ファイル 対象ファイル

☑ 住民基本台帳＿住基ファイル

☑ 個人住民税＿所得情報ファイル

参照

参照

 

図 47 中間標準レイアウト仕様からのデータ変換処理画面イメージ 

エ） 効果 
パッケージに中間標準レイアウト仕様のファイル出力機能が標準装備された場合には、基幹業務システム

事業者と新サービス提供事業者間でデータの内容を調整することなく、職員により容易に新サービスに移行

できることが確認できた。 
クラウド型被災者支援システムの初期データ変換画面は、データチェック機能を有するため、各団体が既

存システムからデータ抽出した中間標準レイアウト仕様のファイルの品質確認に役立った。 
このようなクラウド型被災者支援システムの初期データ変換は、中間標準レイアウト仕様でのデータ抽出ツ

ールの動作確認と被災者支援システムへの初期データセットアップの訓練ともなることから、定期的に実施す

ることが推奨される。
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５章  中間標準レイアウト仕様

に関する質問回答集 
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５．１  中間標準レイアウト仕様を利用するに当たっての質問回答集 

（1） 中間標準レイアウト仕様を利用したデータ移行を検討するための質問と回答 

主に、団体の職員が中間標準レイアウト仕様を利用したデータ移行を検討する際に、参考となる質問

と回答を以下に示す。本項は団体の職員向けに記載しているが、事業者のシステム担当者も一読するこ

とを薦める。 

ア） 情報入手に関する質問と回答 

Ｑ１ 中間標準レイアウト仕様はどこから入手すればよいか？ 

総務省のホームページ（自治体クラウドポータルサイト）からダウンロードできる。 

（URL：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/lg-cloud/02kiban07_03000024.html） 

Ｑ２ 
実際に調達仕様書等で中間標準レイアウト仕様によるデータ移行を記述している地方公

共団体を知るにはどうしたらよいか？ 

総務省が公表している「地方自治情報管理概要」の「第４節 業務・システムの効率化」（個別資料及び総括

資料を含む）に掲載されている。 

Ｑ３ 中間標準レイアウト仕様によるデータ移行の実績はあるか？ 

いくつかの業務で中間標準レイアウト仕様によるデータ移行の実績が出てきている。具体的な事例について

は、「３．３データ移行の事例」に取りまとめている。 

Ｑ４ 中間標準レイアウト仕様に関する問合せはどこにすればよいか？ 

当機構にて受け付けている。受け付けている期間があるので、当機構のホームページを参照されたい。 

 

イ） 事業者との調整に関する質問と回答 

Ｑ５ 
中間標準レイアウト仕様に対する自治体向け業務システムパッケージ（各事業者）の対

応状況を知りたい。 

当機構が実施した自治体向け業務システムパッケージの中間標準レイアウト仕様の対応状況調査結果を公

開している。当機構のホームページを参照されたい。 

 

（URL：）https://www.j-lis.go.jp/rdd/jititaicloud/standard_layout/correspondennce-situation.html） 

Ｑ６ 
自治体向け業務システムパッケージの中間標準レイアウト仕様に関する対応状況につい

て、事業者に確認すべきポイントは何か？ 

下記ポイントを事業者に確認するとよい。 

・データ移行ツールの有無（業務別、データ抽出・取込別） 

・中間標準レイアウト仕様対応バージョン 

・データ移行ファイル形式（XML,CSV等） 

・移行実績 

実際の確認は、事業者へ個別に問合せ願う。 

 

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/lg-cloud/02kiban07_03000024.html
https://www.j-lis.go.jp/rdd/jititaicloud/standard_layout/correspondennce-situation.html
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Ｑ７ 
中間標準レイアウト仕様によるデータ移行を調達仕様書に記述したところ、事業者から

対応できないと言われた。どのように対処すればよいか？ 

中間標準レイアウト仕様 V1.0の公開時点に比べて、中間標準レイアウト仕様によるデータ移行が対応可能

な事業者は増えている。また、「中間標準レイアウト仕様によるデータ移行は対応できない」としている事業者で

あっても、今回調達する自治体クラウドの契約満了時であれば、中間標準レイアウト仕様によるデータ移行が

可能な事業者があるので確認してみるとよい。 

調達仕様書への記載に関しては、「＜参考資料２＞中間標準レイアウト仕様に関する調達仕様書記載例」を

参照されたい。 

Ｑ８ 
移行データの齟齬を防止するためには、移行元システムと移行先システムの事業者間の

調整が必要になり、工数が増えるのではないか？ 

移行元システムと移行先システムの事業者間の調整は、従来から必要であった。中間標準レイアウト仕様を

使用したデータ移行の場合、主に予備領域の使用に関する調整となり、工数は削減されると考えている。 
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（2） 中間標準レイアウト仕様の維持管理（改定）に関する質問と回答 

中間標準レイアウト仕様の維持管理に関する質問と回答を以下に示す。本項は団体の職員と事業者

のデータ移行担当者向けに記載している。 

ア） 維持管理に関する質問と回答 

Ｑ１ 中間標準レイアウト仕様は、法令改正がある度に改定を行っているのか？ 

最新バージョンの中間標準レイアウト仕様の公開以降に施行された法令改正等に対して、次回の改定で対

応している（改定頻度は年１回）。 

Ｑ２ 中間標準レイアウト仕様の改定はどのように実施しているのか？ 

中間標準レイアウト仕様に関する各種決定は、 総務省及び地方公共団体並びに J-LIS（事務局兼任）から

構成される「中間標準レイアウト仕様の維持管理に関する検討委員会」において実施されている。 

そして、中間標準レイアウト仕様の改定は J-LISが委託している事業者（コンソーシアム）で改定案を作成し、

J-LISに登録いただいている協力事業者の意見を反映した上で、上記検討委員会で審議・承認を経て改定され

ている。 

Ｑ３ 中間標準レイアウト仕様には地方公共団体側の意見をどのように取り入れているのか？ 

中間標準レイアウト仕様によるデータ移行に携わった地方公共団体の方に検討委員に就任していただき、ご

意見をいただいている。 

Ｑ４ 
中間標準レイアウト仕様では、多数ある自治体向けの業務システムパッケージソフト

ウェアをどのように標準化しているのか？ 

主に自治体向け業務システムパッケージソフトウェアの開発事業者に協力事業者として登録していただいて

いる。そして J-LISが維持管理を委託している事業者（コンソーシアム）が作成した改定案に対し意見を招請す

ることで、仕様の標準化を実施している。 

協力事業者は、＜参考資料３＞協力事業者を参照されたい。 

Ｑ５ APPLICの地域情報プラットフォームとの整合は行っているのか？ 

最新の中間標準レイアウト仕様の公開以降に公開された地域情報プラットフォーム（自治体業務アプリケー

ションユニット標準仕様）において見直された内容に関し、中間標準レイアウト仕様との整合性を確認し、改定

が必要な事項について次回の改定で対応している。 

Ｑ６ 中間標準レイアウト仕様に業務システムの追加を依頼することはできるか？ 

業務システムの追加提案は、J-LISで随時受け付けている。また、J-LISが実施している自治体向け業務シス

テムパッケージ（各事業者）の対応状況調査においても、追加を推奨する業務システムを募集している。 

ただし、追加の必要性を調査・確認した上で追加を判断するので、追加依頼を受けても必ずしも追加される

わけではない。 



 
 

 

94

 

Ｑ７ 
中間標準レイアウト仕様のデータ項目はどのように決めているのか？また追加すること

はできるか？ 

中間標準レイアウト仕様策定に際し、総務省から委託を受けた事業者（コンソーシアム）の自治体向け業務

システムパッケージをベースに、最低限必要であると考えたデータ項目を選定した。また、APPLIC 地域情報プ

ラットフォーム標準仕様（自治体業務アプリケーションユニット標準仕様）で使用されているデータ項目は整合性

を確保するため同一とした。法令等で決められているデータ項目は法令にしたがっている。そして、中間標準レ

イアウト仕様の策定（改定）案に対し、協力事業者の意見を反映している。 

協力事業者からの意見でデータ項目の追加要請があれば、追加を検討している。 

Ｑ８ 
中間標準レイアウト仕様は、定義している全ての業務システムで、データ移行の実績で

差異はないか。これまでの実績等から課題等は挙がっていないのか？ 

業務システムによって差がある。印鑑登録のように中間標準レイアウト仕様とパッケージとの適合率が高い

業務は問題なくデータ移行できた実績がある。これに対し、固定資産税のような業務では地方公共団体ごとに

算定方法が異なり又パッケージごとに計算過程のデータ保有状況が異なるなどの影響により、予備領域を多く

使用せざるを得ない等の課題が挙げられている。明らかになった課題は、順次対応している。 
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（3） 中間標準レイアウト仕様全体に関する質問と回答 

事業者が中間標準レイアウト仕様を用いてデータ移行する際に、参考となる質問と回答を以下に示す。

本項は事業者のデータ移行担当者向けに記載しているが、地方公共団体の職員も一読することを薦め

る。 

ア） 中間標準レイアウト仕様の決まりやデータ移行方法に関する質問と回答 

Ｑ１ データ項目の名称・データ型、桁数等は変更できるか？ 

変更できない。 

変更するとデータ抽出ツール（移行元システム事業者）とデータ取込ツール（移行先システム事業者）間で齟

齬が生じる。 

Ｑ２ 業務システムの操作者・権限に関する情報は中間標準レイアウト仕様で移行できるか？ 

操作者及び権限に関する情報は、データ移行の対象外としている。 

Ｑ３ バイナリ型のデータは移行できるか？ 

予備領域を使用して移行できる。イメージデータは Base64でエンコーディングしセットする。データ長は 3,000

万バイト（実データ容量約21.45MB）まで移行できる。 

また、上記以上の容量であっても、予備領域を使用すれば、移行できる。 

印影データに関してはデータ項目が定義されている。 

Ｑ４ 
移行元システムで外字を使用している場合、どのようなファイル形式を使用すればよい

か？ 

移行元システム事業者が True Typeフォント形式での外字フォントを外字変換コードテーブルとともに、移

行先システム事業者に提供する。なお、汎用機（ホストコンピュータ）など、True Typeフォントに対応していない

場合は、ビットマップ形式に変換して提供する。 

Ｑ５ 中間標準レイアウト仕様に定義されていないデータ項目はどのように移行するのか？ 

原則として予備領域を使用して移行する。 

予備領域に関しては、「３．２予備領域の使用方法」を参照されたい。 

※ただし、中間標準レイアウト仕様とは異なるファイルで移行したほうがよい場合もある。 

また、市町村コードや全銀協の銀行コード等の JIS、他業界で定められたコード等は、データ移行の対象とし

ていない（移行先システムでダウンロード等により登録する）。 

Ｑ６ 
データ項目一覧表に該当するデータ項目は存在するが、定義されているデータ型又は桁

数が異なっている場合はどうすればよいか？ 

予備領域を使用して移行する。 

Ｑ７ 
条例への対応等、地方公共団体ごとに固有の対応を行っている場合、中間標準レイアウ

ト仕様によるデータ移行は可能か？ 

予備領域を使用して移行する。 
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Ｑ８ 

コード一覧表に該当するコードは存在するが、該当するコード値が定義されていない場

合（移行元システムが保有しているコード値のうち、一部のコード値のみ定義されてい

ない場合）はどうすればよいか？ 

団体、移行元システム事業者、移行先システム事業者の三者合意の上で、便宜的にコード値で使用されて

いない値に該当コード値を割り当てて（変換して）移行してもよい。 

ただし、定義されているコード値に空がない場合や桁数が異なる場合には、予備領域を使用して移行する。 

Ｑ９ 
データ項目は一致しているが、コードが定義されていない場合、どのように移行したら

よいか？ 

データ項目のデータ型及び桁数が一致していれば、団体、移行元システム事業者、移行先システム事業者

の三者合意の上で、該当するデータ項目で移行する。 

ただし、データ型及び桁数が異なる場合には、予備領域を使用して移行する。 

Ｑ１０ 
データ項目は一致しているが、コード構成表で定義されているコードと異なる団体固有

のコードを使用している場合、どのように移行したらよいか？ 

予備領域を使用して移行する。 
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（4） 業務別中間標準レイアウト仕様の詳細に関する質問と回答 

中間標準レイアウト仕様の詳細に関する協力事業者より寄せられた質問及び意見とその回答を業務

別に以下に示す。 

ア） 業務共通 

Q1 
各業務側の振替口座ファイルの項目に、住登外管理の口座ファイルに存在する「口座登

録区分」（前納かどうか）、「通帳連番」が存在しないのはなぜか？ 

口座に関する項目のうち、基本的な項目は住登外管理で定義し、それ以外の項目は各業務側で定義して

いるためである。 
 

Q2 口座情報ファイルにおいて、ゆうちょ銀行の場合はどのように設定するのか？ 

ゆうちょ銀行の場合、全銀協コードに合わせて以下の設定を行う。 

・金融機関コード：9900  

・支店コード：ゆうちょ銀行の記号の2,3桁目を残し、最後に"8"を付け3桁にする。 

・口座番号：ゆうちょ銀行の番号の下1桁目を削除し、7桁にする。 

 

イ） 個別業務 
業務番号１ 住民基本台帳 

Q01-1 
住基ファイルの「従前通称名有無フラグ」について、同市町村内で通称を変えた場合、

どのように設定するのか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 
住基ファイル 項目名 従前通称名有無フラグ 

同じ市町村内かどうかに関係なく、通称名履歴を保持している場合は1、保持していない場合は0を設定す

る。 
 

Q01-2 

住基ファイルの「外国人住民となった情報」について、改正外国人法の施行日以前から

住民となっていた外国人に関しては、改正法施行日が外国人住民となった日になるが、

本来の住民日（実際はいつから住んでいたか）は、どこに設定するのか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 
住基ファイル 項目名 — 

外国人住民の本来の住民日は、「住民となった情報」の「異動年月日」に設定する。 
 

Q01-3 「住居地補正コード」は何を意味しているのか？また、どのように使用するのか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 
住基ファイル 項目名 住居地補正コード 

住居地の補正が必要かどうかを判断するためのコードである。 

法務省の「市町村連携仕様 連携インタフェース仕様」にある「住居地届出補正機能」を使用する際に設定

される。 
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Q01-4 
移行時点（最終異動後）での世帯主を特定できる情報項目が必要であるが、見当たらな

い。どのように特定すればよいのか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 
住基ファイル 項目名 — 

最新履歴の続柄から、最新時点の世帯主を特定する。 
 

Q01-5 住基ファイルの「併記氏名」と「外登法併記名」はどう違うのか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 
住基ファイル 項目名 

併記氏名 

外登法併記名 

「併記氏名」は、住民票において、氏名の後ろに印字されるものである。主に、漢字圏の外国人の漢字氏名

を設定するために使用する。 

「外登法併記名」は、平成 24年 7月 9日の住基法改正より前の外国人登録制度において併記名と呼ばれ

ていたものである。主に、英字圏の外国人のヨミを設定するために使用する。住民票には、備考欄に「カタカナ

併記名」として印字される。 
 

Q01-6 DV情報はどこに定義されているか。 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 
住基ファイル 項目名 注意情報 

住基ファイルの「注意情報」に設定する前提で定義している。 

「注意情報」の設定の詳細は、「業務固有の留意事項（住民基本台帳）」に記載。 
 

Q01-7 本人通知制度に関する申請者情報は定義されているか。 
資料の 

種類 
— 

移行 

ファイル名 
— 項目名 — 

団体によって管理の有無が異なるため、本人通知制度に関する情報は、中間標準レイアウト仕様の対象外

としている。 
 

Q01-8 3：住登外個人(日本人)、6：住登外個人(外国人)とはどのようなケースが該当するのか。 

資料の 

種類 

データ項目一覧表 

コード一覧表 

移行 

ファイル名 
住基ファイル 項目名 住民種別 

「住民種別」コードは、APPLIC地域情報プラットフォーム標準仕様のコード辞書から引用しているもので、中

間標準レイアウト仕様としては、3（住登外個人（日本人）)、4（法人）、5（共有者）、6（住登外個人（外国人））

は、住登外管理でを使用するものとして、定義している。 
 

Q01-9 2：未登録住民者とはどのようなケースが該当するのか。 

資料の 

種類 

データ項目一覧表 

コード一覧表 

移行 

ファイル名 
住基ファイル 項目名 住民状態 

「住民状態」コードは、APPLIC地域情報プラットフォーム標準仕様のコード辞書から引用しているもので、中

間標準レイアウト仕様としては、2（未登録住民者）は、住登外対象者を表しており、住登外管理で使用するも

のとして定義している。 
 

Q01-10 
3：転出者とは、転出予定者（転出届を出した者）と転出確定者（転出先から転入通知

が届いた者）、という解釈でよいか。 

資料の 

種類 

データ項目一覧表 

コード一覧表 

移行 

ファイル名 
住基ファイル 項目名 住民状態 

3（転出者）については、転出予定・転出確定は定義していない。、転出予定・転出確定の区別には、データ

項目「転出先区分」を定義している。 
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Q01-11 外国人の場合は一律「09：西暦」でよいか。 

資料の 

種類 

データ項目一覧表 

コード一覧表 

移行 

ファイル名 
住基ファイル 項目名 生年月日 年号 

外国人の場合は住民票に印字する生年月日が西暦であることから、09（西暦）を設定するものとして定義し

ている。 
 

Q01-12 

生年月日不詳コードと生年月日不詳文字について、以下の解釈で問題ないか。 

・ 生年月日不詳コード：年月日の全てが不明の場合は空白とする。 

・ 生年月日不詳文字：生年月日不詳コードが全て空白の場合のみ、住民票に記載する

文字列（「不詳」等）を設定する。 

資料の 

種類 

データ項目一覧表 

コード一覧表 

移行 

ファイル名 
住基ファイル 項目名 

生年月日不詳コード 

生年月日不詳文字 

生年月日不詳コードは、生年月日が不詳の場合に CSに連携を行うコードを表すため、年月日が全て不明

の場合は、空白ではなく日本人であれば「000000000」、外国人であれば「900000000」となる。 

生年月日不詳文字は、生年月日の全部又は一部が不詳の場合に、住民票に記載する文字列を設定する。 
 

Q01-13 「転出先」、「実定地」はなにを表すか。 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 
住基ファイル 項目名 転出先、実定地 

「転出先」は、転出先として予定している住所と定義している。 

 （転出証明書に記載された転出予定先住所） 

「実定地」は、転出先として確定した住所と定義している。 

 （住基ネットを経由して送付された転入通知情報に記載された新しい住所） 

具体的には、以下のように設定するよう定義している。 

・「転出先区分」＝転出予定の場合は、「転出先」に転出予定先住所(転出予定地)を設定 

・「転出先区分」＝転出確定の場合は、「実定地」に転出確定の住所(転出確定地)を設定 

 （「転出先」は転出予定先住所のままとする） 

 
業務番号２ 印鑑登録 

Q02-1 本人確認を照会回答書にて行った場合、本人確認コードはどれに該当するか？ 

資料の 

種類 
コード一覧表 

移行 

ファイル名 
— コード名 本人確認コード 

「その他の免許証・許可証・身分証明書等（コード値：99）」に該当する。 
 

Q02-2 
コード一覧表の「状態区分」の コード値「3（発行停止）」は、何を意味しているの

か？ 

資料の 

種類 
コード一覧表 

移行 

ファイル名 
— コード名 状態区分 

発行停止の意味は、何らかの事由により印鑑登録証明書の発行停止をしている状態のことである。 

その事由は、「印鑑異動事由」コードの（発行停止-職権修正）～（発行停止-その他）から判断する。 
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Q02-3 
印鑑登録情報ファイルの「印鑑管理番号」、「印鑑履歴番号」、「印影履歴番号」では、ど

のような内容を設定するのか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

印 鑑 登 録 情 報

ファイル 
項目名 

印鑑管理番号 

印鑑履歴番号 

印影履歴番号 

「印鑑管理番号」は、印鑑登録システム上でデータを一意に管理・特定するための項目、「印鑑履歴番号」

は、印鑑登録情報に履歴が発生した場合にキーとなる項目、「印影履歴番号」は、印影データの履歴を管理す

るための項目を設定する。 

「印鑑管理番号」と「印鑑履歴番号」で、個人に対する最新の印鑑情報を管理することができる。「印鑑管理

番号」と「印影履歴番号」で、個人の持つ最新の印影データを管理することができる。 

 

業務番号３ 住登外管理 

Q03-1 
住登外ファイルと住登外世帯情報ファイルの違いがわからない。どのような考えで使用

するのか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

住登外ファイル 

住登外世帯情報

ファイル 

項目名 — 

地域情報プラットフォーム標準仕様の自治体業務アプリケーションユニット標準仕様V2.5に合わせ、住登外

世帯情報ファイルを追加している。APPLICでの使用前提に従い、住登外管理ユニット内で住登外者の世帯を

管理するか、管理しないか、いずれかを選択する。 

 
業務番号４ 戸籍 

  なし 
 
業務番号５ 就学 

Q05-1 

学校区定義ファイルは、就学予定児童の学齢簿を自動作成するために使用するものと

思われるが、その場合、「学校区分」（学校の自治体内外、特別支援学校等の別を管理）

は不要ではないか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

学校区定義ファ

イル 
項目名 学校区分 

「学校区分」は、使用しているパッケージが複数存在しているため、定義している。なお、この項目は、任意

項目のため、不要であれば使用しなくてもよい。 

 
業務番号６ 選挙人名簿管理 

  なし 
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業務番号７ 固定資産税 

Q07-1 土地情報ファイルについて、「台帳履歴番号」と「登記履歴番号」はどう違うのか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

土地情報ファイ

ル 
項目名 

台帳履歴番号 

登記履歴番号 

「台帳履歴番号」は土地課税台帳の異動履歴を判断するための項目だが、「登記履歴番号」は、土地課税

台帳（最新又は履歴）と、その時点の登記を関連付けるための項目である。 
 

Q07-2 
家屋情報ファイルの「台帳履歴番号」「登記履歴番号」にはどのような値がセットされ

るのか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

家屋情報ファイ

ル 
項目名 

台帳履歴番号 

登記履歴番号 

「台帳履歴番号」は、家屋情報に対して異動が行われるごとにカウントアップする番号であり、「登記履歴番

号」は、登記情報の変更が行われるごとにカウントアップされる番号である。ただし、登記履歴番号は任意項

目であり、次期システムで必要なければ設定は不要である。 
 

Q07-3 共有構成情報ファイルと土地共有情報ファイルは別々に作成する必要があるか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

共 有 構 成 情 報

ファイル 

土 地 共 有 情 報

ファイル 

項目名 — 

共有構成情報ファイルは、共有者をまとめるために管理する。土地共有情報ファイルは、構成員ごとの持分

を管理する。 

同一人物が、持分を異にした資産を複数保有しているケースがあるため、共有構成情報ファイルと土地共

有情報ファイルは別々に作成する必要がある。 
 

Q07-4 
賦課情報ファイルの「賦課異動事由」と「賦課異動理由」はそれぞれどのように管理

するのか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

賦課情報ファイ

ル 
項目名 

賦課異動事由 

賦課異動理由 

「賦課異動事由」のコードに当てはまらない事由があった場合、「賦課異動理由」にて、市町村固有のコード

を定義し、管理する。 
 

Q07-5 賦課情報ファイルの「台帳履歴番号」と「調定連番」の違いは何か？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

賦課情報ファイ

ル 
項目名 

台帳履歴番号 

調定連番 

「台帳履歴番号」は、賦課情報に対して異動が行われるごとにカウントアップする番号であり、「調定連番」

は、賦課更正が行われるごとにカウントアップされる連番である。ただし、「調定連番」は任意項目であり、次期

システムで必要なければ設定は不要である。 
 

Q07-6 
地目が公衆用道路、所有者が市町村である等の当該物件が非課税であるかの判断はど

の項目で行うのか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

土地情報ファイ

ル 

家屋情報ファイ

ル 

項目名 非課税事由 

各ファイルの「非課税事由」の値で判断する。 
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Q07-7 
土地標準地単価情報ファイルについて、標準地、路線価で年度ごとに価格を保持して

おり、複数年分の価格を移行対象とできないか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

土地標準地単価

情報ファイル 
項目名 — 

現年度分を移行対象のデータとしており、過年度は移行対象としていない。 

移行が必要な場合は、予備領域を使用する。 
 

Q07-8 
振替口座情報ファイルについて、口座振替における全納振替か期別振替かを設定する

項目はあるか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

振 替 口 座 情 報

ファイル 
項目名 — 

振替口座情報ファイルで設定する項目はないが、賦課調定情報ファイルにて確認できる。移行が必要な場

合は、予備領域を使用する。 
 

Q07-9 
賦課情報ファイルに、国民健康保険で資産割を課税する場合に参照する項目「資産税

額」が必要ではないか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

賦課情報ファイ

ル 
項目名 — 

「資産税額」は国民健康保険の各ファイルにて移行情報として定義しているため、固定資産税の移行情報

には含んでいない。 
 

Q07-10 人的非課税者を管理するファイルは、移行するデータ項目に含まれているか？ 

資料の 

種類 
— 

移行 

ファイル名 
— 項目名 — 

人的非課税者について、固定資産税ではデータ項目としていないが、住登外管理の法人ファイルで判定で

きる。固定資産税での移行が必要な場合は、予備領域を使用する。 
 

Q07-11 
人的減免者（生活保護等）を管理するファイルは、移行するデータ項目に含まれてい

るか？ 

資料の 

種類 
— 

移行 

ファイル名 
— 項目名 — 

人的減免者（生活保護等）について、生活保護の移行情報としているため、固定資産税の移行情報には含

んでいない。固定資産税での移行が必要な場合は、予備領域を使用する。  

Q07-12 
土地情報ファイルの「都市計画フラグ」について、都市計画税該当/非該当の区別は

都市計画区域/区域外と同一か？また、「都市計画無し」の場合はどうか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

土地情報ファイ

ル 
項目名 都市計画フラグ 

都市計画税該当/非該当の区別は都市計画区域/区域外と同一である。「都市計画無し」の場合は”0:都市

計画税非該当”を使用する。 
 

Q07-13 
コード一覧表「市街化区分」において、「3:白地」と「4:市街化線引なし」の違いは何

か？ 

資料の 

種類 
コード一覧表 

移行 

ファイル名 
— コード名 市街化区分 

市街化の線引きを行っていない市町村の場合は、全データで「4:市街化線引なし」を使用する。市街化の線

引きを行っている市町村の場合は、「1:市街化区域、2:市街化調整区域、3:白地」から選択する。 
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Q07-14 
償却資産合計情報ファイルの「特例分課税標準額1」について、何を設定すればよい

か？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

償却資産合計情

報ファイル 
項目名 特例分課税標準額1 

償却資産細目情報ファイル「種類区分」=が0１（構築物）で、「特例区分」＝1（特例資産あり）についての特例

後課税標準額の合計値を設定する。 
 

Q07-15 
償却資産細目情報ファイル「耐用年数」と「改正耐用年数」「改正耐用開始年」は、

省令改正があった場合と無かった場合、どのように使い分けるのか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

償却資産細目情

報ファイル 
項目名 

耐用年数 

改正耐用年数 

改正耐用開始年 

「耐用年数」は、取得年月日時点の耐用年数を設定する。「改正耐用年数」は、改正後の耐用年数を設定

し、省令改正が無い場合は、「null」（値無し）を設定する。 

「改正耐用開始年」は改正した年を設定する。 
 

Q07-16 

共有者情報ファイル、共有構成情報ファイル、土地共有情報ファイル、家屋共有情報

ファイルに「相当年度」の項目が無い。年度の違いで、共有者構成に変更があった場

合の年度前後の情報は不要か？移行時点の最新状態の情報のみ設定すればよいか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

共有者情報ファ

イル 

共 有 構 成 情 報

ファイル 

土 地 共 有 情 報

ファイル 

家 屋 共 有 情 報

ファイル 

項目名 — 

年度の違いで、共有者構成に変更があった場合は、新たに共有者情報を登録し、所有権移転をすると想定

している。移行時点で年度によって共有者構成に違いが有る場合は、最新状態の情報のみ移行するか、所有

者となる共有者情報を年度ごとに作成し、「土地情報ファイル」の「所有者識別番号」と「共有者情報ファイル」

の「識別番号」を紐付けて、「土地情報ファイル」の「相当年度」を取得する。 
 

Q07-17 
共有者情報ファイル、共有構成情報ファイルに、共有対象の「物件番号」情報がない。

一個人で、複数の共有物件を保持している場合、どうすればよいか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

共有者情報ファ

イル 

共 有 構 成 情 報

ファイル 

項目名 — 

物件情報は、土地情報ファイル、家屋情報ファイルより取得する。その際、土地情報ファイル、家屋情報ファ

イルの所有者識別番号／義務者識別番号と共有者情報ファイルの「識別番号」とを紐付ける。 

１個人で複数の共有物件を保持している場合、各物件（土地・家屋）の所有者識別番号／義務者識別番号

に共有者情報ファイルの「識別番号」を設定する。 
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Q07-18 
物件所在地情報ファイル「都市計画フラグ」について、該当所在地に、「該当の小字

が都市計画税課税対象」期間の情報を持っていないが、どうすればよいか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

物件所在地情報

ファイル 
項目名 都市計画フラグ 

所在地で都市計画税課税対象を設定しない場合は”0”を設定する。なお、所在地で都市計画税課税対象を

設定しているが、期間の情報を持っていない場合は、移行時点の最新情報で設定する。 
 

Q07-19 
各ファイルにおいて、重複データを登録しないために一意のデータとして認識するた

めの主キーは何か？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 
全てのファイル 項目名 — 

中間標準レイアウト仕様は、データ移行用レイアウトを定めたものであるため、主キーを定義していない。 
 

Q07-20 項目説明にある「床面積」とは、「現況床面積」と「登記床面積」のどちらになるか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

家屋情報ファイ

ル 
項目名 一点単価使用フラグ 

「現況床面積」になる。 
 

Q07-21 「相当年度」と「調定年度」の違いは何か？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

賦 課 調 定 情 報

ファイル 
項目名 

相当年度 

調定年度 

（例）2013年課税の賦課情報に対して、2014年中に税額更正が発生した場合、相当年度：2013年、調定年

度：2014年となる。 
 

Q07-22 
償却資産合計情報ファイルに集計される「非課税区分」＝1（非課税資産あり）が 1

件でもあれば、「非課税フラグ」＝1（非課税資産あり）とするのか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

償却資産合計情

報ファイル 
項目名 非課税フラグ 

償却資産合計情報ファイルに集計される償却資産細目情報ファイルデータ「非課税区分」＝1（非課税資産

あり）が1件でもあれば、「非課税フラグ」＝1（非課税資産あり）となる。 
 

Q07-23 

償却資産合計情報ファイルに集計される該当者償却資産細目情報ファイルデータ「特

例区分」＝1（1:特例資産あり）が1件でもあれば、「特例フラグ」＝1（特例資産あ

り）とするのか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

償却資産合計情

報ファイル 
項目名 特例フラグ 

「償却資産合計情報ファイルに集計される該当者償却資産細目情報ファイルデータ「特例区分」＝1（1:特例

資産あり）が1件でもあれば、「特例フラグ」＝1（特例資産あり）となる。 
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Q07-24 

償却資産合計情報ファイルの「資産数1」に設定される値は、償却資産細目情報ファ

イル「種類区分」＝01（構築物）の「数量」の集計値となるのか？ 

集計時、各々の償却資産細目情報ファイル「特例区分」の値や「非課税区分」の値を

考慮する必要があるか？ 

（償却資産細目情報ファイルNo.4「種類区分」の値（02～08）も同様） 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

償却資産合計情

報ファイル 
項目名 資産数1 

償却資産合計情報ファイルの「資産数 1」は、償却資産細目情報ファイル「種類区分」＝01（構築物）の「数

量」の集計値になる。 

なお、集計時、各々の償却資産細目情報ファイル「特例区分」、「非課税区分」の値を考慮する必要はない。 

償却資産細目情報ファイル「種類区分」の値（02～08)も同様となる。 
 

Q07-25 

償却資産合計情報ファイルの「非課税分資産数1」に設定される値は、償却資産細目

情報ファイル「種類区分」＝01（構築物）、「非課税区分」＝1（非課税資産あり）

の「数量」の集計値となるか？ 

集計時、各々の償却資産細目情報ファイル「特例区分」の値を考慮する必要があるか？ 

（償却資産細目情報ファイルNo.4「種類区分」の値（02～08）も同様） 

資料の 

種類 
データ項目一覧表. 

移行 

ファイル名 

償却資産合計情

報ファイル 
項目名 非課税分資産数1 

償却資産合計情報ファイルの「非課税分資産数 1」は、償却資産細目情報ファイル「種類区分」＝01（構築

物）、「非課税区分」＝1（非課税資産あり）の「数量」の集計値になる。 

なお、集計時、各々の償却資産細目情報ファイル「特例区分」の値を考慮する必要はない。 

償却資産細目情報ファイル「種類区分」の値（02～08)も同様となる。 
 

Q07-26 

償却資産合計情報ファイルの「特例分資産数1」に設定される値は、償却資産細目情

報ファイル「種類区分」＝01（構築物）、かつ「特例区分」＝1（特例資産あり）の

「数量」の集計値となるか？ 

集計時、各々の償却資産細目情報ファイル「非課税区分」の値を考慮する必要がある

か？ 

（償却資産細目情報ファイルNo.4「種類区分」の値（02～08）も同様） 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

償却資産合計情

報ファイル 
項目名 特例分資産数1 

償却資産合計情報ファイルの「特例分資産数 1」は、償却資産細目情報ファイル「種類区分」＝01（構築

物）、かつ「特例区分」＝1（特例資産あり）の「数量」の集計値になる。 

なお、集計時、各々の償却資産細目情報ファイル「非課税区分」の値を考慮する必要はない。 

償却資産細目情報ファイル「種類区分」の値（02～08)も同様となる。 
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Q07-27 

償却資産合計情報ファイルの「前年前取得数量１」～「前年中減少価額1」、「理論帳

簿価額1」、「評価額1」の各項目に設定される値は、償却資産細目情報ファイル「種

類区分」＝01（構築物）の該当データの集計とするのか？ 

（償却資産細目情報ファイルNo.4「種類区分」の値（02～08）も同様） 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

償却資産合計情

報ファイル 
項目名 

前年前取得数量1 

前年前取得価額1 

前年中取得数量1 

前年中取得価額1 

前年中減少数量1 

前年中減少価額1 

理論帳簿価額1 

評価額1 

償却資産合計情報ファイルの「前年前取得数量1」～「前年中減少価額1」、「理論帳簿価額1」、「評価額1」

の各項目は、償却資産細目情報ファイル「種類区分」＝01（構築物）の該当データの集計値になる。 

償却資産細目情報ファイルNo.4「種類区分」の値（02～08)も同様となる。 
 

Q07-28 

「価格決定区分」＝1（理論帳簿価格を決定価格とする）の場合の「決定価格 1」の

値は、「理論帳簿価額 1」の値と等しく、「価格決定区分」＝2（評価額を決定価格と

する）の場合の「決定価格 1」の値は、「評価額 1」の値と等しくなっている必要が

あるか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

償却資産合計情

報ファイル 
項目名 

価格決定区分 

決定価格1 

「価格決定区分」＝1（理論帳簿価格を決定価格とする）の場合の「決定価格 1」は「理論帳簿価額 1」と等し

く、「価格決定区分」＝2（評価額を決定価格とする）の場合の「決定価格1」は「評価額1」と等しくなる。 
 

Q07-29 

「非課税分決定価格 1」は、「価格決定区分」の値に従って、相当する償却資産細目

情報ファイル「非課税区分」＝1（非課税資産あり）の「理論帳簿価額」または「評

価額」の一方のみの集計額とすればよいか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

償却資産合計情

報ファイル 
項目名 非課税分決定価格1 

「非課税分決定価格 1」は、「価格決定区分」の値に従って、相当する償却資産細目情報ファイル「非課税区

分」＝1（非課税資産あり）の「理論帳簿価額」または「評価額」の一方のみの集計額を設定することになる。 
 

Q07-30 

「特例分課税標準額 1」は、「特例フラグ」の値に従って、相当する償却資産細目情

報ファイル「特例区分」＝1（特例資産あり）の「理論帳簿価額」または「評価額」

の一方のみの集計額とすればよいか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

償却資産合計情

報ファイル 
項目名 特例分課税標準額1 

「特例分課税標準額 1」は、償却資産細目情報ファイル「種類区分」＝01（構築物）で特例が適用された資産

（「特例区分」＝1（特例資産あり））についての特例後課税標準額の合計値になる。 
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Q07-31 

「耐用年数」は、「相当年度」時点の法定耐用年数を設定し、「改正耐用年数」は、「相

当年度」内に、省令改正が無ければ、nullとするのか？それとも、「耐用年数」と同

じ値を設定するのか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

償却資産細目情

報ファイル 
項目名 

耐用年数 

改正耐用年数 

それぞれ 

・「耐用年数」は、取得年月日時点の耐用年数 

・「改正耐用年数」は、改正後の耐用年数 

・「改正耐用開始年」は、改正した年 

になる。 
 

Q07-32 

「取得年月日」から「相当年度」までに、省令改正が行われていた場合、「改正耐用

年数」の値を設定し、「改正耐用開始年」には、改正した年を設定するのか？ 

「相当年度」が「改正耐用開始年」前の「耐用年数」は「相当年度」時点の法定耐用

年数を設定し、「相当年度」が「改正耐用開始年」以降の「耐用年数」は「改正耐用

年数」の値と同じ値にするのか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

償却資産細目情

報ファイル 
項目名 改正耐用開始年 

省令改正が行われていた場合は、「相当年度」が「改正耐用開始年」の関係にかかわらず、 

・「耐用年数」は、取得年月日時点の耐用年数 

・「改正耐用年数」は、改正後の耐用年数 

・「改正耐用開始年は、改正した年 

を設定することになる。 
 

Q07-33 

区分所有分の金額は、所有物件に係る相当額を持分按分して計算するが、按分計算結

果の端数の扱いは、どのように設定するのか？ 

（1）切捨て 

（2）四捨五入 

（3）切上げ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

賦課情報ファイ

ル 
項目名 — 

按分計算結果の端数の扱いは、納税者有利の観点から「（１）切捨て」になる。 

ただし、移行時に個々にルールを定めた上で、移行を行う必要がある。 
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Q07-34 
「平方メートル当り評点数」に該当するデータがない場合、｢評点数｣値はどのように

きめるのか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

画地路線状況情

報ファイル 
項目名 

平方メートル当り評点

数 

「平方メートル当り評点数」がない場合は、評価額／地積を設定する。 

なお、中間標準レイアウト仕様では、「平方メートル当り評点数」は、同一画地内の筆に対しては全て同じ値

となるという考えに基づき、定義している。 

同一画地内の筆で「平方メートル当り評点数」が異なる場合は、関係者間で調整すること。 
 

Q07-35 

「固定明細課税標準額_小規模」～「固定前年度減額2後明細課税標準額_小規模」の

値が０の場合でも、「固定地積明細区分_小規模」、「都計地積明細区分_小規模」のコー

ド「地積明細区分」には「1(小規模住宅用地)」を設定するのか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

土地情報ファイ

ル 
項目名 

固定地積明細区分_小規

模 

都計地積明細区分_小規

模 

中間標準レイアウト仕様では、「固定地積明細区分_小規模」には「1(小規模住宅用地)」を設定するという考

えに基づき定義しているが、「固定明細課税標準額_小規模」～「固定前年度減額 2後明細課税標準額_小規

模」が「0」の場合は、「固定地積明細区分_小規模」はN/Aとなる。 

「都計地積明細区分_小規模」も同様になる。 
 

Q07-36 

「固定明細課税標準額_一般」～「固定前年度減額2後明細課税標準額_一般」の値が

０の場合でも、「固定地積明細区分_一般」、「都計地積明細区分_一般」のコード「地

積明細区分」には「2(一般住宅用地)」を設定するのか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

土地情報ファイ

ル 
項目名 

固定地積明細区分_一般 

都計地積明細区分_一般 

中間標準レイアウト仕様では、「固定地積明細区分_一般」には「2(一般住宅用地)」を設定するという考えに

基づき定義しているが、「固定明細課税標準額_一般」～「固定前年度減額 2後明細課税標準額_一般」が「0」

の場合は、「固定地積明細区分_一般」はN/Aとなる。 

「都計地積明細区分_一般」も同様に設定する。 
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Q07-37 

「固定地積明細区分_非住宅法人」、「都計地積明細区分_非住宅法人」の「コード」欄

に「地積明細区分」とあるが、07_固定資産税_コード一覧表.xlsから当該両項目には

「3(法人分非住宅用地)」を設定するものと判断している。 

「固定明細課税標準額_非住宅法人」～「固定前年度減額2後明細課税標準額_非住宅

法人」の値が０の場合でも、「3」を設定してもよろしいか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

土地情報ファイ

ル 
項目名 

固定地積明細区分_非住

宅法人 

都計地積明細区分_非住

宅法人 

中間標準レイアウト仕様では、「固定地積明細区分_非住宅法人」には「3(法人分非住宅用地)」を設定すると

いう考えに基づき定義しているが、「固定明細課税標準額_非住宅法人」～「固定前年度減額 2後明細課税標

準額_非住宅法人」が「0」の場合は、「固定地積明細区分_非住宅法人」はN/Aとなる。 

「都計地積明細区分_非住宅法人」も同様になる。 
 

Q07-38 

「固定明細課税標準額_非住宅個人」～「固定前年度減額2後明細課税標準額_非住宅

個人」の値が０の場合でも、「固定地積明細区分_非住宅個人」、「都計地積明細区分_

非住宅個人」のコード「地積明細区分には「4(個人分非住宅用地)」を設定するのか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

土地情報ファイ

ル 
項目名 

固定地積明細区分_非住

宅個人 

都計地積明細区分_非住

宅個人 

中間標準レイアウト仕様では、「固定地積明細区分_非住宅個人」には「4(個人分非住宅用地)」を設定すると

いう考えに基づき、定義している。 

「固定明細課税標準額_非住宅個人」～「固定前年度減額 2後明細課税標準額_非住宅個人」が「0」の場合

は、「固定地積明細区分_非住宅個人」は必須項目かつ X型のため、移行で XMLを使用する場合は空タグ表

記となる。 

「都計地積明細区分_非住宅個人」も同様になる。 
 

Q07-39 

「固定地積明細区分_農地」、「都計地積明細区分_農地」の「コード」欄に「地積明細

区分」とあるが、07_固定資産税_コード一覧表.xlsから当該両項目には「5(農地)」

を設定するものと判断している。 

「固定明細課税標準額_農地」～「固定前年度減額2後明細課税標準額_農地」の値が

０の場合でも、「固定地積明細区分_農地」、「都計地積明細区分_農地」のコード「地

積明細区分」には「5(農地)」を設定するのか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

土地情報ファイ

ル 
項目名 

固定地積明細区分_農地 

都計地積明細区分_農地 

中間標準レイアウト仕様では、「固定地積明細区分_農地」には「5(農地)」を設定するという考えに基づき定

義しているが、「固定明細課税標準額_農地」～「固定前年度減額2後明細課税標準額_農地」が「0」の場合は、

No.158「固定地積明細区分_農地」はN/Aとなる。 

「都計地積明細区分_農地」も同様になる。 
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Q07-40 
該当所在地に、「該当の小字が都市計画税課税対象」期間の情報を持っていない。移

行時点の最新情報で設定すればよいか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

物件所在地情報

ファイル 
項目名 都市計画フラグ 

「都市計画フラグ」は、土地家屋の所在地から都市計画税課税対象を設定する場合に、該当小字が都市計

画課税区域に該当するかどうかを設定する項目としており、以下のようになる。 

・所在地で都市計画税課税対象を設定しない場合は「0」 

・所在地で都市計画課税対象を設定しているが、期間の情報を持っていない場合は、移行時点の最新情報 

 

業務番号８ 個人住民税 

Q08-1 

当初課税資料データ（確定申告書入力データ、給報データ、年金給報データ等の課税

資料明細）を管理するマスタファイルは、移行するデータ項目に含まれているか？ 

課税データとしては、合算前の情報をシステムに保有している場合があり、その分を

移行するために使用したい。 

資料の 

種類 
— 

移行 

ファイル名 
— 項目名 — 

現状、計算結果を移行対象としており、根拠情報は移行情報には含んでいない。移行が必要な場合は、予

備領域を使用する。 
 

Q08-2 
「本人該当  配未区分」が0：非該当、1：夫あり、2：未成年となっているが、「妻

あり」は無いのか？ 

資料の 

種類 
コード一覧表 

移行 

ファイル名 
— コード名 本人該当  配未区分 

平成17年度の法令改正により「1：夫あり」が未使用となった。 

このため、未成年かどうかを判定するデータ項目としてのみ使用されるため、「妻あり」の場合は「0:非該当」

となる。 

 

Q08-３ 
期割情報ファイルで、「相当年度」に対して「賦課年度」が 1項目しか存在していな

いが、通常期と随期、複数年度随期の設定はどの様に想定しているか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

期割情報ファイ

ル 
項目名 

相当年度 

賦課年度 

(例) 

「相当年度」=2015に対し、2015年賦課の通常期（「賦課年度」=2015）、2016年賦課の随期（「賦課年度

=2016」）、2017年賦課の随期（「賦課年度」=2017）が存在する場合、同一の「台帳履歴番号」で 3レコードを管

理する。 

・「相当年度」=2015、「賦課年度」=2015のレコード 

・「相当年度」=2015、「賦課年度」=2016のレコード 

・「相当年度」=2015、「賦課年度」=2017のレコード 

 

上記の通り、3レコードで管理し、「普徴期割額１」～「普徴期割額２４」は各最新を格納する。ただし、移行元

ベンダ及び移行先ベンダ間でシステム仕様が異なる場合もあるため、検討の上、データ格納をする。 
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Q08-４ 

期割情報ファイルのレイアウト上、「普徴期割税額１」～「普徴期割税額２４」まで

存在しているが、通常期割が 4期割の場合は 5期から随期、通常期割が 10期割の

場合は 11期から随期と考えて問題ないか。また、24期まで存在しているのはなぜ

か？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

期割情報ファイ

ル 
項目名 普徴期割税額1～24 

随期の取り扱いは、通常期の後を想定しているため問題ないが、移行元ベンダ及び移行先ベンダ間でシス

テム仕様が異なる場合もあるため、検討の上、データを格納する。 

また、通常期が毎月納期、随期も毎月納期で最大 12期＋12期で 24期としているため、普徴期割が 24期

まで存在している。 
 

Q08-５ 

年金特徴関連の各通知は全て「00通知（年金特徴対象者情報）」を基準に作成する必

要があると思うが、年金特徴対象者情報ファイルのデータ項目一覧表には、通知内容

自体の項目が殆ど存在しないのはなぜか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

年金特徴対象者

情報ファイル 
項目名 レコードイメージ 

年金特徴対象者情報ファイルのデータ項目で移行後の通知作成が困難な場合、年金特徴対象者情報ファ

イルの「レコードイメージ」に設定する。 

 
業務番号９ 法人住民税 

Q09-1 

eLTAX電子申告の固有情報（納税者ID等）は、eLTAXから受信する課税情報等を

法人住民税システムに登録されている法人情報に紐づけるためのキー項目であり、他

のデータ項目では代替できない。移行対象に含まれているか？ 

資料の 

種類 
— 

移行 

ファイル名 
— 項目名 — 

中間標準レイアウト仕様では、eLTAXの情報は、移行を行わなくとも更正処理等が可能であるため、移行対

象外としている（業務固有の留意事項に記載のとおり）。移行が必要な場合は、予備領域を使用する。 
 

Q09-2 
コード「申告種類区分」において、「均等割申告書」は、移行するデータ項目に含まれ

ているか？ 

資料の 

種類 
コード一覧表 

移行 

ファイル名 
— コード名 

申告種類区分 

申告区分 

「均等割申告書」は、コード「申告区分」に「09：均等割申告」として含まれている。 
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業務番号１０ 軽自動車税 

なし 
 
業務番号１１ 収滞納管理 

Q11-1 
納税義務者情報ファイルの送付先情報を税目単位で管理できない仕様であるが、各税

目で送付先が異なることがある場合は、どのように管理するのか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

納税義務者情報

ファイル 
項目名 — 

税目単位で管理する場合には、各税目(業務システム)で定義するレイアウト(「業務別送付先情報ファイル」)

を使用する。 
 

Q11-2 
通知書情報ファイル_固定資産税等に「期割数」の項目があるが、これは通知書情報

キーごとの実際の期割数をセットするものか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

通知書情報ファ

イル_固定資産税 

等 

項目名 期割数 

固定資産税と国民健康保険の通知書情報ファイルにある「期割数」は、その通知書（年度単位）が何期で割

られているかを表している。 

例えば、固定資産税で年税額が低いために 1期に全額期割する場合は 1をセットする。また、通常の 4期

割で全期前納を行ったデータの場合は、期割の数が4期割のため、4をセットする。 
 

Q11-3 
「申告区分」が修正申告の場合には、回数が必要である。どのように管理したらよい

か？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

各期別情報ファ

イル 
項目名 徴収番号 

各期別情報ファイルにある徴収番号で、修正申告の回数を管理する。 
 

Q11-4 
コンビニ納付やクレジット納付を管理する項目として、「速報又は確報の区分」「速報

の金額」「収納コンビニコード」は、データ移行の対象項目に含まれているか？ 

資料の 

種類 
— 

移行 

ファイル名 
— 項目名 — 

コンビニ納付やクレジット納付の速報は、公金前の状態であるため、データ移行の対象から除外し、確定情

報のみをデータ移行の対象としている。 
 

Q11-5 
法人住民税に係る期別調定情報として、「歳出還付すべき税割額、均等割額」「減免税

割額、均等割額」のデータ項目は移行対象に含まれているか？ 

資料の 

種類 
— 

移行 

ファイル名 
— 項目名 — 

「歳出還付すべき税割額」は、既存システムにて過誤納情報を整理したのちのデータ移行を前提としており、

データ移行の対象外としている（業務固有の留意事項に記載）。 

また、中間標準レイアウト仕様では、「減免税割額、均等割額」の管理は行っていない。収滞納システムから

調定表を作成する場合には、「減免税割額、均等割額」が必要となるが、賦課システムから減免額を印字した

調定表を出すケースもある。必要な場合は、予備領域を使用して移行する。なお、減免税額の扱いは、法人住

民税のみに限らず、他の税目でも同様である。 
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Q11-6 

分割納付ファイルに、「端数処理方法（初回、最終回・・・）」「延滞金徴収（随時、

本税優先・・・）」「納付間隔（毎月、隔月・・・）」のデータ項目は移行対象として

含まれているか？ 

資料の 

種類 
— 

移行 

ファイル名 
— 項目名 — 

中間標準レイアウト仕様では、納付計画_分割納付ファイルと合わせて分納計画としており、分納計算済の

データ項目はデータ移行の対象としているが、細かなデータ項目は対象外としている。移行が必要な場合は、

予備領域を使用する。 
 

Q11-7 
各税目の納付履歴情報ファイルに、消込時の納付書の束を管理する「束NO」は、デー

タ移行の項目として含まれているか？ 

資料の 

種類 
— 

移行 

ファイル名 
— 項目名 — 

データ移行する項目としては、消込処理完了後のデータ項目を対象としており、「束 NO」は対象外としてい

る。移行が必要な場合は、予備領域を使用する。 
 

Q11-8 

金融機関や窓口で支払った場合の納付書原票をイメージファイル化（JPG等）し、収

納状況等の照会画面にて参照できるよう、イメージファイルと連携するようなキー項

目は、データ移行の項目として定義しているか？ 

資料の 

種類 
— 

移行 

ファイル名 
— 項目名 — 

納付した内容はイメージファイルの有無にかかわらず管理していることから、イメージファイルはデータ項目

として定義していない。移行が必要な場合は、予備領域を使用する。 
 

Q11-9 

業務固有の留意事項の、「個人住民税における普通徴収分と給与特徴分、退職分離課

税分、年金天引分は、別税目としてデータ管理を行う前提とする。」とは、具体的に

どのようなことか？ 

資料の 

種類 
業務固有の留意事項 

移行 

ファイル名 
— 項目名 — 

普通徴収分と給与特徴分、退職分離課税分、年金天引分について税目を別に設定することを示している。

コード一覧表上も別税目として定義している。 
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業務番号１２ 国民健康保険 

Q12-1 国保外来支給ファイルの「診療年月」とは何を示しているのか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

国 保 外 来 支 給

ファイル 
項目名 診療年月 

実際に病院に診療された月のことである。 
 

Q12-2 
コード「若年高齢区分」において、「若年分高額支給」、「高齢分高額支給」、「高齢高

額支給分」とあるが、それぞれどの高額療養費が発生した場合に区分けするのか？ 

資料の 

種類 
コード一覧表 

移行 

ファイル名 
— コード名 若年高齢区分 

「若年分高額支給」及び「高齢分高額支給」は、75歳特例の場合であっても、「高齢分高額支給」に含まれ

る。 

「高齢高額支給分」は算定過程のデータを表している。支給実績のみを移行の対象とする場合は、上記２つ

の区分のみ使用する。 
 

Q12-3 

国保債主ファイル、国保高額支給ファイル、国保出産育児一時金ファイル、国保葬祭

費ファイル、国保差額支給ファイル、国保償還払いファイル、国保高額介護合算申請

ファイルのそれぞれに口座情報を保有しているが、ファイル間の関連についてどのよ

うに設定すればよいか？また一人が複数口座を用いる場合にはどのように設定すれ

ばよいか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

国保債主ファイル 

国保高額支給ファイル 

国保出産育児一時金

ファイル 

国保葬祭費ファイル 

国保差額支給ファイル 

国保償還払いファイル 

国保高額介護合算申請

ファイル 

項目名 口座情報 

住登外管理において口座情報を設定しているが、業務内の詳細な対応関係が複雑になり、住登外管理だ

けでは不十分なケースもある。このため、国民健康保険としても給付実績を保有するファイルを設定し、対象と

なる支給において使用する振込先口座が管理できる。 

なお、支給ごとに振込先が異なるケースは、各ファイルに口座を設定し、対応可能である。 
 

Q12-4 

国保被保険者資格ファイルについて、得喪ではない異動（続柄変更など）があった場

合にセットする「異動年月日」「届出日」「異動事由」のデータ項目の管理は必要では

ないか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

国保被保険者資

格ファイル 
項目名 — 

国保被保険者資格ファイルは、取得、喪失履歴の「異動日」「届出日」「異動事由」などの基本的な情報を管

理するマスタとしており、続柄変更時の「異動年月日」「届出日」「異動事由」の管理は不要である。 
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業務番号１３ 国民年金 

Q13-1 

コード一覧表「国民年金種別」の「2：任意」は、任意（60歳まで）、高齢任意（65

歳まで）、特例任意（70歳まで）があるが、これらの種類ごとに「国民年金種別」で

定義するコードを分けられるか？ 

資料の 

種類 
コード一覧表 

移行 

ファイル名 
— コード名 

国民年金種別 

取得理由 

コード一覧表｢取得理由｣で、｢６０歳以上｣又は「６５歳以上」に該当するかどうかで区分けする。「任意（60歳

まで）」は「取得理由」のコード：２４「在外任意加入」を使用する。 

Q13-2 
付加記録・基金記録について、履歴情報を含めて移行ができるか。（履歴連番等がな

いが、年月日等で前後関係を判断できるか） 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

付加基金ファイ

ル 
コード名 付加記録・基金記録 

国民年金の業務では付加・国民年金基金の加入履歴を移行対象としている。履歴の順番については「付加

納付申出_該当年月日」の前後関係で判断する想定である。 

Q13-3 
免除記録・不在記録について、履歴情報を含めて移行ができるか。（履歴連番等がな

いが、年月日等で前後関係を判断できるか） 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

免除関連ファイ

ル 
コード名 免除記録・不在記録 

国民年金の業務では法定免除や申請免除の履歴を移行対象としている。履歴の順番については「免除受

付年月日」等の日付の前後関係で判断する想定である。 

Q13-4 
資格得喪記録について、履歴情報を含めて移行ができるか。（履歴連番等がないが、

年月日等で前後関係を判断できるか） 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

資格得喪ファイ

ル 
コード名 資格得喪記録 

国民年金の業務では資格の取得、及び喪失の履歴を移行対象としている。履歴の順番については「資格取

得年月日」等の日付の前後関係で判断する想定である。 

Q13-5 「免除継続申請者」 の情報はどこに定義されているか。 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

免除関連ファイ

ル 
コード名 免除継続申請者 

免除継続申請者については、免除関連ファイルの免除理由として15（継続申請）を設定する想定である。 

Q13-6 「２号資格」 の情報が、移行ファイル構成表の中にない。 

資料の 

種類 

ファイル構成表 

データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 
－ コード名 － 

中間標準レイアウト仕様では２号資格を管理するように定義していない。データの移行が必要な場合には、

予備領域を利用するか、別途ファイルを作成する。 
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業務番号１４ 介護保険 

Q14-1 
介護世帯ファイルの「賦課年度」と「賦課対象年度」はデータ項目の説明がともに賦

課年度となっているが、どのような違いがあるか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

介護世帯ファイ

ル 
項目名 

賦課年度 

賦課対象年度 

「賦課対象年度」は、税情報の賦課対象年度となる。例えば、該当年度の税情報が無いケース（仮徴収額変

更等）においては前年の税情報を参照するため、「賦課年度」と「賦課対象年度」は異なる年度となる。 
 

Q14-2 

税情報ファイルについて、高額介護サービスの判定のため、住民税減免額（又は、減

免後市町村民税所得割、減免後市町村民税均等割）のデータ項目はどのように設定す

るのか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 
税情報ファイル 項目名 課税非課税区分 

市町村独自の減免に関しては、税情報ファイルの「課税非課税区分」を「0：非課税」に、「非課税区分」を

「20：減免による非課税」に設定する。 
 

Q14-3 
負担限度額認定ファイルの「合計所得金額」と、税情報ファイルの「合計所得額」の

意味合いは同じか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

負担限度額認定

ファイル 

税情報ファイル 

項目名 合計所得額 

負担限度額認定ファイルの「合計所得金額」は、算定時の税情報を管理する項目であり、税情報ファイルの

「合計所得額」は、年度を通しての税情報である。そのため、意味合いは異なる。 
 

Q14-4 

利用者負担減免ファイルに関し、社会福祉法人等による利用者負担額軽減措置内に種

類を設け、”一般”、 ”生保”、 ”軽減者”として管理している場合はどのように対

応すればよいか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

利用者負担減免

ファイル 
項目名 利用者負担減免率 

「利用者負担減免率」のデータ項目を利用して対応する。 
 

Q14-5 

二次予防事業対象者ファイルの「事業所番号」について、データ型X10桁と1項目

で管理されているが、他のファイルにおいては2項目（「事業者都道府県コード（X2

桁）」+「事業者番号（X8桁）」）で管理されている。記載内容が違うのはなぜか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

二次予防事業対

象者ファイル 
項目名 事業所番号 

二次予防事業対象者ファイルは、JAHIS（保健医療福祉情報システム工業会）発行の「平成 24年 4月介護

保険制度改正による介護予防・日常生活支援総合事業市町村（保険者）と地域包括支援センター間インタ

フェース仕様検討報告書」より作成しており、「事業者番号」は10桁にしている。 

事業者都道府県コード（2桁）、事業者番号（8桁）としても、データ移行はできる。 
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Q14-6 

備考欄に「No.3「賦課年度」が 2018移行の場合、必須となります。」とあるが、

2017年から介護保険に関する法改正（所得指標の見直し）を実施している場合は、

データ移行の対象項目は必須ではないか？  

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 
税情報ファイル 項目名 

分離短期一般特別控除

額 

分離短期軽減特別控除

額 

分離長期一般特別控除

額 

分離長期特定特別控除

額 

分離長期軽課特別控除

額 

介護保険に関する法改正（所得指標の見直し）は、原則2018年4月から施行され、自治体判断で2017年4

月施行とすることも可能とされている。よって、2017年のデータ移行の対象項目は任意となる。 

 
業務番号１５ 後期高齢者医療 

Q15-1 

業務固有の留意事項に、「年度末のタイミングで移行ファイルを作成することを前提

とする」の記載があるが、これは各種統計の関係等で年度末時点の情報を使用するこ

とが多いためか？ 

資料の 

種類 
業務固有の留意事項 

移行 

ファイル名 
— 項目名 — 

システム更改のタイミングは年度途中ではなく、年度が切替わるタイミングである方が、統計関係や通知物

等に関してもシステム更改しやすいと考え、前提として記載している。 
 

Q15-2 
過誤納情報ファイルの「過誤納金額」及び還付充当情報ファイルの「還付充当金額」

について、加算はどのように行うのか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

過誤納情報ファ

イル 

還 付 充 当 情 報

ファイル 

項目名 
過誤納金額 

還付充当金額 

過誤納情報ファイルの「過誤納金額」について、延滞金や督促手数料で過誤納が発生した場合、項目別に

管理せず当該項目に加算する。また、還付充当情報ファイルの「還付充当金額」について、延滞金・督促手数

料の還付・充当が発生した場合、項目別に管理せず当該項目に加算する。 
 

15-3 代納人情報をどのファイルでデータ移行するのか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

口座情報ファイ

ル 
項目名 — 

代納人情報が本人ではなく、家族など別人が保険料を支払っているケースでは、口座情報ファイルに口座

振替を行う方の口座名義を設定する。 
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Q15-4 
口座情報ファイルについて、保険料徴収で使用する口座情報には、還付口座のファイ

ルも必要と考えるがどのようにデータ移行するのか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

口座情報ファイ

ル 
項目名 口座利用区分 

「口座利用区分（1共通、2口座振替、3還付）」を使用して、データ移行する。 
 

Q15-5 

特別徴収該当者情報ファイルの「相当年度」について、本徴収(10月～2月)と仮徴

収(4月～8月)まで基本的に同じ年金からの天引きと考えられるが、「相当年度」はど

のように使用するのか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

特別徴収該当者

情報ファイル 
項目名 相当年度 

保険料情報ファイルとの紐付けに使用する。 
 

Q15-6 

特別徴収依頼情報ファイル、特別徴収各種異動情報ファイル、特別徴収対象者情報

ファイル、特別徴収依頼処理結果情報ファイル、特別徴収結果情報ファイルについて、

何年分又は何月分を判断することは可能か？ 

資料の 

種類 
業務固有の留意事項 

移行 

ファイル名 
— 項目名 — 

作成年月日で判断する。 
 

Q15-7 
送付先情報ファイル、連絡先情報ファイル、口座情報ファイル、特記情報ファイルの

「個人区分コード」は何のためのものか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

送付先情報ファ

イル 

連絡先情報ファ

イル 

口座情報ファイ

ル 

特記情報ファイ

ル 

項目名 個人区分コード 

「個人区分コード」と「宛名番号」にて各ファイルを紐付けするのに使用する。 
 

Q15-8 

被保険者が申請を取り下げてきた場合や、滞納が継続し、市町村の権限（職権）で、

申請を却下し、普徴申請者情報ファイルに「適用終了日」が必要な場合はどのように

対応すればよいか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

普徴申請者情報

ファイル 
項目名 — 

普徴申請者情報ファイルには申請が却下又は取消されたデータを移行しない。継続して普通徴収する被保

険者の最新情報がデータ移行の対象である。「適用終了日」が必要な場合は、予備領域を使用する。 
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Q15-9 

収納履歴情報ファイルについて、同一の年度、期別に対して複数件同時に入金があっ

た場合、全てのデータ項目が重複するが、一意で識別できるキー項目(通し連番)が必

要か？また、過誤納情報ファイル、還付充当情報ファイルは、過誤発生元となる収納

履歴情報ファイルと紐付けを行うためにキー項目(通し連番)と連動するキー項目が必

要か？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

収 納 履 歴 情 報

ファイル 
項目名 — 

移行ファイル関連図に記載しているように、基本的に収納履歴情報ファイルと過誤納情報ファイル（又は還

付充当情報ファイル）は、「被保険者番号」「賦課年度」「相当年度」「賦課管理番号」「徴収方法区分コード」「期

別番号」で紐付けができるため、不要である。 

 
業務番号１６ 健康管理 

Q16-1 基本_特定健診結果ファイルに「たばこ（問診）」の項目を追加できるか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

基本_特定健診結

果ファイル 

基本チェックリ

ストファイル 

項目名 — 

基本_特定健診結果ファイルに関しては、特定健診開始以前のデータを考慮し、データ移行の対象として必

要最低限のデータ項目を定義している。たばこ等の問診内容に関しては、基本チェックリストファイルを使うこ

とができる。また、基本_特定健診結果ファイルに「たばこ（問診）」の項目を追加したい場合は、予備領域を使

用すれば可能である。 

 
業務番号１７ 児童手当 

Q17-1 児童手当・特例給付を判定するための所得情報を追加できるか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

現況情報ファイ

ル 
項目名 

所得額 

控除額 

現況情報ファイルを追加し、該当テーブルに「所得額」、「控除額」を保持するようにしているため、これを使

用する。 
 

Q17-2 
振込口座情報ファイルにおいて、受給者の口座が変更となる場合があるが、履歴を保

持できるか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

振 込 口 座 情 報

ファイル 
項目名 連番 

「連番」を使用することにより複数履歴を保持可能である。 
 

Q17-3 
受給者情報ファイルについて、出生、転出等の15日以内の要件の受給者はどのよう

に判断すればよいか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

受給者情報ファ

イル 
項目名 

異動年月日 

支給開始年月日 

認定請求年月日 

受給者情報ファイルの「異動年月日」、「支給開始年月日」、「認定請求年月日」との関係で判断できる。 

具体的には、「支給開始年月日」と「認定請求年月日」の年月が同年月で、かつ「認定請求年月日」が「異動

年月日」の翌日から15日以内の受給者は、15日以内の要件の受給者と判断できる。 
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Q17-4 

移行ファイル関連図の各移行ファイルにキー情報となりえる項目名が箇条書きされ

ているが、これは、その移行ファイルがDBに格納された際のインデックス情報とな

りえるキー項目か？ 

資料の 

種類 
移行ファイル関連図 

移行 

ファイル名 
— 項目名 — 

中間標準レイアウト仕様ではDBのインデックス情報やキー情報を定義していない。 

移行ファイル関連図に記載している項目名は、移行ファイル間を関連付けるデータ項目名称にすぎない。 
 

Q17-5 
受給者情報ファイルがトップ階層のファイルである事を示しているがこのファイル

のキー情報は、児童手当認定番号、認定年度、児童手当履歴番号と考えてよいか？ 

資料の 

種類 
移行ファイル関連図 

移行 

ファイル名 
— 項目名 — 

中間標準レイアウト仕様ではDBのインデックス情報やキー情報を定義していない。 

 

業務番号１８ 生活保護 

 なし 

 

業務番号１９ 障害者福祉 

Q19-1 

コード「身体障害者手帳交付事由」等、一部に「その他」として「Ｚ」を当てている

箇所があるが、他のコードでは見られないようである。「Ｚ」を当てている理由はな

にか？ 

資料の 

種類 
コード一覧表 

移行 

ファイル名 
— コード名 

身体障害者手帳交付事

由 等 

1桁であることと、精神手帳交付事由が'8'まで使用しているために溢れを考慮して、「その他」に「Ｚ」を設定し

た。 
 

Q19-2 
身体障害者手帳ファイルについて、同一人物が手帳の更新に伴い複数の手帳番号が履

歴上存在する場合、データはどのように作成すればよいか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

身体障害者手帳

ファイル 
項目名 

身体障害者手帳初回交

付日 

身体障害者手帳番号 

「身体障害者手帳初回交付日」と「身体障害者手帳番号」が相違するので、履歴を複数件作成することも可

能である。 
 

Q19-3 

身体障害者手帳ファイルについて、一部の手帳には、都道府県＋記号＋番号で表示さ

れているケースがある。この記号部分には「更」や「Ⅰ」等があるが、この部分はど

こに格納するのか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

身体障害者手帳

ファイル 
項目名 身体障害者手帳交付者 

「更」や「Ⅰ」を設定するのであれば、「身体障害者手帳交付者」に格納する。 
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Q19-4 
身体障害者手帳ファイルについて、障害情報を10件格納できるが、格納する順番に

ルールがあるのか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

身体障害者手帳

ファイル 
項目名 — 

格納された順に手帳情報として表示されるため、1番目は主障害で、手帳に記載されている順番で格納す

る。 
 

Q19-5 
身体障害者手帳ファイルについて、身障手帳の申請情報の進達日はどれに該当する

か？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

身体障害者手帳

ファイル 
項目名 身体障害者手帳申請日 

申請日が相当する。 
 

Q19-6 
保護者ファイルについて、保護者が途中でいなくなった場合は、レコードを削除する

のか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 
保護者ファイル 項目名 — 

保護者は最新情報のみ管理しているため、途中でいなくなった場合は削除する。 

ただし、履歴管理等が必要で、削除できない場合、履歴情報のデータは予備領域を使用する。 
 

Q19-7 
障害福祉サービス申請決定ファイル及び障害児支援申請決定ファイルにおいて、モニ

タリング実施予定月の関連項目をどのように管理するのか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

障害福祉サービ

ス申請決定ファ

イル 

障害児支援申請

決定ファイル 

項目名 モニタリング期間 

それぞれ「モニタリング期間」で管理する。 
 

Q19-8 

身体障害者手帳ファイル、療育手帳ファイル、精神手帳ファイルのそれぞれで「返還

事由」と「返還日」を保持しているが、資格状態を判断する日付として使用して問題

ないか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

身体障害者手帳

ファイル 

療育手帳ファイ

ル 

精神手帳ファイ

ル 

項目名 

身体障害者手帳返還事由

コード 

療育手帳返還事由コード 

精神手帳返還事由コード 

身体障害者手帳返還日 

療育手帳返還日 

精神手帳返還日 

交付日から返還日の間を手帳資格有と判断する。よって、資格喪失した日を返還日として管理する。 
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Q19-9 
育成医療診療内容ファイル及び更生医療診療内容ファイルに事務上必要ではない

データ項目（ともに「支払年月」）がある。これは必須項目か？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

育成医療診療内

容ファイル 

更生医療診療内

容ファイル 

項目名 支払年月 

レセプトが発生した場合に管理する情報のため、「支払年月」は必須である。 

基本的には診療年月の2カ月後が「支払年月」となる。 
 

Q19-10 

以下の移行ファイルについて、「税情報」と「世帯の税情報」のデータ項目があるが、

税情報の基準となる年度とはどの日付を用い、抽出期間はどの範囲とすればよいか。 

・補装具ファイル 

・日常生活ファイル 

・更生医療ファイル 

・育成医療ファイル 

・精神通院ファイル 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

補装具ファイル 

日常生活ファイル 

更生医療ファイル 

育成医療ファイル 

精神通院ファイル 

項目名 － 

各移行ファイルの申請日又は決定日を用い、対象年度と抽出期間を算出する。 

 
業務番号２０ 財務会計 

  なし 
 
業務番号２１ 人事給与 

Q21-1 
住居手当台帳情報ファイルにおいて、「配偶者家賃」はどのデータ項目で管理するの

か？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

住居手当台帳情

報ファイル 
項目名 家賃額_留守宅分 

「家賃額_留守宅分」が「配偶者家賃」に該当する。 

 

業務番号２２ 文書管理 

Q22-1 

保管ファイル分類ファイルについて、分類名称だけでなく、「A 総務 – B 一般」、「01 

市民 – 02 消防」のように分類コードを保持し別管理している場合、どのように対

応すればよいか？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

保管ファイル分類

ファイル 
項目名 

保管ファイル分類管理番

号 

分類名称 

「保管ファイル分類管理番号」にて、分類コードを管理する仕様となっている。また管理項目の中に「分類名

称」があり、分類コードと分類名称の管理が可能である。 
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Q22-2 保管文書ファイルの「システム種別」の用途は何か？ 

資料の 

種類 
データ項目一覧表 

移行 

ファイル名 

保管文書ファイ

ル 
項目名 システム種別 

複数のシステム（財務、庶務、文書等）の文書を保管する場合に、管理するために使用する。文書管理シス

テムで起案した文書のみ保管する場合は、固定コードを設定する。 

 
業務番号２３ 子ども子育て支援 

  なし 
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６章  中間標準レイアウト仕様

の改定内容 
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６．１  中間標準レイアウト仕様 V1.0から V2.0への改定内容 

（1） 法令改正等対応 

中間標準レイアウト仕様V1.0公開から平成25年８月までに施行された法令改正等に対する改定を実

施した。以下に、法令改正等への対応内容を示す。 

 
表 60 Ｖ2.0で対応した法令改正等 

業務

番号 
業務システム 中間標準レイアウト仕様の改定が必要であった法令改正等 

2 印鑑登録 ・平成 24年７月： 住民基本台帳法の一部を改正する法律（平成 21

年法律第77号）(外国人住民制度） への対応 

7 固定資産税 ・平成24年４月：地方税法第341条、第409条、地方税法附則第17

条の2に定める家屋評価替への対応 

8 個人住民税 ・平成 25年４月：地方税法等の一部を改正する法律（生命保険料控

除の改組（個人住民税））の施行に伴うコード追加 

12 国民健康 

保険 

・平成24年７月：住民基本台帳法の一部を改正する法律（平成21年

法律第77号） に伴う異動事由の見直し 

・平成 25年４月：健康保険法改正（特定世帯等に係る軽減特例処置

の延長）の項目追加 

・平成24年４月：国民健康保険法施行令等の一部を改正する政令改

正（年少扶養控除廃止）に伴う所得項目の見直し 

13 国民年金 ・平成24年７月：住民基本台帳法の一部を改正する法律（平成21年

法律第77号）(外国人住民制度） に伴う異動事由の見直し 

・平成24年４月：国民年金法省令改正（年少扶養控除廃止）に伴う所

得項目の見直し 

14 介護保険 ・平成 24年４月：介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の

一部を改正する法律による改正（平成23年法律第72号）(介護予防・

日常生活支援総合事業の創設)によるインタフェース追加 

・平成 24年４月：健康保険法等の一部を改正する法律による介護保

険法改正（平成18年法律第83号）（保険料の上昇の緩和(高齢者の

保険料負担の軽減）)による項目の見直し 

・平成24年４月：介護保険法改正(地域区分の細分化)によるコードの

見直し 

17 児童手当 ・平成 24年４月：児童手当法の一部を改正する法律の改正（「子ども

手当」から「児童手当」への制度変更）に伴う変更 
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業務

番号 
業務システム 中間標準レイアウト仕様の改定が必要であった法令改正等 

18 生活保護 ・平成24年12月：生活保護法第29条に基づく調査の金融機関本店

等への一括照会の実施に伴う照会依頼項目の見直し 

・平成25年８月：改正（基準改定）に伴う基準額項目の見直し 

19 障害者福祉 ・平成24年４月：法改正（障害児通所の創設等）対応 

・平成 25年４月：地域社会における共生の実現に向けて新たな障害

保健福祉施策を講ずるための関係法律の整備に関する法律改正（障

害者範囲見直し）への対応 

 

（2） 地域情報プラットフォーム標準仕様との整合性確保 

中間標準レイアウト仕様V1.0は、APPLICにおいて作成されている地域情報プラットフォーム標準仕様

の自治体業務アプリケーションユニット標準仕様V2.3との整合性が確保されている。その後、自治体業

務アプリケーションユニット標準仕様は、V2.5まで改定されており、自治体業務アプリケーションユニット

標準仕様との整合性も確保する必要があるため、自治体業務アプリケーションユニット標準仕様V2.5で

定義されているデータ項目の反映を行った。 

 

（3） 中間標準レイアウト仕様の対象範囲の拡張 

中間標準レイアウト仕様V1.0では、パッケージが共通的に持っているデータ項目を中心に設定を行っ

ていたが、中間標準レイアウト仕様V2.0では、さらにシステム更改におけるデータ移行を円滑に進めるこ

とができるような効果のある項目を、積極的に中間標準レイアウト仕様のデータ項目として追加（具体的

には、複数のパッケージがデータ移行における必須項目として定義している項目などは、データ移行を

円滑に進めるために有効な項目と判断して、中間標準レイアウト仕様のデータ項目として取り込んでい

る）した。 

 
表 61 V1.0とV2.0の項目数 

業務システム V1.0 V2.0 業務システム V1.0 V2.0 

1.住民基本台帳 268 273 12.国民健康保険 903 937 

2.印鑑登録  23 27 13.国民年金 185 187 

3.住登外管理 151 259 14.介護保険 1,196 1,243 

4.戸籍 3,227 3,321 15.後期高齢者医療 574 426 

5.就学 95 95 16.健康管理 435 448 

6.選挙人名簿管理 114 114 17.児童手当 116 146 

7.固定資産税 821 823 18.生活保護 2,012 2,154 

8.個人住民税 536 549 19.障害者福祉 1,374 1,898 

9.法人住民税 190 191 20.財務会計 216 219 

10.軽自動車税 108 110 21.人事給与 928 926 

11.収滞納管理 756 757 22.文書管理 177 177 
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（4） 予備領域の設定 

中間標準レイアウト仕様V1.0では、中間標準レイアウト仕様として定義されていない独自性の高い個

別のデータ項目は、別ファイルでのデータ移行が必要となり、データ移行に要する作業工数が増えてい

た。そこで、中間標準レイアウト仕様V2.0では、独自性の高い個別データ項目も一つのファイルに含め

て、同じファイルでデータ移行ができるよう、汎用性の高い予備領域を設定した。 

 

（5） 印影データ画像（印鑑画像）に関するデータ項目の追加 

中間標準レイアウト仕様V1.0では印影データ画像（印鑑画像）に関して定義していたデータ項目は 

「印影データ」のみであった。しかし、データ形式、解像度等がそれぞれの団体で統一されていないことか

ら、「印影データ」のみでは、移行に必要な情報が不足しており、移行が困難であった。V2.0では、データ

形式や解像度を記載するデータ項目を設け、印影データの情報を付加することで、印影データの移行を

確実なものとした。 

 

1 印鑑管理番号 9 8 ○

2 印影履歴番号 9 8 ○

3 印影データ B 30000 ○

4 印影データ画像形式 X 2 画像形式コード

5 印影データ画像水平解像度 9 4

6 印影データ画像垂直解像度 9 4

必須[○]
／任意
[空白]

繰り返し
[2回以上の場

合のみ記載]

データ項目一覧表
業務名

印鑑登録

No. データ項目名称 データ型 桁数
外字
使用

コード

  
図 48 中間標準レイアウト仕様に追加した印鑑画像のデータ項目 

追加したデータ項目 
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６．２  中間標準レイアウト仕様 V2.0から V2.1への改定内容 

 

（1） 法令改正等対応 

平成25年９月から平成26年10月末までに施行された法令改正等及び平成26年10月末時点で平

成26年11月以降に施行される法令改正等において改定内容が明確に分かる法令改正等に対する改

定を実施した。 

表 62 Ｖ2.1で対応した法令改正等 

業務 

番号 
業務システム 中間標準レイアウト仕様の改定が必要であった法令改正等 

APPLIC  

V2.6の状況 

1 住民基本台帳 ・平成27年４月:出入国管理法改正 － 

3 住登外管理  ・平成27年４月:出入国管理法改正 － 

6 選挙人名簿管理 ・平成25年６月:公職選挙法改正（成年被後見人の選挙権） 対応済み 

8 

個人住民税  

・平成26年４月:個人住民税税制改正 

（公的年金等支払報告書の電子的提出の義務化、復興特別所得

税の創設（所得税・住民税）） 

対応済み 

12 国民健康保険  ・平成27年１月:国保連合会（国保被保険者異動データの変更） 

・平成 27年１月:国民健康保険法（70歳未満の高額療養費の自己負

担限度額の変更） 

－ 

18 生活保護 ・平成26年７月:生活保護法の一部を改正する法律案 

（就労による自立の促進、不正・不適正受給対策の強化等、医療扶

助の適正化（指定医療機関制度の指定の更新制を導入等）） 

－ 

19 障害者福祉  ・平成 26年７月:障害者福祉に関する法改正対応（障害支援区分へ

の名称・定義の改正、障害児通所支援に係る多子軽減措置、共同

生活介護の共同生活援助の一元化、重度訪問介護の対象拡大、

障害児・者に対する相談支援の充実） 

－ 

 

（2） 地域情報プラットフォーム標準仕様との整合性確保 

前述の法令改正対応の中で、APPLICの地域情報プラットフォーム標準仕様の自治体業務アプリケー

ションユニット標準仕様V2.6で対応済みの改定事項について整合性を確保した。 

 

（3） 社会保障・税番号制度対応 

社会保障・税番号制度に関し、個人番号の指定・通知事務（対象業務：住民基本台帳、住登外管理）

について、下記の対応を実施した。 
 

表 63 社会保障・税番号制度に伴う改定内容 

業務

番号 
業務システム 改定内容 

1 住民基本台帳 
・「個人番号」の追加 
・送付先情報ファイルの追加 

3 住登外管理  ・「個人番号」「法人番号」の追加 
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（4） 協力事業者からの意見反映 

協力事業者からの意見を基に、データ項目の追加、桁数の修正、項目説明の強化等126件の修正を

実施した。 

（5） 「住民基本台帳」のコード値の改定 

住民基本台帳のコードは、社会保障・税番号制度導入を考慮した最新の『既存住基システム改造仕

様書』と整合させる方針とし、下記の対象コードの改定を実施した。 
・住民基本台帳異動事由コード 
・年号コード 
・続柄コード  

（6） 「中間標準レイアウト仕様の記載内容」の追記 

従来からの予備領域の説明に加え、中間標準レイアウト仕様の定義や記載内容の概要、前バージョン

からの変更点を業務共通事項に記載した。 
 



 
 

 

130

６．３  中間標準レイアウト仕様 V2.1から V2.2への改定内容 

 

（1） 法令改正等対応 

平成26年11月から平成27年10月１日までに施行された法令改正等（平成27年10月２日以降に

施行された法令改正等の一部を含む）に基づいて、改定を実施した。 

 
表 64 Ｖ2.2で対応した法令改正等 

業務 

番号 
業務システム 中間標準レイアウト仕様の改定が必要であった法令改正等 

1 住民基本台帳 
・平成27年10月: 行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律（マイナンバー法） 

2 印鑑登録 
・平成27年10月: 行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律（マイナンバー法） 

6 選挙人名簿管理 ・平成28年４月: 農業共同組合法等改正（農業委員会選挙の廃止） 

7 固定資産税 
・平成 26年４月:地方税法等の一部を改正する法律改正（固定資産税の特例措

置） 

8 個人住民税  ・平成27年４月: 地方税法(住宅借入金等特別税額控除の適用税率改正) 

9 法人住民税 
・平成27年４月: 地方税法等の一部を改正する法律（平成27年法律第2号） 

（資本割の課税標準の算定方法の変更） 

10 軽自動車税 

・平成27年４月: 地方税法等の一部を改正する法律（軽自動車税の見直し） 

（経過措置や重課の導入） 

（グリーン化特例） 

14 介護保険 

・平成 27年４月: 介護保険法改正（地域支援事業の充実、予防給付の見直し、

特養の機能重点化、低所得者の保険料軽減の強化、介護保険事業計画の見

直し、サービス付き高齢者向け住宅への住所地特例の適用） 

・平成27年４月: 出入国管理及び難民認定法改正（在留資格の新設） 

・平成 27年８月: 介護保険法改正（一定以上の所得のある利用者の自己負担の

引上げ、補足給付の支給に資産等を勘案） 

15 後期高齢者医療 

・平成 27年４月: 在外公館の名称及び位置並びに在外公館に勤務する外務公

務員の給与に関する法律の一部を改正する法律に伴う、 H27/08広域連合電

算システムの変更（「グルジア」の国名を「ジョージア」に変更） 

・平成 28年１月: 行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律（マイナンバー法）（広域連合電算システム仕様書） 

17 児童手当 

・平成27年１月: 児童福祉法の一部を改正する法律改正 

・平成 27年２月: 子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育

等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関

係法律の整備等に関する法律 

18 生活保護 ・平成27年４月: 介護保険法改正（利用サービスの変更等） 

19 障害者福祉  
・平成27年４月: 平成２７年度障害福祉サービス等報酬改定 

・平成27年７月: 障害者総合支援法改正（対象疾病（難病等）の拡大） 

21 人事給与 

・平成 25年 11月: 早期退職募集制度の創設（国家公務員制度に準じた勧奨退

職制度の廃止） 

・平成27年10月: 地方公務員等共済組合法及び被用者年金制度の一元化等を

図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法律の一部を改正する法律

改正 

・平成 28年１月: 行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律（マイナンバー法） 
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（2） 地域情報プラットフォーム標準仕様との整合性確保 

前述の法令改正対応の中で、APPLICの地域情報プラットフォーム標準仕様の自治体業務アプリケー

ションユニット標準仕様V3.0で対応済みの改定事項について整合性を確保した。 

 

（3） 協力事業者からの意見反映 

協力事業者からの意見を基に、データ項目の追加、桁数の修正、項目説明の強化等 36件の修正を
実施した。 

（4） 業務固有の留意事項の全面的な見直し 

記載内容の統一のため、業務固有の留意事項の全面的な見直しを実施した。  

（5） 業務共通事項の見直し 

中間標準レイアウト仕様が整合性を確保している他の標準仕様書等を業務共通事項に追記した。 
 



 
 

 

132

６．４  中間標準レイアウト仕様 V2.2から V2.3への改定内容 

 

（1） 法令改正等対応 

平成27年10月２日から平成28年10月１日までに施行された法令改正等（平成28年10月２日以降

に施行された法令改正等の一部を含む）に基づいて、改定を実施した。 

 
表 65 Ｖ2.3で対応した法令改正等 

業務 
番号 

業務 中間標準レイアウト仕様の改定が必要であった法令改正等 

5 就学 
・平成28年４月：学校教育法等の一部を改正する法律（小中一貫教育を行う新た

な学校の種類の制度化） 

6 選挙人名簿管理 ・平成28年６月：公職選挙法（選挙人名簿登録制度の見直し） 

7 固定資産税 
・平成28年４月：平成28年度税制改正大綱（遊休農地等に係る課税の強化・軽

減） 

8 個人住民税 

・平成28年10月：個人住民税における公的年金からの特別徴収制度の見直し 

・平成27年４月：ふるさと納税ワンストップ特例制度 

 ※平成28年度課税分から適用のため 

9 法人住民税 
・平成28年４月：平成28年度税制改正大綱(地方創生応援税制（企業版ふるさと

納税）の創設) 

11 収滞納管理 ・平成28年４月：地方税法（換価猶予における職権と申請の創設） 

12 国民健康保険 ・平成28年10月：厚生年金と共済年金の一元化 

14 介護保険 
・平成28年８月：介護保険法（特定入所者介護（予防）サービス費における非課

税年金勘案の事務処理について） 

15 後期高齢者医療 ・平成27年10月：厚生年金と共済年金の一元化 

16 健康管理 
・平成28年４月：事務連絡 健康増進事業に係る歯周疾患検診及び骨粗鬆症検

診に係る要精密検査区分者の実態把握について 

18 生活保護 

・平成27年10月：生活保護法（平成27年度基準改定 暖房器具購入費・除雪費

の一時扶助科目の追加） 

・平成28年４月：生活保護法（平成28年度基準改定 介護券の様式改正） 

・厚生労働省平成27年度事務連絡「社援発０３３１第９号「生活保護法による介護

扶助の運営要領について」の一部改正について（通知）」 

21 人事給与 
・平成28年１月：所得税法等の一部を改正する法律（国外居住親族に係る扶養

控除等の運用変更） 
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（2） 地域情報プラットフォーム標準仕様との整合性確保 

前述の法令改正対応の中で、APPLICの地域情報プラットフォーム標準仕様の自治体業務アプリケー

ションユニット標準仕様V3.1で対応済みの改定事項について整合性を確保した。 

 

（3） 協力事業者からの意見反映 

協力事業者からの意見（平成27年度に指摘を受け継続検討としていたものを含む）を基に、データ項

目の追加、削除、説明の強化・見直し等の26件の修正を実施した。 

 

（4） 地方公共団体、事業者からの問合せを踏まえた改定 

地方公共団体、事業者からの問合せを踏まえ、７件の改定を行った。 

 

（5） 自治体クラウド・モデル団体支援事業の課題対応 

平成27年度の自治体クラウド・モデル団体支援事業の報告書等から抽出・整理した課題を基に、１件

の改定を行った。 

 

（6） 移行ファイル形式の統一 

移行ファイルのデータ形式について、CSV形式を標準とし、XML形式を任意とするよう変更を行った。 

 

（7） 予備領域の改修 

標準とするデータ形式をCSV形式としたこと、従来から指摘されていた課題に対応するために、予備

領域の定義や使用方法の変更を行った。 

 

（8） 「子ども・子育て支援」の追加定義 

 新たな業務として、「子ども・子育て支援」（業務番号23）を追加した。 
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６．５  中間標準レイアウト仕様 V2.3から V2.4への改定内容 

 

（1） 法令改正等対応 

平成28年10月２日から平成29年10月１日までに施行された法令改正等（平成28年10月１日以前、

平成29年10月２日以降に施行された法令改正等の一部を含む）に基づいて、改定を実施した。 

 
表 66 V2.4で対応した法令改正等 

業務 
番号 

業務 中間標準レイアウト仕様の改定が必要であった法令改正等 

1 住民基本台帳 

・平成29年９月：出入国管理及び難民認定法の一部を改正する法律(在留資格

の追加) 

・平成29年１１月：外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関

する法律の対応(在留資格の追加) 

3 住登外管理 

・平成29年９月：出入国管理及び難民認定法の一部を改正する法律(在留資格

の追加) 

・平成29年１１月：外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関

する法律の対応(在留資格の追加) 

7 固定資産税 

・平成29年４月：平成29年度税制改正大綱(居住用超高層建築物に係る課税の

見直し) 

・平成28年８月：「高齢者の居住の安定確保に関する法律」及び関係省令・告示

の改正 

・平成23年４月：地方税法の一部を改正する法律（平成23年法律第30号） 

8 個人住民税 

・平成29年１月：平成25年度税制改正大綱(特定公社債等の利子、譲渡所得等

の課税方式変更) 

・平成29年１月：平成25年度税制改正大綱(株式等に係る譲渡所得等の分離課

税の改組) 

・平成29年１月：平成25年度税制改正大綱(特定管理株式等が価値を失った場

合の損失の特例等の拡充) 

・平成29年１月：平成25年度税制改正大綱(一般公社債等の譲渡所得等の課税

方式変更) 

10 軽自動車税 
・平成29年１月：平成29年度税制改正大綱(自動車税及び軽自動車税における

グリーン化特例（軽課）の見直し)  

11 収滞納管理 ・平成29年１月：地方税法(延滞金の計算方法の変更)  

 

 



 
 

 

135

表66 V2.4で対応した法令改正等(続き) 

業務 
番号 

業務 中間標準レイアウト仕様の改定が必要であった法令改正等 

14 介護保険 

・平成29年４月：保険料段階判定における所得指標の見直しについて 

・平成29年９月：出入国管理及び難民認定法の一部を改正する法律(在留資格
の追加)  

・平成29年11月：外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関

する法律の対応(在留資格の追加) 

15 後期高齢者医療 

・平成29年１月：地方税法の一部を改正する法律（平成25年法律第３号）及び所
得税法等の一部を改正する法律（平成 28年法律第 15号） 

・平成29年４月：高齢者の医療の確保に関する法律施行令の一部を改正する政

令（平成 29年政令第９号） 

16 健康管理 

・平成29年４月：母子保健法施行規則の一部を改正する省令の公布及び母子健

康手帳の記載事項の取扱い(母子健康手帳の新生児聴覚検査の記録欄に、詳
細な検査結果を記載) 

・平成29年４月：事務連絡(平成30年度 地域保健・健康増進事業報告につい

て)(大腸がん精密検査結果の集計方法の変更) 

・平成29年４月：政統発0227第5号(平成29年度地域保健・健康増進事業報告

の実施について）(がん検診（精密検査結果の計上方法）) 

・平成29年４月：事務連絡(平成30年度 地域保健・健康増進事業報告につい

て)(報告書の「要精密検査者」に「検診時生検受診者数(年度中)」「検診時生検

受診のうち要再検者数(年度中)」「検診時生検未受診のうち要再検者数(年度

中)」を追加) 

19 障害者福祉 
・平成30年４月：障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律及び児童福祉法(補装具費の支給範囲の拡大（貸与の追加）) 

21 人事給与 

・平成28年５月：総税市第86号(個人住民税に係る特別徴収税額通知の電子署

名対応) 

・平成28年10月：公的年金制度の財政基盤及び最低保障機能の強化等のため

の国民年金法等の一部を改正する法律(短時間労働者に対する健康保険・厚
生年金保険の適用拡大) 

23 
子ども子育て支

援 

・平成29年４月：特定教育・保育、特別利用保育、特別利用教育、特定地域型保

育、特別利用地域型保育、特定利用地域型保育及び特例保育に要する費用

の額の算定に関する基準等の一部を改正する告示（内閣府告示第 539号） 

（2） 地域情報プラットフォーム標準仕様との整合性確保 

前述の法令改正対応の中で、APPLICの地域情報プラットフォーム標準仕様の自治体業務アプリケー

ションユニット標準仕様V3.2で対応済みの改定事項について整合性を確保した。 
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（3） 協力事業者からの意見反映 

協力事業者からの意見（平成28年度に指摘を受け継続検討としていたものを含む）を基に、データ項

目の追加、削除、説明の強化・見直し等の22件の修正を実施した。 

 

（4） 地方公共団体、事業者からの問合せを踏まえた改定 

地方公共団体、事業者からの問合せを踏まえ、1件の改定を行った。 

 

（5） 自治体クラウド・モデル団体支援事業の課題対応 

平成28年度の自治体クラウド・モデル団体支援事業の報告書等から抽出・整理した課題を基に、１件

の改定を行った。 

 

（6） 必須・任意の定義変更 

データ項目一覧表の必須/任意の定義を検討し、業務共通事項、データ項目一覧表を修正した。 

・必須/任意の定義 

多数のパッケージシステムでデータ移行項目として保持されている項目(必須項目)か否か(任意項

目) 

・修正箇所 

業務共通事項の必須/任意の説明箇所 

データ項目一覧表の必須/任意欄(必要に応じ、項目説明や備考欄) 

 

（7） フォーマットの変更 

仕様書の全体的なフォーマットについて資料間の整合性を確保した。 

・主な変更事項 

改定履歴をWordからExcelファイルに変更 

バージョン表記の統一 
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＜参考資料１＞中間標準レイアウト仕様の関連資料 

中間標準レイアウト仕様に関連する最新情報の入手先は下記のとおりである。 
 
●総務省 中間標準レイアウト仕様 

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/lg-cloud/02kiban07_03000024.h

tml 

 
●地方公共団体情報システム機構 中間標準レイアウト仕様 

https://www.j-lis.go.jp/rdd/jititaicloud/standard_layout/Standard_layout.html 

 
 
中間標準レイアウト仕様に関して、参考となる関連資料は以下のとおりである。 
 

●自治体クラウド推進本部 有識者懇談会とりまとめ（総務省、平成23年６月） 

http://www.soumu.go.jp/main_content/000121262.pdf  

 

●自治体クラウドの導入に関する調査研究報告書（総務省、平成24年３月） 

http://www.soumu.go.jp/main_content/000175572.pdf  

 

●自治体クラウドの円滑なデータ移行等に関する研究会とりまとめ（総務省、平成24年６月） 

http://www.soumu.go.jp/main_content/000164376.pdf  

 

●中間標準レイアウトの有効性に関する調査研究報告書（総務省、平成24年６月） 

http://www.soumu.go.jp/main_content/000164369.pdf 

 

●地方公共団体におけるクラウド導入の取組（平成29年度改訂版）（J-LIS、平成30年４月） 

http://www.j-lis.go.jp/rdd/jititaicloud/h30_cloud_torikumi.html 

 

●地域情報プラットフォーム標準仕様（APPLIC） 

http://www1.applic.or.jp/tech/ 

 

●中間標準レイアウトの事業者対応状況について（J-LIS、平成30年２月） 

https://www.j-lis.go.jp/rdd/jititaicloud/standard_layout/correspondennce-situation.html 

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/lg-cloud/02kiban07_03000024.h
https://www.j-lis.go.jp/rdd/jititaicloud/standard_layout/Standard_layout.html
http://www.soumu.go.jp/main_content/000121262.pdf
http://www.soumu.go.jp/main_content/000175572.pdf
http://www.soumu.go.jp/main_content/000164376.pdf
http://www.soumu.go.jp/main_content/000164369.pdf
http://www.j-lis.go.jp/rdd/jititaicloud/h30_cloud_torikumi.html
http://www1.applic.or.jp/tech/
https://www.j-lis.go.jp/rdd/jititaicloud/standard_layout/correspondennce-situation.html
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＜参考資料２＞中間標準レイアウト仕様に関する調達仕様書記載例 

団体が情報システムを調達する際に、実際に使用した調達仕様書における中間標準レイアウト仕様に

関する記載例を以下に示す。 
 
●団体Aでの調達仕様書記載例 
・基幹系パッケージシステムのデータ移行については、国の「中間標準レイアウト仕様」を活用すること。 
・提案するシステムは、原則として中間標準レイアウト仕様でのデータ提供が可能であること。 
 
●団体Bでの調達仕様書記載例 
契約満了時のシステム更新時はもちろんのこと、システム運用期間中であっても総務省が定める中間

標準レイアウト仕様に準拠した形式でデータを抽出することが可能であること。 
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＜参考資料３＞協力事業者 

中間標準レイアウト仕様V2.4の作成に協力した事業者を以下に示す（50音順）。 

（１） 中間標準レイアウト仕様V2.4原案作成事業者：3社 

日本電気株式会社 

株式会社日立製作所 

富士通株式会社 

 

（２） 中間標準レイアウト仕様V2.4協力事業者：29社 

株式会社ＲＫＫコンピューターサービス 

株式会社アイシーエス 

株式会社ＩＪＣ 

株式会社アイネス 

株式会社石川コンピュータ・センター 

株式会社茨城計算センター 

株式会社インテック 

株式会社ＨＤＣ 

株式会社愛媛電算 

株式会社オーイーシー 

北日本コンピューターサービス株式会社 

株式会社ぎょうせい 

行政システム株式会社 

株式会社ケーケーシー情報システム 

Gcomホールディングス株式会社 

株式会社ジーシーシー 

ジャパンシステム株式会社 

中央コンピュータサービス株式会社 

ＤＩＲインフォメーションシステムズ株式会社 

株式会社ＴＫＣ 

株式会社電算 

株式会社ＨＡＲＰ 

株式会社ＢＳＮアイネット 

株式会社日立システムズ 

富士ゼロックスシステムサービス株式会社 

株式会社三重電子計算センター 

株式会社南大阪電子計算センター 

株式会社両備システムズ 

株式会社両毛システムズ 


